
　

№ 施策01災害に強いまちづくり　№4災害情報システム等の効果的な活用　≪重点１≫ 総合防災安全課

0 　５年度 37,986

　４年度 42,279

　増　減 ▲ 4,293

財 国・都 0
源 市　債 0
内 その他 0

○災害対策用機器維持管理費，使用料 5,640 訳 一般財源 37,986
○防災等情報メールシステム運用管理委託料 6,050

○防災行政無線維持管理費 19,308

○被災者生活再建支援システム維持管理費 3,009

○避難所システム等維持管理費 2,464

○福祉避難所　防災行政無線（移動系）調査費 1,515

　　

※事業費が前年度と比較して減額となっている事業でも，事業内容によって「拡充」と表記する場合があります。

Ⅴ　主要事業概要

★主要事業概要の見方★

188

災害情報システムの維持管理・充実

地震や風水害などの防災情報を提供する市民向けメールシステムや防災フリーダイ
ヤルの運用など，災害時の情報提供・通信システムの確保に努めるとともに，り災
証明書発行のための被災者生活再建支援システムの維持管理を行います。また，防
災行政無線の維持管理を行うほか，新たに福祉避難所に防災行政無線（移動系）を
設置します。

令和5年度

主 要 事 業 概 要

「令和5年度主要事業概要」では，令和5年度の施策・予算における

主要な事業について，款別に掲載しています。
各事業の見方については，下記を御参照ください。

①事業名称

④所管課

⑦事業のあらまし

⑧事業費の内訳

⑤5年度・4年度事業費・増減額

⑥財源の内訳（その他は使用料・手数料・基金繰入金・諸収入など）

②新規・拡充・継続（継続の場合空欄）区分 ※

③基本計画上の位置付け
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予算科目

総務費
№1～26

民生費
№27～90

衛生費
№91～125

労働・農業
・商工費

№126～143

土木費
№144～179

消防費
№180～189

教育費
№190～224

主要事業概要

内　　　　　　　　　容

35事業 （生活文化スポーツ部・子ども生活部・教育部）

特別支援教育の推進，命の教育活動の推進，学校における働き方改革の推進，
小・中学校施設の整備，あそビバ（放課後子供教室事業）の実施，「アクショ
ン＆レガシープラン」を継承するスポーツ推進計画の策定，スポーツ施設の整
備，幼稚園就園支援の実施　ほか

26事業 （行政経営部・総務部・市民部・生活文化スポーツ部
・福祉健康部・都市整備部）

eスポーツを基点とした包摂的な市民交流・体験機会の創出事業，行政における
デジタル化の推進，犯罪抑止対策の推進，市税・国民健康保険税の納付の利便
性向上，市民課窓口サービスの充実，地区協議会の設立と支援，文化会館たづ
くり・グリーンホール・せんがわ劇場の維持・補修　ほか

64事業 （子ども生活部・福祉健康部）

児童虐待防止センター事業の体制強化，ヤングケアラー支援事業の実施，乳幼
児・義務教育就学児・高校生等医療費助成の実施，学童クラブの運営の充実，
子ども・若者の支援，地域福祉コーディネーターを中心とする包括的な支援体
制の構築，福祉人材育成事業の推進，障害者の就労支援，地域包括支援セン
ターの充実，認知症支援の充実，介護予防・日常生活支援総合事業の展開，見
守りネットワークの推進，難聴者補聴器購入費助成，生活保護法に基づく援護
の実施，生活困窮者自立支援事業の実施　ほか

35事業 （福祉健康部・環境部）

こころの健康支援センターの運営，がん検診の充実，ゆりかご調布事業の実
施，ファーストバースデーサポート事業の実施，妊産婦健診の助成の実施，定
期予防接種の実施，新型コロナウイルスワクチン接種の実施，都市美化の促進
と路上喫煙対策の推進，深大寺・佐須地域の里山，水辺環境の保全・活用，ご
み・資源物の収集運搬，災害廃棄物処理計画の策定　ほか

18事業 （生活文化スポーツ部）

都市農業育成対策事業の実施，マルシェ ドゥ 調布の開催，未来に残す東京の
農地プロジェクト補助金事業の実施，商工会事業の支援，商業活性化事業の推
進，中小企業・小規模事業者の支援，「映画のまち調布」の推進，調布市観光
協会事業の促進，「水木マンガの生まれた街　調布」の推進　ほか

36事業 （環境部・都市整備部）

自転車等対策の推進，下水道施設における浸水対策の推進，公園・緑地，崖線
樹林地の保全，生活道路の整備，駅前広場の整備，東部地区における交通環境
改善事業の促進に向けた検討，都市計画道路の整備，特定緊急輸送道路沿道建
築物耐震化促進事業，空き家対策の推進　ほか

10事業 （総務部）

消防団の装備品等の充実，消防水利の整備・維持管理，総合防災・水防訓練等
の実施，災害対策用備蓄品の充実，災害情報システムの維持管理・充実　ほか

「令和5年度の市政経営及び予算編成に向けた基本的な考え方」では，コロナ禍の長期
化や物価高騰等の影響に伴う不透明な財政状況の中で，歳入歳出両面からの厳しい精査，
見直しの取組により，市政の第一の責務である市民の安全・安心を守り，市民生活を支え
る取組を継続するとともに，新たな総合計画の初年度として，5つの重点プロジェクトを
はじめとする計画に位置付けた各施策・事業を推進していくものとしています。

令和5年度における主要な各施策・事業（224事業）の概要は以下のとおりです。
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（単位；千円）

№ 企画経営課

拡充 　５年度 28,297

　４年度 0

　増　減 28,297

財 国・都 28,297

源 市　債

○eスポーツを基点とした包摂的な市民交流・体験機会の創出業務委託 28,297 内 その他

（令和４年度は補正予算第３号にて予算計上） 訳 一般財源 0

№ 公共施設マネジメント担当・企画経営課・文化生涯学習課・福祉総務課

　５年度 32,558

　４年度 88,976

　増　減 ▲ 56,418

財 国・都

<総合福祉センター> 源 市　債

○検討会議運営費 282 内 その他

<グリーンホール> 訳 一般財源 32,558
○新グリーンホール基本構想策定業務委託 9,460
○総合福祉センター・グリーンホール解体工事設計業務委託 17,300
○新グリーンホール　ホール機能検討業務委託 5,000
○有識者謝礼 102
○検討会議運営費 414

№ デジタル行政推進課・企画経営課・関係各課

拡充 　５年度 116,914

　４年度 125,860

　増　減 ▲ 8,946

財 国・都 22,376

源 市　債

内 その他 21,073

訳 一般財源 73,465

○ＲＰＡ，ＡＩ－ＯＣＲ※使用料 3,894

○タブレット端末等借上料・購入費，システム使用料 3,409
○Wi-Fi，通信費，端末修繕費など 1,403
○電算管理事務費 20,421
○デジタル化推進費 3,510
○住民基本台帳システム管理費 46,735
○税システム管理費 2,640
○ホームページシステム管理費 2,266
○住民票等コンビニ交付システム管理費 8,741
○福祉システム管理費 18,141
○庁内OAシステム管理費 5,754

※ ＡＩ（Artificial Intelligence）：人工知能のこと

ＲＰＡ（Robotic Process Automation）：人が行う定型的なパソコン操作を自動化するソフトウェアのこと

ＡＩ－ＯＣＲ（Artificial Intelligence－Optical Character Recognition）：機械学習を通じて読み取りの精度を継続的に

　高めるＡＩ技術を活用して，手書きの書類や帳票を読み取り画像データにしたうえで，文字データに変換するＯＣＲのこと

3

行政におけるデジタル化の推進
行政のデジタル化に対する社会的要請の高まりなどを踏まえ，市民の利便性向上や
業務の効率化を図る観点から，自治体DX推進計画に基づき，マイナンバーカードを
利用した「ぴったりサービス」の活用や業務プロセスの見直し等，行政手続のオン
ライン化や情報システムの標準化対応に取り組みます。国の指針に基づく情報セ
キュリティ等に留意しながら，オンラインを活用した手続やサービス，情報発信の

ほか，ＡＩ※，ＲＰＡ※，オンライン会議の活用推進，ペーパーレス化などに加え，
新たなテレワークシステムの導入に取り組みます。併せて，行政のデジタル化の効
果的・効率的な取組の推進に向けて，専門的知見を有する人材の活用や産学官民の
連携を図ります。

2

調布駅周辺大型公共施設（総合福祉センター及びグリーンホール）の整備

総合福祉センターについては，現敷地からの移転・更新に向け，利用者・関係団体
等の意見を踏まえながら，新たな施設の検討と設計に取り組みます。
グリーンホールについては，利用者等の意見も踏まえつつ，現敷地における更新に
向けた基本構想の策定に取り組みます。

1

eスポーツを基点とした包摂的な市民交流・体験機会の創出事業


ＮＴＴ東日本，ＮＴＴeーＳｐｏｒｔｓ，電気通信大学の産学官連携による事業で，
ｅ－スポーツを基点としたあらゆる市民の交流機会を創出することで市民生活の質
の向上を目指すとともに，市域のにぎわい創出に取り組みます。
また，ＩＣＴに関する学習機会を創出するためのプログラミング教室を開催しま
す。

総 務 費 人事，広報，企画，財政，出納，納税，選挙，統計，監査等
に関する経費を計上しています。

◇総務費◇
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（単位；千円）

№ 広報課

　５年度 90,648

　４年度 84,917

　増　減 5,731

財 国・都 401

○市報印刷製本費 48,343 源 市　債  
○市報配布委託料 35,392 内 その他 6,743
○市報編集委託料 6,913 訳 一般財源 83,504

№ 広報課

　５年度 55,100

　４年度 55,200

　増　減 ▲ 100

財 国・都 275
源 市　債

○ケーブルテレビ番組制作・放映料 12,111 内 その他

○コミュニティFM番組制作・放送料 42,989 訳 一般財源 54,825
№ 広報課

　５年度 2,112

　４年度 2,442

　増　減 ▲ 330

財 国・都

○コミュニケーションアプリ運用費 2,112 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,112
№ 広報課

　５年度 6,825

　４年度 8,183

　増　減 ▲ 1,358

財 国・都

○ホームページリニューアル支援業務委託料等 6,825 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 6,825
№ 市民相談課

　５年度 18,068

　４年度 17,720

　増　減 348

○法律相談・税務相談等委託料ほか 10,777 財 国・都

○市民相談専門員報酬等 7,291 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 18,068
№ 人事課

　５年度 15,712

　４年度 15,664

　増　減 48

○産業医報酬 2,388 財 国・都

○健康管理費 12,913 源 市　債

○労働安全衛生諸経費 411 内 その他

訳 一般財源 15,712

各種市民相談の実施

4

市報ちょうふの全戸配布
市政や災害に関する情報，まちの魅力等をより多くの市民に伝えるため，引き続き
見やすく，分かりやすい紙面づくりに取り組むとともに，市ホームページやテレビ
広報，SNSとの連携によるクロスメディアを展開します。また，紙面に広告を掲載
することで，自主財源の確保に努めます。併せて，新型コロナウイルス感染症に関
する情報発信に取り組むとともに，東京2020大会のレガシーとして共生社会の充
実に向けた記事を掲載します。

5

ケーブルテレビ・コミュニティFMでの情報提供
市政情報や市の魅力を幅広く発信するため，時宜に応じた内容をケーブルテレビの
番組「テレビ広報ちょうふ」で放送するとともに，同番組の映像を市ホームページ
の「動画ライブラリー」に掲載します。また，コミュニティFMによるインフォメー
ション番組で市政情報を提供するとともに，生活安全に関する情報や新型コロナウ
イルス感染症に関する情報，自然災害等発生時の緊急情報等を発信します。

市ホームページにおける機能改善
市ホームページの機能やアクセシビリティ等を改善するため，令和６年２月上旬ま
でに，市ホームページをリニューアルします。

7

8

6

コミュニケーションアプリを活用した市政情報発信
スマートフォン保有者のおよそ９割が利用しているといわれている，コミュニケー
ションアプリ（LINE）の調布市公式アカウントを活用し，緊急・災害時における市
民の安全・安心の確保に資する情報などを効果・効率的に発信します。

労働安全衛生の推進に向けて，健康保持増進のため全職員の健康診断受診を目指す
とともに，メンタルヘルス対策では早期発見，治療に繋がる意識啓発研修の実施や
ストレスチェックの充実を図るほか，職場復帰支援の取組を引き続き推進します。

市民の日常生活上の様々な問題や悩みに対して，法律・税務・登記等の専門相談を
実施し，総合相談日を設けます。令和５年度は，税務・法律相談について，相談枠
を増設し，充実を図ります。市政に関する意見・要望等の相談内容には，問題点を
整理しながら庁内連携のうえ適切に対応します。

9

労働安全衛生の推進

◇総務費◇
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（単位；千円）

№ 人事課

　５年度 17,661

　４年度 21,520

　増　減 ▲ 3,859

財 国・都

源 市　債

○東京市町村総合事務組合研修費負担金 8,604 内 その他

○研修委託（市独自研修） 5,288 訳 一般財源 17,661
○各種研修参加負担金（資格取得助成等） 1,526
○講師謝礼・研修旅費等 2,243

№ 施策02防犯対策・消費者安全対策の推進　№８地域での防犯活動の支援 総合防災安全課

　５年度 1,885

　４年度 2,652

　増　減 ▲ 767

財 国・都  
○防犯意識啓発及び地域パトロール支援用消耗品費 1,600 源 市　債  
○青色防犯パトロール支援補助金 57 内 その他

○ボランティア保険料 228 訳 一般財源 1,885
№ 施策02防犯対策・消費者安全対策の推進　№９犯罪抑止対策の推進≪重点１≫ 総合防災安全課

拡充 　５年度 50,830

　４年度 55,121

　増　減 ▲ 4,291

財 国・都 12,665
○子ども安全・安心パトロール委託料（学校周辺パトロール） 31,900 源 市　債  
○青色回転灯装着・取外業務委託料 547 内 その他

○自動通話録音機購入費 2,970 訳 一般財源 38,165
○防犯設備整備委託料 1,254
○特殊詐欺被害防止対策委託料 13,606
○その他諸経費 553

№ 管財課・総合防災安全課

　５年度 63,474

　４年度 84,239

　増　減 ▲ 20,765

○市庁舎非常用電源設備整備工事費 63,474 財 国・都 31,736
源 市　債 28,000
内 その他

訳 一般財源 3,738
№ 交通対策課

　５年度 22,888

　４年度 24,370

　増　減 ▲ 1,482

財 国・都 250
○子ども交通教室指導員報酬等・運営費等 7,689 源 市　債

○交通災害共済加入負担金 4,699 内 その他

○調布交通安全協会・園児交通安全防犯連絡会補助金 2,570 訳 一般財源 22,638
○新入学小学生安全対策等消耗品 2,473
○交通事故再現スタント委託 1,144
○交通安全運動運営委託・交通安全講習会委託等 2,437
○自転車安全利用促進事業委託 179
○印刷製本費・諸経費等 197
○高齢者免許返納支援事業委託費 1,500

10

職員研修の推進

犯罪抑止対策の推進　

交通安全意識の啓発
交通安全に関する情報の提供やスタントマンを活用した自転車交通安全教室などを
通じて，子ども・高齢者や自転車利用者等を中心に交通ルールの遵守・交通安全に
対する意識啓発を図ります。また，自転車無料点検や警察と連携した各種キャン
ペーンを実施して，幅広い年代に交通安全の意識高揚を図ります。

11

地域での防犯パトロールの支援

14

青色防犯パトロールカーによる子ども安全・安心パトロールや市が設置・管理する
街頭防犯カメラを有効活用することで，犯罪の抑止効果を高めます。また，特殊詐
欺被害の防止に向けて，調布警察署等の関係団体と連携し，ＡＴＭ周辺に人員を配
置して，利用者への注意喚起や意識啓発を図る等，市独自の対策を強化します。

13

市庁舎の非常用電源設備の整備

安心して暮らせる安全な地域社会を実現するため，防犯意識の向上を目的とした啓
発活動，パトロール用品の貸与や防犯グッズの配布，パトロール活動時のボラン
ティア保険加入などにより，地域の防犯活動を支援します。また，地域団体の車両
による青色防犯パトロール活動に対し，活動費の一部を助成します。

災害時に各部の災害対策本部が設置される市庁舎の非常用電源の確保について，よ
り安定的な稼働が可能となる継続稼働７２時間化に向けた設備整備工事を実施しま
す。

多様化・複雑化する行政課題に的確に取り組むことができる人材を育成するため，
令和５年度からの市職員の人材育成に関する総合プランに基づき，デジタル人材の
育成や自律的なキャリア形成支援等に取り組みます。引き続き，職員研修の充実に
加え，各職場での職場研修や自己啓発などの取組を連動させ，より効果的な人材育
成を推進します。

12

◇総務費◇
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（単位；千円）

№ 納税課

　５年度 28,936

　４年度 28,132

　増　減 804

○口座振替受付サービス運営費 583 財 国・都 14,467
○コンビニ・モバイルレジ収納事務費 16,226 源 市　債

○マルチペイメント収納事務費 8,462 内 その他

○キャッシュレス収納事務費 3,143 訳 一般財源 14,469
○地方税共通納税システム収納事務費 522

№ 納税課

拡充 　５年度 22,544

　４年度 21,715

　増　減 829

○市税納付推進員報酬等 18,971 財 国・都 372
○市税納付推進員旅費 9 源 市　債

○遠隔地等滞納者実地調査委託料 500 内 その他

○預貯金照会サービス事務費 2,819 訳 一般財源 22,172
○SMS事務費 245

№ 市民課

　５年度 54,755

　４年度 57,164

　増　減 ▲ 2,409

財 国・都

○フロア案内等業務委託料 54,579 源 市　債

○システム借上料（郵送受付システム） 176 内 その他 22,169
訳 一般財源 32,586

№ 市民課

　５年度 142,084

　４年度 121,315

　増　減 20,769

○カード発行業務委託料（コールセンター・予約システム業務， 財 国・都 142,084
　マイナンバーカード窓口業務，１０１会議室案内受付業務， 128,222 源 市　債

　マイナポイント申請支援業務等） 内 その他

○機器等借上料 5,836 訳 一般財源 0
○消耗品費 3,408
○通信運搬費 4,607

○諸経費 11
№ 施策20文化芸術の振興 　№66文化芸術事業の実施≪重点4≫ 文化生涯学習課

新規 　５年度 2,376

　４年度 0

　増　減 2,376

財 国・都 1,188
源 市　債

○文化芸術振興ビジョン策定支援業務委託料 2,376 内 その他

訳 一般財源 1,188

市民課窓口サービスの充実

19

（仮称）文化芸術振興ビジョンの策定

18

住民票の写し・戸籍の証明書交付や転出入の届出など市民課における窓口業務の一
部（フロア案内・データ入力・異動届）を委託することにより，窓口サービスの充
実を図ります。また，待ち時間の短縮に向けた取組を継続します。

多様化する納付方法へのニーズに対応するため，アプリやクレジットカード決済に
加え，地方税統一QRコードを活用した収納方法の拡充など，納税者の利便性向上に
努め，納期内納付の推進を図ります。

市税・国民健康保険税の納付の利便性向上

17

滞納整理業務の効率化

マイナンバーカード発行の適切な運用

16

15

マイナンバーカードのさらなる普及促進及び円滑な交付のため，申請サポート機器
や予約システム等を活用するほか，市庁舎1階１０１会議室を活用し，市民課窓口
の混雑緩和を図ります。また，マイナポイントの申請支援も適切に対応します。

市税・国民健康保険税の滞納整理業務における滞納者に関する各種調査について，
納付推進員・預貯金照会サービスの活用や民間事業者への委託により効率化を図
り，滞納者の実態や資産状況の的確な把握に努めるとともに，調査結果に基づいて
適正な滞納整理を実行します。また，ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）を活
用し，滞納者に対して早期に接触を図り，自主納付の推進や滞納累積の抑止に努め
ます。

「豊かな芸術文化・スポーツ活動を育むまちづくり宣言」を踏まえ，市の文化芸術
振興が目指す方向を明らかにするとともに，文化芸術基本法に基づき，文化芸術の
振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，「（仮称）調布市文化芸
術振興ビジョン」の策定（令和６年度予定）に向けて，市の現状や課題等の整理に
取り組みます。

◇総務費◇
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（単位；千円）

№ 施策16平和施策・国際交流の推進　№55平和祈念事業の実施 文化生涯学習課

　５年度 4,214

　４年度 9,109

　増　減 ▲ 4,895

財 国・都

源 市　債

内 その他 2,834
○展示等運営委託 139 訳 一般財源 1,380
○平和祈念事業委託 2,816
○通信運搬費及び諸経費 1,259

※国際交流平和基金充当予定事業
№ 施策02防犯対策・消費者安全対策の推進　№10消費啓発・相談事業 文化生涯学習課

　５年度 14,984

　４年度 14,840

　増　減 144

財 国・都 23
源 市　債

○消費生活相談員報酬等 12,812 内 その他

○消費者相談運営費 155 訳 一般財源 14,961
○消費生活情報システム管理費 327
○消費者行政活性化事業費ほか 1,690

№ 協働推進課

　５年度 19,729

　４年度 35,464

　増　減 ▲ 15,735

○維持管理運営費 2,070 財 国・都

○管理業務委託料 10,656 源 市　債

○施設賃借料 5,537 内 その他 477
○施設管理負担金 1,083 訳 一般財源 19,252
○その他（維持管理委託料・維持補修費・諸経費） 383

№ 施策14地域コミュニティの醸成　№52地区協議会の設立と支援 協働推進課

　５年度 9,353

　４年度 9,371

　増　減 ▲ 18

財 国・都

源 市　債

○地区協議会活動助成費 9,000 内 その他

○諸経費 353 訳 一般財源 9,353

№

　５年度 16,275

　４年度 16,023

　増　減 252

財 国・都 900
源 市　債

○男女共同参画コーディネーター報酬等 7,853 内 その他

○主催事業費 544 訳 一般財源 15,375
○相談業務事業費 5,251
○その他男女共同参画推進事業費 2,436
○男女共同参画推進センター運営会議費 191

地区協議会の設立と支援

施策15人権の尊重・男女共同参画社会の形成
№54男女共同参画啓発・相談事業の実施 多様性社会・男女共同参画推進課

幅広い年齢層の市民に平和について考える機会を提供するため，各種平和事業を実
施します。市民の戦争体験や，“ピースメッセンジャー”として活動する中学生の
学びや平和への想いを広く市民へ伝えるなど，平和の大切さや命の尊さを全ての世
代に語り継いでいきます。令和5年度は，非核平和都市宣言４０周年の節目の年で
あり，広島へピースメッセンジャーを派遣するとともに，日本非核宣言自治体協議
会との連携を図るなど，広島市・長崎市との平和交流を推進します。

21

消費者啓発・相談事業
多様化・複雑化している消費者相談への迅速，的確な対応に取り組みます。また，
法律上の助言を行う弁護士との業務委託及び研修の受講等による相談員のスキル向
上など消費生活センターの充実を図るとともに，成年年齢引き下げに伴う若年層へ
の啓発，依然として多い高齢者の消費者トラブルへの対応及び消費生活センターの
周知に取り組みます。

22

ふじみ交流プラザの運営（コミュニティ機能）

地域交流の促進や地域の賑わい創出などに資するコミュニティ施設として，会議や
サークル活動に利用できる集会室の貸出を行うほか，地域の情報発信コーナーの充
実を図るなど，施設の利活用に取り組みます。

23

男女共同参画啓発・相談事業の実施

20

地域のネットワークを築き，地域内の活動を活性化するとともに，地域間の情報共
有体制を構築し，地域全体の連帯感を高めるため，地区協議会の設立を促進しま
す。また，既存の地区協議会に対して，活動助成金の交付や情報提供のほか，認知
度向上につながる広報や交流事業などの活動支援を行うことで，より一層，地域コ
ミュニティの活性化を推進します。

第５次調布市男女共同参画推進プランに基づき，男女共同参画の推進，人権の尊重
と理解，DV防止の促進等に資する講座・講演会，市民との協働によるフォーラムな
ど各種啓発事業を行います。また，生きかた相談や法律相談，働く女性の人生相談
などの女性のための相談事業に加え男性のための相談を実施するほか，女性活躍推
進事業を実施します。

24

平和祈念事業の実施　

◇総務費◇
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（単位；千円）

№ 文化生涯学習課

　５年度 1,194,165

　４年度 1,193,693

　増　減 472

○グリーンホール指定管理料 142,797 財 国・都

○自主事業費補助 487,928 源 市　債

○たづくり指定管理料 506,624 内 その他 19,678
○せんがわ劇場指定管理料 56,816 訳 一般財源 1,174,487

№ 文化生涯学習課

　５年度 441,679

　４年度 687,086

　増　減 ▲ 245,407

財 国・都 23,000
○グリーンホール施設整備費（空調熱源機器リース料ほか） 58,223 源 市　債 25,000
○たづくり施設整備費 330,586 内 その他 243,000

（ＥＳＣＯサービス料ほか） 訳 一般財源 150,679
○せんがわ劇場施設整備費（ホール音響設備借上料ほか） 52,870

文化会館たづくり，グリーンホール，せんがわ劇場の維持・補修

施設の機能を維持しながら，市民に安全・快適に利用していただくために，施設の
計画的な維持保全を図ります。たづくりでは，ＥＳＣＯ事業による設備等の改修が
完了することから，省エネルギー効果の定期的な計測及び検証を行いながら，より
効果的な施設の省エネルギー化を進めます。

公益財団法人調布市文化・コミュニティ振興財団を指定管理者として，経営努力に
よる効果的・効率的な施設の管理運営に努めるとともに，文化・芸術の振興を図り
ます。

施策20文化芸術の振興
№67文化芸術施設（文化会館たづくり，グリーンホール，せんがわ劇場）の維持保全・改修26

施策20文化芸術の振興 　№66文化芸術事業の実施≪重点4≫
（文化会館たづくり・グリーンホール・せんがわ劇場の指定管理事業及び補助事業）25

文化会館たづくり・グリーンホール・せんがわ劇場の指定管理事業・補助事業

◇総務費◇
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（単位；千円）

№ 子ども政策課

拡充 　５年度 31,051

　４年度 27,890

　増　減 3,161

○地域子育て支援拠点事業運営費等補助金 26,650 財 国・都 17,700
○維持管理費負担金等 4,401 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 13,351
№ 子ども政策課

　５年度 802

　４年度 692

　増　減 110

○子ども家庭支援地域活動事業費（情報誌の作成及び発行） 127 財 国・都 400
○赤ちゃんおでかけ安心まっぷ(WEB版)維持管理委託料 675 源 市　債

内 その他 338
訳 一般財源 64

№ 子ども政策課

　５年度 56,816

　４年度 55,683

　増　減 1,133

○ショートステイ事業委託料（調布学園） 23,417 財 国・都 23,632
○子育て短期支援事業運営委託料 33,399 源 市　債

内 その他 8,732
訳 一般財源 24,452

№ 子ども政策課

　５年度 7,354

　４年度 7,229

　増　減 125

○すこやか保育事業運営委託料 7,354 財 国・都 4,316
源 市　債

内 その他 2,317
訳 一般財源 721

№ 子ども政策課

　５年度 8,463

　４年度 8,001

　増　減 462

○ファミリー・サポート・センター事業運営委託料 8,463 財 国・都 5,642
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,821
№ 子ども政策課

　５年度 28,931

　４年度 26,179

　増　減 2,752

○児童虐待防止センター児童虐待対応専門員報酬等 20,233 財 国・都 7,472
○事務員報酬等 6,367 源 市　債

○児童相談システム管理費 2,303 内 その他

○諸経費（動画監修費） 28 訳 一般財源 21,459

31

30

児童虐待防止センター事業の体制強化

1歳から小学校6年生までの子どもを養育している家庭の保護者に代わり，理由を問
わず必要に応じ，子どもを日中一時的に保育します。

子ども家庭支援センター「すこやか」を拠点に実施している児童虐待防止センター
事業について，関係機関と連携を図りながら，児童虐待の早期発見・予防的支援等
により，虐待防止に取り組み，相談体制の強化を図ります。

子育てに関する情報提供の充実

子育て関連施設への支援
子育て家庭が気軽に集い，交流できる環境づくりとして調布駅南口東地区の再開発
ビルの中に民間主体で設置した子育てカフェ，広場機能の運営を支援します。ま
た，調布に続き，仙川に新たに設置されるプレイセンターの運営を支援します。

28

すこやか保育事業の実施

27

ファミリー・サポート・センター事業の実施
保育園のお迎えや保護者が帰宅するまでの子どもの世話など，子育てのお手伝いが
必要な方（依頼会員）に，子育てのお手伝いが可能な方（協力会員）が援助活動を
行い，地域における子育て支援の充実を図ります。

子育て短期支援事業の実施
子育て家庭の保護者が病気，出産，看護，冠婚葬祭等のとき，緊急一時的に子ども
を預けることができるショートステイ事業と，子どもを17時から22時まで一時的
に預かるトワイライトステイ事業を実施し，子育て家庭を支援します。

32 施策03子ども・子育て家庭の支援　№14児童虐待防止センター事業の推進　≪重点２≫　

子育て支援に関する制度や事業を掲載した子育て支援情報誌を発行し，市民に対す
る子育て支援施策の情報提供を図り，子育て家庭を支援します。

29

民 生 費 児童，高齢者，心身障害者のための各種福祉施設の整備，運営，
生活保護等に関する経費を計上しています。

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 子ども政策課

　５年度 31,989

　４年度 24,874

　増　減 7,115

○養育支援訪問事業運営委託料 31,989 財 国・都 5,034
源 市　債

内 その他 3,764
訳 一般財源 23,191

№ 子ども政策課

新規 　５年度 14,117

　４年度 0

　増　減 14,117

6,335 財 国・都 9,596
150 源 市　債

7,632 内 その他

訳 一般財源 4,521
№ 子ども政策課

拡充 　５年度 177,610

　４年度 144,733

　増　減 32,877

○子ども家庭支援センター事業運営委託料 177,610 財 国・都 19,539
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 158,071
№ 子ども政策課

　５年度 13,588

　４年度 16,011

　増　減 ▲ 2,423

財 国・都 6,794
○ステップアップホーム事業費補助金 13,588 源 市　債

内 その他 6,794
訳 一般財源 0

№ 子ども政策課

　５年度 26,352

　４年度 358,323

　増　減 ▲ 331,971

財 国・都 20,292
○年度限定型保育事業助成費 26,352 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 6,060
№ 保育課

　５年度 359,455

　４年度 359,950

　増　減 ▲ 495

財 国・都 348,570
○保育士等キャリアアップ助成費 254,686 源 市　債

○保育サービス推進事業助成費 91,269 内 その他

○保育力強化事業助成費 13,500 訳 一般財源 10,885

34

ヤングケアラー支援事業の実施

38

保育士等の処遇改善及び保育の質向上のための支援

待機児童対策として，認可保育園の空きスペースを活用して，待機児童の多い「１
歳児・２歳児」を１年度限定で預かる「年度限定型保育事業」を実施するほか，企
業主導型保育事業の活用に取り組みます。

○諸経費

○養育支援訪問事業運営委託料（ヤングケアラー分）

35

36

施策03子ども・子育て家庭の支援　№15保育サービスの充実　≪重点２≫　37

児童養護施設退所者等への支援

33

養育支援訪問事業の実施
支援が必要と認められる家庭に確実に支援が行えるよう，ヘルパーや相談員を派遣
して，家事援助，育児支援，相談支援事業を実施し，児童虐待の未然防止のさらな
る強化を図ります。

認可保育園や認証保育所等で働く職員のキャリアアップの促進として賃金改善の補
助を行うとともに，多様な保育サービスの拡充に向け，社会福祉法人等以外が設置
する認可保育所や認証保育所等に対して，施設の努力に応じた補助を行い，保育士
等の処遇改善及び保育の質向上のための支援を実施します。

　ヤングケアラーを早期に発見し，適切な支援につなげることができるよう，ヤン
グケアラー・コーディネーターを配置し，ケアの負担が多い等のヤングケアラーに
対して家事・育児支援を実施します。また，関係機関に対して研修を実施します。

子ども家庭支援センターすこやかにおいて，子どもと子育て家庭に関する相談事
業，多様な保育サービス事業，「ゆりかご調布」事業などを実施し，総合的な子育
て支援を推進します。

○コーディネーター委託料

保育サービスの充実

子ども家庭支援センターの運営

児童養護施設退所者等へ居住の場の確保支援と相談支援を行い，社会的自立へ向け
た支援を図ります。

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 保育課

　５年度 319,200

　４年度 288,610

　増　減 30,590

○保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金 319,200 財 国・都 268,128
　一人当たり月額82,000円を上限として8分の7を補助 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 51,072
№ 保育課

　５年度 11,811

　４年度 11,514

　増　減 297

○保育コンシェルジュ報酬等 11,811 財 国・都 7,853
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 3,958
№ 保育課

　５年度 377,178

　４年度 393,545

　増　減 ▲ 16,367

○認証保育所運営費助成（10施設分） 377,178 財 国・都 189,009
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 188,169
№ 保育課

　５年度 59,699

　４年度 74,636

　増　減 ▲ 14,937

○認証保育所等保育料助成 59,699 財 国・都 36,508
源 市　債

　 内 その他

訳 一般財源 23,191
№ 保育課

　５年度 72,307

　４年度 65,649

　増　減 6,658

○認可外保育施設等利用給付 72,307 財 国・都 54,433
源 市　債

　 内 その他

訳 一般財源 17,874
№ 保育課

　５年度 22,493

　４年度 22,467

　増　減 26

○病児・病後児保育事業委託等（市内２箇所） 22,493 財 国・都 14,612
　「エンゼルケアルーム」（布田６丁目） 源 市　債

　「ポピンズルーム調布」（西つつじヶ丘２丁目） 内 その他

訳 一般財源 7,881

44

保育従事職員宿舎借上げ支援事業の実施

認可外保育施設等利用給付

認証保育所等保育料の保護者負担の軽減

40

39

保育従事職員用の住居の借り上げを行う事業者に対し，その費用の一部を支援する
ことにより，保育人材の確保，定着を図ります。

43

利用者支援体制強化事業（保育コンシェルジュ）
窓口に常勤の保育コンシェルジュを配置し，多様化する保育サービスや保育需要に
応えるとともに，認可保育園，認可外保育施設，幼稚園等，子どもの預け先などの
各家庭の相談に対してきめ細かな相談支援や情報提供を行います。

子どもが病中または病気の回復期にあって，保育所等での集団生活ができず，保護
者の就労の都合等で自宅での育児が困難な場合，一時的に子どもを預かることによ
り，保護者の子育てと仕事の両立を支援します。

42

41

認証保育所，家庭福祉員等を利用する保護者に対し，保育料の一部または全部を助
成することで保護者の経済的負担の軽減を図り，子育て家庭を支援します。

認可外保育施設を利用する0～2歳児の市民税非課税世帯及び3～5歳児の保護者に
対し，保育料の一部または全部を給付します。

多様化する保護者の保育ニーズに柔軟に対応するため，東京都独自の制度である認
証保育所の運営費の一部を助成します。

認証保育所運営助成の実施

病児・病後児保育事業の実施

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 保育課

　５年度 26,069

　４年度 26,178

　増　減 ▲ 109

○家庭福祉員運営費助成（2箇所分） 7,930 財 国・都 17,500
○家庭的保育事業地域型給付費（１箇所分） 18,139 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 8,569
№ 保育課

　５年度 81,127

　４年度 78,627

　増　減 2,500

○子育て支援事務に係る業務委託 81,127 財 国・都 8,500
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 72,627
№ 保育課

　５年度 22,826

　４年度 20,082

　増　減 2,744

○保育所等における使用済み紙おむつ収集運搬処理業務委託 22,619 財 国・都

○公立保育園用消耗品 207 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 22,826
№ 子ども家庭課

新規 　５年度 117,248

　４年度 0

　増　減 117,248

財 国・都 68,979
○医療費審査支払委託等 4,008 源 市　債

○医療助成費等負担金 71,357 内 その他

○医療助成費等負担金（市単独分） 41,883 訳 一般財源 48,269

№ 子ども家庭課

拡充 　５年度 1,032,989

　４年度 923,468

　増　減 109,521

財 国・都 405,808

○医療費審査支払委託等 31,664 源 市　債

○医療助成費等負担金 739,517 内 その他

○医療助成費等負担金（市単独分） 261,808 訳 一般財源 627,181

№ 子ども家庭課

　５年度 3,060,410

　４年度 3,216,784

　増　減 ▲ 156,374

○児童手当（年３回支給） 3,060,410 財 国・都 2,602,243
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 458,167

家庭福祉員（保育ママ）運営助成の実施
少人数で家庭的な雰囲気での保育ニーズに対応するため，家庭福祉員（保育士等の
有資格者）の自宅等で実施する保育に助成し支援の充実を図ります。

46

保育園における使用済み紙おむつ収集委託の実施

47

　　支給月額　３歳未満15,000円
　　　　　　　３歳～小学生 （第１子・第２子）10,000円 （第３子以降）15,000円
　　　　　　　中学生10,000円
　　　　　　※所得制限以上～所得上限未満世帯は子ども一人あたり月額5,000円

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを応援するため，０歳から中学生までの子
どもを対象として，児童手当を支給します。また，子育て世帯の負担軽減や利便性
向上に向け，マイナンバーカードを活用した電子申請を実施します。

50

児童手当の支給

高校生等医療費助成の実施
令和５年度から高校生等医療費助成を実施します。保険診療医療費自己負担分全額
を助成します。所得制限はなく，１８歳の年度末までの子どもの医療費が完全無償
化となります。

施策03子ども・子育て家庭の支援　№13子どもの医療費助成　≪重点２≫

小学校就学前の乳幼児に対しては保険診療医療費自己負担分全額の助成を引き続き
実施し，小学校1年生から中学校3年生までの義務教育就学児に対しては令和５年度
から保険診療医療費自己負担分及び，中学生の所得制限を撤廃します。

45

子育て支援事務における業務委託の推進
保育課及び児童青少年課の定型的な業務である保育園入園事務，給付金関連事務，
学童クラブ入会事務，学童クラブ育成料に関わる事務について，民間活力を活用し
業務委託を推進します。

乳幼児・義務教育就学児医療費助成の実施

市内認可保育園等で発生した使用済み紙おむつについて，収集運搬事業者に収集・
処分を委託し，保護者及び保育者の負担軽減を図ります。

49

48 施策03子ども・子育て家庭の支援　№13子どもの医療費助成　≪重点２≫

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 子ども家庭課

　５年度 58,093

　４年度 54,723

　増　減 3,370

財 国・都 29,266
○ひとり親家庭の学習・相談支援事業 37,050 源 市　債

○子育て支援サービス相談員報酬等 8,265 内 その他 6,600
○母子・父子就労支援専門員報酬等 5,478 訳 一般財源 22,227
○ひとり親家庭高卒認定試験合格支援給付金・支援促進給付金 750

○ひとり親家庭通信制高校卒業支援給付金 6,000

○養育費確保支援事業補助金 550
№ 児童青少年課

　５年度 34,372

　４年度 38,075

　増　減 ▲ 3,703

○子育てひろば専門員報酬等 23,848 財 国・都 16,032
○子育てひろば事務補助員報酬等 6,406 源 市　債

○子育てひろば事業費ほか（講師謝礼，備品購入等） 3,568 内 その他

○子育てひろば助産師相談事業  550 訳 一般財源 18,340
№ 児童青少年課

拡充 　５年度 1,492,436

　４年度 1,335,614

　増　減 156,822

財 国・都 874,085
○学童クラブ専門支援員報酬等 115,280 源 市　債

○学童クラブ事務補助員報酬等 46,587 内 その他 175,509
○学童クラブ管理運営費 202,697 訳 一般財源 442,842
○学童クラブ事業運営費 1,127,872

№ 児童青少年課

拡充 　５年度 10,582

　４年度 194,683

　増　減 ▲ 184,101

財 国・都 2,570
源 市　債

○学童クラブ室内環境調査測定委託料等 832 内 その他

○学童クラブ整備工事設計委託料 4,650 訳 一般財源 8,012
○学童クラブ測量等業務委託料 1,100
○学童クラブ開設用消耗品費 2,000
○学童クラブ開設用備品購入費 2,000

№ 児童青少年課

拡充 　５年度 28,099

　４年度 26,862

　増　減 1,237

財 国・都 13,500
源 市　債

内 その他 7,842

訳 一般財源 6,757

○子ども・若者総合相談事業費 23,034

○子ども・若者居場所事業費補助金 2,000

○子ども・若者支援地域協議会運営費 1,175
○子ども・若者自立支援事業費 1,890

施策03子ども・子育て家庭の支援　№16学童クラブ施設の整備　≪重点２≫

学童クラブの運営の充実

ひとり親家庭等への支援

52

学童クラブ施設の整備

51

54

増加する学童クラブのニーズに対応するため，「調布市基本計画」及び「調布市子
ども・子育て支援事業計画」に基づき，計画的に施設整備を進めます。令和５年度
は，（仮称）緑ケ丘小学校地域学童クラブの開設に向けた準備を行うほか，入会保
留児童が多く発生している地域について，学童クラブの整備に向けた候補地の選定
を進めます。

53

55 施策05青少年の健全育成　№26子ども・若者への支援　≪重点２≫

子ども・若者の支援
不登校，無業，ひきこもり等の様々な困難を抱える子ども・若者とその家族を対象
に自立に向けた計画的な支援を行うため，子ども・若者総合支援事業「ここあ」に
て，相談による支援や居場所の提供による支援を行います。また，市内において実
施される困難を抱える子ども・若者への居場所提供事業への補助を行うとともに，
子ども・若者支援地域ネットワークを通して，支援を行う機関，団体等との連携を
図ります。「ここあ」利用者の増加に伴う様々なニーズに対応するため，令和５年
度はオンライン相談の導入検討や居場所事業利用者が活用できるＰＣの配置など，
更なる支援の充実を図ります。

施策03子ども・子育て家庭の支援　№11ひとり親家庭等への支援

就労等により保護者が日中家庭にいない小学生を対象に，放課後の遊び場や生活の
場を提供し，子どもたちの健全な育成を図ります。また，「調布市放課後児童健全
育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」に基づき，適切な運営を行う
とともに，引き続き，放課後子供教室事業あそビバとの連携を図ります。また，保
護者から要望の高かった保護者連絡用アプリを導入します。

専門の相談員や助産師による妊娠期から子育ての相談・講座・親子交流事業を行う
子育てひろばを全児童館で実施するとともに，子育てひろば専任の担当者を配置
し，子育てひろば事業の充実を図ります。

子育てひろば事業の実施

ひとり親家庭の子どもの貧困の連鎖を防止し自立促進のため，日常生活や育児，就
労，子どもの学習や進路等に関する様々な相談に応じるとともに，経済的支援や，
資格取得をはじめとした就労支援などの自立に向けた取組みを実施します。

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 保育課・児童青少年課

　５年度 84,100

　４年度 95,100

　増　減 ▲ 11,000

○新型コロナウイルス感染症対策事業費（保育所） 68,700 財 国・都 47,591
源 市　債

内 その他

○新型コロナウイルス感染症対策事業費（学童クラブ） 11,800 訳 一般財源 36,509
№ 福祉総務課

拡充 　５年度 4,155

　４年度 2,293

　増　減 1,862

財 国・都 1,221
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,934
○避難支援プランシステム借上料 657
○避難支援プランシステム委託料 2,252
○避難支援プラン推進補助金 150
○諸経費 1,096

施策06共に支え合う地域福祉の推進　

№ 福祉総務課

地域福祉コーディネーターを中心とする包括的な支援体制の構築 　５年度 69,430

　４年度 67,392

　増　減 2,038

財 国・都 38,175
○地域福祉コーディネーター事業委託料 68,688 源 市　債

○相談支援包括化推進会議謝礼 85 内 その他

○諸経費 57 訳 一般財源 31,255
○地域づくり事業委託料 200

○ファシリテーター養成事業補助金 400
№ 福祉総務課・高齢者支援室・障害福祉課

　５年度 22,860

　４年度 12,595

　増　減 10,265

○地域福祉計画策定委託料 8,560 財 国・都

○高齢者総合計画委託料 6,050 源 市　債

○障害者総合計画委託料 8,250 内 その他

訳 一般財源 22,860
№ 子ども発達センター

拡充 　５年度 128,082

　４年度 123,881

　増　減 4,201

財 国・都 45,113
源 市　債

内 その他 4,066
訳 一般財源 78,903

○子ども発達センター事業運営費 111,708

（医療的ケア児支援関係機関連絡会会議運営費を除く）

○相談事業費（障害児緊急一時養護事業等委託料を除く） 309
○発達支援事業費 225
○送迎業務委託料 15,840

福祉３計画の策定
地域共生社会の充実に向けて，福祉施策推進の基盤となる，地域福祉，高齢福祉，
障害福祉の次期福祉３計画について，相互の分野横断的な連携も踏まえながら策定
します。

子ども発達支援の充実

保育所等の子どもが利用する施設における新型コロナウイルス感染症対策を徹底す
るため，マスクや消毒液など感染症対策に必要な物品を購入するとともに，民間施
設に対し必要な経費を支援します。

59

施策01災害に強いまちづくり　№2調布市避難行動要支援者避難支援プランの推進　≪重点１≫

発達に遅れやかたよりのある，またはその心配のある子どもやその家庭を対象に，
子どもの発達相談や発達支援事業などを実施します。保育所等訪問支援事業や居宅
訪問型児童発達支援事業，障害児相談支援事業を着実に実施するとともに，月２回
実施している土曜日の初回相談を継続します。また，令和４年１１月から「発達相
談コーディネーター」を新たに配置しており，保護者に対して支援サービスのコー
ディネートを行うなど，相談体制を強化します。その他にも，子ども発達センター
の専門職が，幼稚園や保育園を定期的に訪問し，支援や配慮が必要な子どもの対応
やクラスの運営方法等について，職員に対して助言等を行う「巡回支援事業」にお
いて専門職を増員し，地域支援の充実を図ります。

新型コロナウイルス感染症対策の実施

58 　№27地域福祉コーディネーターを中心とする包括的な支援体制の構築　≪重点３≫

調布市避難行動要支援者避難支援プランの推進

57

災害時における避難行動要支援者（災害時に自ら避難することが困難な高齢者や障
害者等）の避難支援プランに基づき，対象者の名簿を整備し，消防，警察，民生委
員・児童委員，福祉関係団体，地域で活動する組織等との平常時からの連携に努
め，災害時における体制の整備を進めます。引き続き，避難支援プランの推進のた
め，新規協定締結団体の安否確認等に要する備品等の購入経費の補助を実施しま
す。また，避難行動要支援者の支援体制の充実に向けたシステムの改修を行いま
す。

施策08障害者福祉の充実　№35発達障害児支援事業60

８つの福祉圏域全てに配置した地域福祉コーディネーターを中心として，重層的支
援体制整備事業の取組の下，複雑化・複合化した支援ニーズに対応する多機関協働
による相談支援等の充実等を図るとともに，地域における支え合いの仕組みづくり
を推進します。

○新型コロナウイルス感染症対策事業費（児童館，子育てひろ
ば，青少年ステーション）

3,600

56

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 子ども発達センター

　５年度 4,828

　４年度 4,482

　増　減 346

財 国・都 1,374
源 市　債

内 その他 120
○障害児緊急一時養護事業等委託料 4,828 訳 一般財源 3,334

№ 子ども発達センター

　５年度 184,492

　４年度 188,074

　増　減 ▲ 3,582

財 国・都

源 市　債

内 その他 120,046
訳 一般財源 64,446

○通園事業運営委託料 167,860

○送迎業務委託料 16,632
№ 障害福祉課

　５年度 24,442

　４年度 23,556

　増　減 886

○福祉人材育成事業運営費補助金 21,878 財 国・都 12,221
○医療的ケア児等放課後等支援事業費（研修委託料） 2,564 源 市　債

内 その他 1,516
訳 一般財源 10,705

№ 障害福祉課

　５年度 37,501

　４年度 33,485

　増　減 4,016

○グループホーム開設費等補助金 1,023 財 国・都

○重度障害者等グループホーム運営費補助金 36,478 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 37,501
№ 障害福祉課

　５年度 71,392

　４年度 69,783

　増　減 1,609

○就労支援センター事業運営委託料（２か所） 71,392 財 国・都 35,696
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 35,696
№ 障害福祉課

　５年度 364,171

　４年度 359,969

　増　減 4,202

○障害福祉サービス事業所運営費補助金 96,381 財 国・都 266,540
○サービス推進事業費補助金 265,290 源 市　債

○施設等開設費補助金 2,500 内 その他

訳 一般財源 97,631

障害者の地域での自立した生活を支援するため，グループホームの整備を促進しま
す。また，重度障害者等グループホームの運営費を補助し，重度障害等のある方の
住まいの場を確保します。

福祉人材育成事業の推進
専門性を備えた福祉人材の確保及び地域の福祉人材の育成を総合的に推進するた
め，将来にわたって福祉・介護ニーズに的確に対応できる人材を安定的に確保する
とともに質の向上を図ります。

65

家族の傷病等の理由により養育が困難な時，障害児等を一時的に養護する「緊急一
時養護事業」と，家族の休養等必要に応じて一時的に養護する「リフレッシュ支援
事業」を実施し，家庭の負担軽減を図り，障害児等の成長を支援します。令和２年
１０月から，リフレッシュ支援事業の夜間や休日の利用も可能にする等，サービス
を拡充しており，令和５年度も引き続き，保護者に寄り添ったサービス提供に努め
ます。

障害児通園事業の充実
専門的支援を必要とする３～５歳児を対象とした児童発達支援事業を実施し，子ど
もの特性に応じた個別的療育プログラムを提供し，社会的能力，認知能力，運動・
活動能力の発達を支援します。また，医療的ケアを要する障害児の受け入れも行っ
ています。利用児への給食提供にあたっては，令和４年度から配置している栄養士
が中心となって，きめ細かな献立作成やアレルギー対応の徹底，また，子どもの食
生活についての指導・助言を行う等，より安全で充実したサービス提供に努めま
す。

障害児緊急一時養護事業等の実施

障害者の就労支援
「ちょうふだぞう」で主に身体障害者，知的障害者及び高次脳機能障害者を，「こ
ころの健康支援センター」で主に精神障害者及び発達障害者を対象として就労支援
事業を実施します。

障害福祉サービスの充実
障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく事業所の開設費及び運営費等を補助する
ことで，引き続き利用者が安定的に通える場を確保していきます。

障害者グループホームの整備

63

61

施策08障害者福祉の充実　№36障害者の就労支援　≪重点３≫

施策06共に支え合う地域福祉の推進　№28福祉人材育成事業の推進

62 施策08障害者福祉の充実　№35発達障害児支援事業

66

64 施策08障害者福祉の充実　№38障害者グループホームの整備

施策08障害者福祉の充実　№35発達障害児支援事業

◇民生費◇
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（単位；千円）

施策08障害者福祉の充実

№ 障害福祉課・子ども発達センター

　５年度 5,897

　４年度 4,729

　増　減 1,168

財 国・都 3,953
源 市　債

○障害児・者医療的ケア体制支援事業看護師報酬等 3,871 内 その他 1,871
○障害児・者医療的ケア体制支援事業費 190 訳 一般財源 73
○重症心身障害児・者在宅レスパイト等支援事業費 1,710

○医療的ケア児支援関係機関連絡会会議運営費 126
№ 障害福祉課

　５年度 10,000

　４年度 10,000

　増　減 0

財 国・都

○地域共生推進ふれあい商店等補助金 10,000 源 市　債

内 その他 10,000
訳 一般財源 0

№ 障害福祉課

拡充 　５年度 19,960

　４年度 18,460

　増　減 1,500

財 国・都 7,572
○障害者余暇活動支援事業委託料 3,460 源 市　債

○障害児・者フットサル事業補助金 3,500 内 その他 3,500
○日中一時支援事業費 13,000 訳 一般財源 8,888

№ 障害福祉課

新規 　５年度 362,830

　４年度 0

　増　減 362,830

○第２まなびや・ワークライフカレッジちょうふ開設準備委託料 52,406 財 国・都

○内装工事費等負担金 286,902 源 市　債

○賃借契約保証金 12,270 内 その他 230,000
○施設管理費（建物賃借料を含む。） 11,252 訳 一般財源 132,830

№ 高齢者支援室

　５年度 43,665

　４年度 43,665

　増　減 0

○私立特別養護老人ホーム建設費補助金（債務負担解消分） 43,665 財 国・都

源 市　債

内 その他 15,300
訳 一般財源 28,365

№ 高齢者支援室

　５年度 280,157

　４年度 274,884

　増　減 5,273

○運営委託料 275,630 財 国・都 165,586
○地域ケア会議推進事業費 4,000 源 市　債

○管理費 527 内 その他 58,275
訳 一般財源 56,296

余暇活動支援の充実
障害者が就労や通所施設での日中活動以外で，平日夕方以降や休日などに活動でき
る場所や機会の確保を行います。スポーツや余暇活動のイベントを開催し，運動不
足の解消や家族の介護負担の軽減を図ります。令和5年度はフットサル事業を1クラ
ス増やします。

障害児・者医療的ケア体制支援事業
医療的ケアを要する障害児・者への支援のため，看護職を障害福祉課に配置し，医
療と福祉の両面におけるコーディネートを行っていきます。また，医療的ケアが必
要な在宅の障害児・者に対し，訪問看護師が一定時間ケアを代替し，家族の負担軽
減を図るほか，医療的ケア児を受け入れている市内事業所支援員のフォローアップ
を行います。

建設費等の一部を補助することで，特別養護老人ホーム等の整備計画を推進し，要
介護高齢者の安定した生活の確保につなげます。

重症心身障害者の通所施設「（仮称）第２デイセンターまなびや」及び障害者の多
様な就労ニーズに対応した訓練プログラム等を行う通所施設「（仮称）ワークライ
フカレッジちょうふ」を新たに整備します。

特別養護老人ホーム等の整備推進

地域包括支援センターの充実
サブセンターを含む市内１０箇所の地域包括支援センターにおいて，要介護及び要
介護になるおそれのある高齢者や家族の方からの在宅介護等に関する総合的な相談
に応じます。

71

68

市内の商店等のバリアフリー化や障害理解の促進を図るため，調布市商工会を通じ
て，市内の飲食店及び商店等におけるバリアフリー化の実施に係る必要な改修及び
備品等の購入費用の一部を補助します。当初は東京２０２０大会開催までとしてい
ましたが，レガシー創出に向け令和5年度も期間を延長し実施します。

施策08高齢者福祉の充実　№32特別養護老人ホーム等の整備　

70 施策08障害者福祉の充実　№39重度障害者施設の整備　≪重点３≫

国領７丁目障害者施設の整備

69 施策08障害者福祉の充実　№37余暇活動支援の充実

　№34障害児・者医療的ケア体制支援事業　≪重点３≫

商工会と連携した障害理解の促進（地域共生推進ふれあい商店等補助事業）

72 施策07高齢者福祉の充実　№29地域包括支援センターの充実　≪重点３≫

67

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 高齢者支援室

　５年度 46,325

　４年度 46,565

　増　減 ▲ 240

○在宅医療・介護連携推進事業委託料 30,088 財 国・都 29,245
○ちょうふ在宅医療相談室運営委託料 16,237 源 市　債

（一般会計分　1,845・特別会計分　14,392） 内 その他 7,535
訳 一般財源 9,545

№ 高齢者支援室

　５年度 9,223

　４年度 8,307

　増　減 916

財 国・都 6,328
源 市　債

内 その他 612
○認知症支援対策費 3,618 訳 一般財源 2,283
○認知症徘徊高齢者家族支援サービス事業運営委託料 1,585

○認知症検診事業費 4,020
№ 高齢者支援室

　５年度 12,640

　４年度 12,640

　増　減 0

○認知症地域支援推進員事業運営委託料 12,640 財 国・都 8,066
源 市　債

内 その他 2,140
訳 一般財源 2,434

№ 高齢者支援室

　５年度 3,072

　４年度 2,690

　増　減 382

財 国・都 1,960
○認知症初期集中支援事業委託料 3,072 源 市　債

内 その他 521
訳 一般財源 591

№ 高齢者支援室

拡充 　５年度 57,229

　４年度 46,520

　増　減 10,709

財 国・都 36,522
○生活支援体制整備事業 55,030 源 市　債

○生活支援サービスの担い手養成等事業費 2,199 内 その他 9,692
訳 一般財源 11,015

№ 高齢者支援室

　５年度 513,292

　４年度 546,193

　増　減 ▲ 32,901

○介護予防・生活支援サービス事業費 505,430 財 国・都 224,961
○一般介護予防事業費 5,446 源 市　債

○介護予防・日常生活支援総合事業費 16 内 その他 224,453
○通いの場スタートアップ補助金 2,400 訳 一般財源 63,878

地域包括支援センターや医師会等と連携して在宅医療に関する取組を行います。
ちょうふ在宅医療相談室を連携拠点とするほか，地域包括支援センターでの情報提
供や連携推進を図ります。

地域全体で高齢者を支え，高齢者も自らの能力を発揮できるような仕組みとして，
通所・訪問型の介護予防・生活支援サービスや，介護予防普及啓発事業などを引き
続き実施します。

認知症初期集中支援事業

施策07高齢者福祉の充実　№32介護予防・日常生活支援総合事業の展開　≪重点３≫

生活支援体制整備事業

介護予防・日常生活支援総合事業の展開

施策07高齢者福祉の充実　№30認知症対策の充実　≪重点３≫

76

第１層（市全域）に加え第２層（各地域）に，「地域支え合い推進員」及び「協議
体」を設置し，地域での支え合いの体制整備を図ります。令和5年度から推進員を2
名増員し8名体制とします。総合事業等のサービス事業の整備の一環として生活支
援サービスの担い手の養成を継続します。

77

認知症の早期診断・早期対応に向けて，医療・介護等の専門職から成る「認知症初
期集中支援チーム」を設置し，認知症が疑われる方やその家族を訪問し，適切な医
療や介護サービスにつなげる役割を担います。そのチームの運営を業務委託しま
す。

施策07高齢者福祉の充実　№30認知症対策の充実　≪重点３≫

73 施策07高齢者福祉の充実　№29地域包括支援センターの充実　≪重点３≫

認知症支援の充実

在宅医療・介護連携事業

75

認知症に関する情報提供を行うとともに，連絡シートや調布市版エンディングノー
トを配布するなど，認知症になっても安心して暮らせるよう認知症の支援を強化し
ます。また，連携会議において，様々な課題の解決や新たな取組に向けた検討を行
い，支援充実のための体制整備を図ります。引き続き，早期発見・早期対応のため
に認知症検診を実施するほか，認知症サポーター養成講座を実施します。

74

施策07高齢者福祉の充実　№32介護予防・日常生活支援総合事業の展開　≪重点３≫

認知症地域支援推進員を地域包括支援センターに配置し，相談業務を行うととも
に，地域の医療・介護関係者とのネットワークの構築を図ります。

78

認知症総合支援事業

施策07高齢者福祉の充実　№30認知症対策の充実　≪重点３≫

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 高齢者支援室

　５年度 53,138

　４年度 61,133

　増　減 ▲ 7,995

○デジタル機器活用高齢者健康増進事業委託料 53,138 財 国・都 53,138
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 0
№ 高齢者支援室

　５年度 23,480

　４年度 24,328

　増　減 ▲ 848

○維持管理運営費 1,630 財 国・都

○管理業務委託料 12,262 源 市　債

○施設賃借料 6,767 内 その他

○施設管理費負担金 1,323 訳 一般財源 23,480
○温泉活用事業運営費 1,283

○その他（維持補修費・諸経費） 215
№ 施策07高齢者福祉の充実　№31見守りネットワークの推進 高齢者支援室

　５年度 42,298

　４年度 43,099

　増　減 ▲ 801

○見守りネットワーク事業委託料 21,920 財 国・都 16,072
○情報システム費 19,343 源 市　債

○通信運搬費 411 内 その他

○広報費，諸経費等 624 訳 一般財源 26,226
№ 高齢者支援室

　５年度 22,228

　４年度 21,240

　増　減 988

○緊急通報システム事業費 20,592 財 国・都 16,901
○人感センサー通報システム事業費 1,582 源 市　債

○家具転倒防止器具等取付委託料 54 内 その他

訳 一般財源 5,327
№ 高齢者支援室

　５年度 239,601

　４年度 271,221

　増　減 ▲ 31,620

財 国・都 239,601
○地域密着型サービス整備費補助金（開設準備） 44,204 源 市　債

○地域密着型サービス整備費補助金（施設整備） 195,397 内 その他

訳 一般財源 0
№ 高齢者支援室・障害福祉課

　５年度 42,168

　４年度 41,202

　増　減 966

○感染拡大防止対策推進事業補助金 42,168 財 国・都 42,168
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 0

81

高齢者や障害者などの暮らしの安全・安心を図るため，市内にある地域包括支援セ
ンターが地域の核となり，引き続き見守りネットワークを構築します。また，様々
な媒体による広報を行い，事業の周知の強化を図ります。

住み慣れた地域で，必要な介護保険サービスが受けられる「地域密着型サービス」
の整備を推進します。令和5年度は，居住系サービス１事業所（認知症高齢者グ
ループホーム），在宅系サービス３事業所（小規模多機能型１事業所，看護小規模
多機能型１事業所，定期巡回・随時対応型１事業所）の整備を実施します。

憩の家機能を移転したふじみ交流プラザにおいて，引き続き，高齢者のレクリエー
ション等の場の確保，心身の健康増進を図るほか，地域住民の相互交流の促進を図
ります。

調布市，電気通信大学，アフラックの産学官連携による事業で，デジタル機器を活
用し，高齢者に対するつながりを創出することで，健康寿命の延伸を目指します。

デジタル機器活用高齢者健康増進事業

緊急時の高齢者の安全を確保するため，緊急通報システムの設置，家具転倒防止器
具等の取付けを行います。また，人の動きを感知し一定時間動きがない場合に，異
常通報する人感センサーにより見守り事業を行います。

83

82

見守りネットワークの推進

79

地域密着型サービスの整備

80

ふじみ交流プラザの運営（健康増進機能）

高齢者・障害者施設のＰＣＲ検査費用補助の実施

高齢者の生活安全の確保

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から，高齢者及び障害者施設が職員等に対
して実施したＰＣＲ検査費用に対して補助を行います。

84

施策08高齢者福祉の充実　№31地域密着型サービスの整備

◇民生費◇
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（単位；千円）

施策07高齢者福祉の充実

№ 　№33高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 保険年金課・高齢者支援室・健康推進課

　５年度 1,548

　４年度 7,421

　増　減 ▲ 5,873

○高齢者支援事業委託料 1,079 財 国・都

○諸経費（報酬，旅費，消耗品費，保険料，通信運搬費） 469 源 市　債

内 その他 1,548
訳 一般財源 0

№ 高齢者支援室

新規 　５年度 4,000

　４年度 0

　増　減 4,000

○難聴者補聴器購入費助成事業 4,000 財 国・都 2,000
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,000
№ 生活福祉課

　５年度 43,564

　４年度 42,198

　増　減 1,366

財 国・都 24,632
○生活保護受給者金銭管理支援事業委託料 21,516 源 市　債

○自立支援専門員報酬等 7,907 内 その他

○健康管理支援員報酬等 2,796 訳 一般財源 18,932
○年金・手当等調査相談員報酬等 2,812

○自立支援事業扶助費 5,618

○健康管理支援事業委託料 2,915
№ 生活福祉課

　５年度 21,590

　４年度 21,423

　増　減 167

○生活保護就職サポート事業委託料 21,590 財 国・都 15,321
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 6,269
№ 生活福祉課

　５年度 6,339,795

　４年度 6,408,792

　増　減 ▲ 68,997

○生活扶助費 1,900,975 財 国・都 5,000,817
○住宅扶助費 1,342,534 源 市　債

○教育扶助費 6,929 内 その他 58,000
○介護扶助費 136,926 訳 一般財源 1,280,978
○医療扶助費 2,874,380

○生業扶助費 5,407

○葬祭扶助費 10,896

○保護施設費 59,859

○出産扶助費 339

○就労自立給付金 1,150

○進学準備給付金 400

難聴者補聴器購入費助成
身体障害者手帳の交付対象とならない中等度難聴者に対し，補聴器の購入に要する
費用の一部を助成します。

89

85

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

86

生活保護法に基づく援護の実施

生活保護世帯の自立支援を目的に，被保護者の日常的な金銭管理支援や就職活動，
小中学生及び高校生の通塾に要する経費等を助成するほか，庁舎内に常設したハ
ローワーク窓口での就労支援や，被保護者健康管理支援事業を引き続き実施しま
す。

生活保護法に基づき，被保護世帯に生活扶助費等の扶助費を給付し，適正な保護を
実施します。

88 施策09セーフティネットによる生活支援　№41自立支援事業の充実

生活保護就職サポート事業
生活保護受給者の就労を促進し，経済的・社会的自立を促すため，支援事務所を設
置し，就労可能な保護受給者に対する就労意欲喚起，支援対象者の能力等に合わせ
た求人先の開拓，求人情報の提供や面接支援，職場定着サポートなどを行います。

87

生活保護受給者自立支援事業の充実

施策09セーフティネットによる生活支援　№41自立支援事業の充実

東京都後期高齢者医療広域連合との連携の下，高齢者の健康寿命の延伸，生活の質
の向上を目指し，健康課題に応じたきめ細かな支援を行うため，保健事業と介護予
防の一体的な取組を推進します。

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 生活福祉課

拡充 　５年度 93,414

　４年度 91,129

　増　減 2,285

財 国・都 65,446
源 市　債

○自立相談支援事業 11,719 内 その他

○就労支援事業 23,780 訳 一般財源 27,968
○就労準備支援事業 6,111

○家計改善支援事業 6,687

○住居確保給付金事業 21,929

○子どもの学習・生活支援事業 18,688

○生活困窮者支援団体活動補助金 4,500

90 施策09セーフティネットによる生活支援　№40生活困窮者自立支援事業

生活困窮者自立支援事業の実施
調布ライフサポートにおいて，生活困窮者に対して自立相談支援，就労支援，就労
準備支援，家計改善支援，住居確保給付金による支援を実施するほか，生活困窮者
の自立支援を行っている市内の団体との連携を強化します。また，調布市子ども・
若者総合支援事業（ここあ）において，生活に困窮する世帯に対して，子どもの学
習・生活支援事業を実施します。

◇民生費◇
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（単位；千円）

№ 障害福祉課

　５年度 117,851

　４年度 118,216

　増　減 ▲ 365

○こころの健康支援センター業務委託料 111,394 財 国・都 23,235
○管理運営費（清掃，設備等保守点検，植木剪定，修繕料等） 6,409 源 市　債

○諸経費 48 内 その他 24,459
訳 一般財源 70,157

№ 障害福祉課

　５年度 26,573

　４年度 26,460

　増　減 113

○発達障害者支援体制整備推進事業運営委託料 26,573 財 国・都 11,613
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 14,960
№ 健康推進課

　５年度 27,190

　４年度 27,099

　増　減 91

○夜間急患診療委託料 26,950 財 国・都 1,335
○その他諸経費 240 源 市　債

内 その他 8,500
訳 一般財源 17,355

№ 健康推進課

拡充 　５年度 36,035

　４年度 22,765

　増　減 13,270
財 国・都 10,680

○休日診療委託料 33,867 源 市　債

○機器等借上料 168 内 その他 12,610
○備品購入費 2,000 訳 一般財源 12,745

№ 健康推進課

　５年度 7,717

　４年度 7,705

　増　減 12

○小児初期救急診療委託料 7,717 財 国・都 3,551
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 4,166
№ 健康推進課

　５年度 25,488

　４年度 24,594

　増　減 894

○障害者歯科診療委託料 25,275 財 国・都 3,425
○機器等借上料 213 源 市　債

内 その他 5,000
訳 一般財源 17,063

施策11生涯を通した健康づくり　№43歯と口腔の健康づくり

93

95

小児初期救急平日準夜間診療の実施
平日準夜間（19時～22時）の小児初期救急診療を狛江市と共同で，東京慈恵会医科
大学附属第三病院内にて実施し，救急医療体制の充実を図ります。

94

休日診療の実施
日曜日，祝日及び年末年始の日中（9時～17時）に，急病患者のため，休日診療当
番医による医科診療事業（内科・小児科系及び外科系）を実施します。また，小児科
診療について，市民の利便性向上のため，保健センターでも実施します。

96

障害者歯科診療の実施
歯科医師及び歯科衛生士における障害者歯科に関する知識の習得や技術の向上を図
り，障害者の健康増進に寄与するため，一般の歯科医療機関では受診が困難な障害者
を対象に，小島町歯科診療所で障害者歯科診療を実施します。

91

こころの健康支援センターの運営
精神障害者が地域で暮らし続けられるよう，こころの健康支援センターにおいて，相
談や本人活動支援，普及啓発・予防，自立訓練等の事業を実施します。

92

休日夜間急患診療の実施
土曜日，日曜日，祝日及び年末年始の準夜間（19時～22時）に，急病患者のため，
調布市休日夜間急患診療所において応急診療事業を実施します。

発達障害者支援体制整備推進事業
発達障害者が地域で自立した生活を送ることができるよう，社会生活への適応のため
に必要な訓練や生活支援，就労準備支援，家族等との相談及び助言その他の支援を実
施します。

衛 生 費
各種医療対策，精神衛生等の諸施策，し尿，ごみ等一般廃棄物
の収集，処理，公害対策等に関する経費を計上しています。

◇衛生費◇
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（単位；千円）

№ 健康推進課

拡充 　５年度 445,446

　４年度 434,327

　増　減 11,119

財 国・都 3,098
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 442,348

○胃がん検診費 199,396

○子宮頸がん検診費 54,838

○乳がん検診費 30,966

○肺がん検診費 3,922

○大腸がん検診費 139,970

○前立腺がん検診費 1,929
○諸経費 14,425

№ 健康推進課

拡充 　５年度 1,248

　４年度 300

　増　減 948

財 国・都

○がん患者ウィッグ等購入費助成金 400 源 市　債

○若年がん患者在宅療養支援事業 848 内 その他

※支援施策の検討に要する経費は№97の諸経費に含めて計上 訳 一般財源 1,248
№ 健康推進課

　５年度 18,557

　４年度 13,110

　増　減 5,447

財 国・都 5,179
源 市　債

○歯周病検診委託料 15,816 内 その他

○諸経費 2,741 訳 一般財源 13,378
№ 健康推進課

　５年度 7,447

　４年度 6,292

　増　減 1,155

○計画改定委託料 7,447 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 7,447
№ 健康推進課

　５年度 4,748

　４年度 3,852

　増　減 896

○会計年度任用職員報酬等 1,845 財 国・都

○講師謝礼 240 源 市　債

○配布物作成委託料 1,033 内 その他

○全戸配布委託料 1,630 訳 一般財源 4,748

97

がん検診の充実

99

歯周病検診の実施

施策11生涯を通した健康づくり　№44総合的ながん対策の推進　≪重点３≫

施策11生涯を通した健康づくり　№43歯と口腔の健康づくり

施策11生涯を通した健康づくり　№44総合的ながん対策の推進　≪重点３≫

101

100

健康づくりプラン・食育推進基本計画の改定
調布市民健康づくりプラン（第３次）・調布市食育推進基本計画（第３次）の令和５
年度末の改定に向けて，令和４年度実施の調布市民の健康づくりに関する意識調査を
踏まえ，市民委員を含めた改定委員会で検討を行い次期プランを策定します。

対象者への個別通知によるがん検診を実施します（胃がん・大腸がんは35～55歳の
5年間隔と60歳以上，子宮頸がんは35～65歳の5年間隔）。個別通知以外の方を対
象に，申込み制によるがん検診を実施します（胃がん・大腸がんは30歳以上，子宮
頸がんは20歳以上，乳がん・肺がんは40歳以上）。また，国の指針に基づいて実施
している内視鏡による胃がん検診を50歳から68歳（１歳おき）で実施します。さら
に，子宮頸がん検診については，受診勧奨やHPVセルフチェックも行います。市民
に分かりやすく効果的ながん検診を実施するための体制整備について，学識者を含め
た検討会を行います。

98

がん患者への支援の実施

受動喫煙防止に関する取組
医師会，歯科医師会等関係機関と協議，連携しながら，調布市受動喫煙防止条例の周
知を行い，受動喫煙対策を推進します。また，同条例において禁煙としている市の公
園や広場に加え，令和5年4月1日から緑地・緑道等も禁煙とします。

がんの治療による外見の変化を補完するためのウィッグ等購入費の助成事業を継続し
ます。また新たに，自宅療養に係る負担が大きい介護保険対象外の若年がん末期患者
に対し，在宅療養に必要な経費について補助します。あわせて，相談・支援体制等の
支援施策に関する検討を進めます。

歯周病の予防と早期治療によって，歯の喪失を防ぎ，年齢を重ねてもより多くの歯を
保持できるよう，法定の40・50・60・70歳に加えて，35歳と45歳を対象に個別
通知による歯周病検診を実施します。また，個別通知以外の20～59歳の方を対象
に，申込み制による歯周病検診を実施します。さらに20歳を迎える方を対象に受診
勧奨を行います。

◇衛生費◇

-98-



（単位；千円）

№ 健康推進課

拡充 　５年度 4,518

　４年度 625

　増　減 3,893

財 国・都 2,259
○講師等謝礼 72 源 市　債

○機器等借上料 146 内 その他

○諸経費 360 訳 一般財源 2,259
○自殺対策意識調査委託料 3,940

№ 健康推進課

　５年度 22,882

　４年度 23,921

　増　減 ▲ 1,039

財 国・都 21,102
○育児ギフト配布委託料 19,000 源 市　債

○諸経費 3,882 内 その他

訳 一般財源 1,780
№ 健康推進課

拡充 　５年度 201,707

　４年度 0

　増　減 201,707

財 国・都 201,707
○会計年度任用職員報酬等 19,735 源 市　債

○出産・子育て応援ギフト配布委託料 181,500 内 その他

○諸経費 472 訳 一般財源 0
（令和４年度は補正予算第６号にて予算計上）

№ 健康推進課

拡充 　５年度 25,911

　４年度 22,294

　増　減 3,617

財 国・都 25,911
○産後ケア事業委託料 25,761 源 市　債

○諸経費 150 内 その他

訳 一般財源 0
№ 健康推進課

　５年度 4,763

　４年度 4,728

　増　減 35

財 国・都 4,763
○多胎児ピアサポート専任相談員報酬等 2,314 源 市　債

○移動支援委託料 2,400 内 その他

○諸経費 49 訳 一般財源 0
№ 健康推進課

　５年度 35,817

　４年度 35,734

　増　減 83

財 国・都 35,817
○専任相談員報酬等 1,740 源 市　債

○ファーストバースデーサポート事業委託料 33,697 内 その他

○諸経費 380 訳 一般財源 0

施策03子ども・子育て家庭の支援　№12出産・子育て応援事業　≪重点２≫

ファーストバースデーサポート事業の実施

107

ゆりかご調布事業の実施

施策03子ども・子育て家庭の支援　№12出産・子育て応援事業　≪重点２≫

多胎児家庭支援事業の実施

母子健康手帳交付時から保健師等の専門職が面接を行い，出産・子育てに関する不安
を軽減するとともに，妊娠期から出産・子育て期にわたる切れ目ない支援をめざし
「ゆりかご調布事業」を実施し，育児ギフトを提供します。また，オンラインでの面
談を継続して行います。

105

自殺対策の推進

102

調布市自殺対策計画に基づき，ゲートキーパーの養成等庁内横断連携による相談支援
体制を強化するとともに，地域のネットワークの構築を図ります。市民への相談窓口
の積極的な普及啓発を行い，自殺予防に努めます。また，令和６年度で計画期間が終
了する自殺対策計画について，次期計画策定に向けた市民意識調査を行います。

103

多胎児家庭が安心して子育てをする環境を整備するため，３歳未満の多胎児がいる世
帯に対し，母子保健事業を利用する際の移動に要する費用を補助します。多胎妊婦及
び多胎育児中の世帯に対して交流会等や多胎育児経験者による相談支援事業を実施し
ます。

施策03子ども・子育て家庭の支援　№12出産・子育て応援事業　≪重点２≫

106 施策03子ども・子育て家庭の支援　№12出産・子育て応援事業　≪重点２≫

子どもの健診等，行政が関わる機会が少ない1歳前後の子どもがいる家庭を対象に，
アンケートの実施を通じて，子育て支援に関する情報提供や育児に関する相談に対応
するとともに，育児ギフトを提供し子育て家庭を支援します。

産後ケア事業の実施
出産後の母親とその子どもを対象に，病院や助産院での心身のケアや，授乳・育児相
談ができる産後ケア事業において，デイサービス(日帰り)型，ショートステイ(宿泊)
型及びアウトリーチ(訪問)型を実施します。令和５年度から，アウトリーチ型におい
て，平日に加えて新たに土・日曜日も実施します。

104 施策03子ども・子育て家庭の支援　№12出産・子育て応援事業　≪重点２≫

出産・子育て応援事業(ようこそ調布っ子サポート事業)の実施

妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応じ，必要な支援につなぐ伴走
型相談支援の充実を図るとともに，妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦等に対し、
出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支
援（計10万円相当の出産・子育て応援ギフト）を一体として実施します。

◇衛生費◇
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（単位；千円）

№ 健康推進課

　５年度 19,873

　４年度 20,924

　増　減 ▲ 1,051

○こんにちは赤ちゃん専任相談員報酬 8,187 財 国・都 7,561
○講師謝礼 327 源 市　債

○母子保健訪問指導委託料 10,500 内 その他

○諸経費 859 訳 一般財源 12,312
№ 健康推進課

　５年度 4,085

　４年度 4,360

　増　減 ▲ 275

○専任相談員報酬等 3,695 財 国・都 2,035
○相談委託料 17 源 市　債

○相談室連絡会医師謝礼 311 内 その他

○諸経費 62 訳 一般財源 2,050
№ 健康推進課

　５年度 4,906

　４年度 4,902

　増　減 4

○新生児聴覚検査委託料 4,142 財 国・都

○新生児聴覚検査助成金 720 源 市　債

○諸経費 44 内 その他

訳 一般財源 4,906
№ 健康推進課

拡充 　５年度 136,273

　４年度 139,110

　増　減 ▲ 2,837

財 国・都 60
○妊婦健診等委託料 129,193 源 市　債

○妊婦健診費用助成金　　　 7,080 内 その他

訳 一般財源 136,213
№ 健康推進課

拡充 　５年度 820,864

　４年度 846,139

　増　減 ▲ 25,275

財 国・都 246,110
源 市　債

内 その他 43,041
訳 一般財源 531,713

○定期予防接種委託料 339,923

○風しん追加的対策委託料 13,282

○定期予防接種費負担金 80,227

○定期予防接種費助成金 8,094

○医薬材料費 371,960

○諸経費 7,378
№ 健康推進課

拡充 　５年度 49,436

　４年度 12,588

　増　減 36,848

財 国・都 28,708
○任意予防接種委託料 49,088 源 市　債

○諸経費 348 内 その他

訳 一般財源 20,728

110

国の取組に基づき，先天性の聴覚に関する異常の早期発見・早期療育を目的として全
ての新生児を対象に新生児聴覚検査を実施します。

108

こんにちは赤ちゃん訪問事業の実施　

施策03子ども・子育て家庭の支援　№12出産・子育て応援事業　≪重点２≫

定期予防接種の実施
予防接種法に基づき，疾病の予防に有効な定期予防接種を実施します。風しんの追加
的対策として，公的な予防接種を受ける機会がなかった年代の男性を対象に抗体検査
を実施し，抗体価の低かった方に対する定期予防接種を継続します。また，高齢者用
肺炎球菌予防接種について，東京都による一部費用助成事業を継続します。ヒトパピ
ローマウイルス（ＨＰＶ）ワクチンについて，令和4年度の積極的勧奨再開前におい
て受診機会を逸した方に対するキャッチアップ接種を継続します。さらに，令和５年
度から９価HPVワクチンの定期接種を開始します。

アレルギー相談事業の実施

112

任意予防接種であるおたふくかぜの予防接種費用について，1歳児を対象として，1
回分の1/2を助成します。また先天性風しん症候群対策として風しん抗体検査と予防
接種費用の一部助成を実施します。さらに，令和5年度から帯状疱疹ワクチン接種の
一部費用助成を開始します。

109

アレルギー相談窓口を開設し，市民及び関係機関の職員を対象として，専任相談員や
小児アレルギー科医師による相談を実施します。また，アレルギー講演会やスキンケ
ア教室，食物アレルギー教室を実施し，正しい知識の普及を図ります。

113

任意予防接種の実施

妊婦健康診査の公費負担回数（14回）の助成や，子宮頸がん検診などに対する助
成，里帰り出産等の都外受診及び助産院での受診に対する助成を継続し，母子の健康
管理を支援します。また，令和５年度から多胎妊婦を対象に，追加で受診が必要な妊
婦健康診査費用の一部助成を開始します。

新生児聴覚検査事業の実施

訪問指導員（助産師等）が乳児や妊産婦の家庭を訪問し，健康相談や育児支援を実施
します。

111

妊産婦健診の助成の実施　

◇衛生費◇
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（単位；千円）

№ 健康推進課

　５年度 44,283

　４年度 46,229

　増　減 ▲ 1,946

○対策委員会謝礼 437 財 国・都 943
○消耗品費 389 源 市　債

○通信運搬費 52 内 その他 41,657
○対策事業委託料 885 訳 一般財源 1,683
○ＰＣＲ検査等業務委託料 27,720
○医療体制整備支援補助金 14,800

№ 健康推進課

　５年度 1,276,940

　４年度 954,557

　増　減 322,383

○接種体制整備費 8,093 財 国・都 1,276,940
○コールセンター事業費 126,765 源 市　債

○個別通知事業費 29,447 内 その他

○ワクチン接種事業費 1,081,838 訳 一般財源 0
○移動支援事業費等 10,764
○会計年度任用職員報酬等（総務費） 20,033

№ 環境政策課

　５年度 24,189

　４年度 20,721

　増　減 3,468

財 国・都

○路上喫煙禁止地区啓発パトロール業務委託料 20,865 源 市　債

○路上喫煙禁止地区啓発看板等作製委託料 536 内 その他

○喫煙マナーアップ対策委託料 83 訳 一般財源 24,189
○その他 2,705

№ 環境政策課

拡充 　５年度 47,005

　４年度 5,014

　増　減 41,991

財 国・都 16,500

源 市　債

内 その他 30,505

○地球温暖化対策委託料 13,616 訳 一般財源 0
○一般家庭向け省エネ機器設置事業費 33,000

○公共施設の壁面緑化等 190

○ISO14001運用等支援業務委託料 199

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業

新型コロナウイルス感染症対策として，市民を対象にワクチン接種を実施します。接
種の実施にあたっては，国が示す指針に従い，接種対象者へワクチン接種を進めてい
きます。

新型コロナウイルスワクチン接種の実施

115

脱炭素社会の実現に向けて，「調布市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事
業編）」に基づき，市の率先的な取組として環境マネジメントシステムの運用，公共
施設の屋根貸しによる太陽光発電事業の推進，施設の省エネ改修やエネルギー設備の
省エネ運用，グリーンカーテン事業の推進，再生可能エネルギーの導入等を行うとと
もに，市内全ての家庭・事業所からの二酸化炭素排出量の削減や再生可能エネルギー
の普及拡大に取り組みます。また，令和５年度は新たに一般家庭を対象として，省エ
ネルギー機器設置等の補助事業を実施します。

地球温暖化対策の推進

114

新型コロナウイルス感染症対策の実施
新型コロナウイルス感染症対策として，調布市新型コロナ自宅療養者支援センター及
び調布市医師会等による医療体制整備への支援を継続します。

117 施策27脱炭素社会へ向けた地球温暖化対策と環境保全の推進　№89地球温暖化対策の推進≪重点５≫

116 施策30快適な生活環境づくり　№96都市美化の促進と路上喫煙対策の推進

都市美化の促進と路上喫煙対策の推進
キャンペーン等による啓発活動，定期的な清掃活動の実施・支援，美化推進重点地区
の支援などにより都市美化を促進します。また，調布駅，飛田給駅周辺のクリーン作
戦を開催するとともに，市内9駅周辺の路上等喫煙禁止区域のパトロールを引き続き
実施します。

◇衛生費◇
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（単位；千円）

№ 環境政策課

　５年度 15,499

　４年度 16,354

　増　減 ▲ 855

財 国・都

源 市　債

内 その他 9,778

訳 一般財源 5,721

○環境基本計画推進事業委託料 495

○環境学習支援事業運営委託料 3,034

○水辺の楽校事業委託料 300

○環境週間行事事業費 997

○多摩川自然情報館管理等業務委託料（管理・展示等委託） 10,673

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業

施策28水と緑による快適空間づくり
№

　５年度 149,178

　４年度 20,552

　増　減 128,626

財 国・都 12,825
源 市　債 51,000
内 その他 70,572

○深大寺地域環境資源活用事業費 1,812 訳 一般財源 14,781
○調布市佐須農の家施設管理運営費 745

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業

○深大寺南町公有地を活用した環境学習支援事業 3,578
○深大寺・佐須地域農業公園管理業務委託 11,428

131,615
※事業費は土木費に含む

№ 環境政策課

　５年度 14,083

　４年度 14,083

　増　減 0

○大気汚染測定局測定調査委託料 13,871 財 国・都

○諸経費 212 源 市　債
内 その他

訳 一般財源 14,083
№ ごみ対策課

　５年度 1,424,684

　４年度 1,417,684

　増　減 7,000

○可燃・不燃・臨時・粗大ごみ収集運搬費 708,081 財 国・都 298,400
○資源物収集運搬費 716,603 源 市　債

（ビン・ペットボトル・カン・プラスチック） 内 その他 371,532
訳 一般財源 754,752

№ ごみ対策課

　５年度 40,286

　４年度 43,720

　増　減 ▲ 3,434

○地域集団回収事業奨励金 40,286 財 国・都

（市民団体8円／kg，回収業者4円／kg） 源 市　債

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業 内 その他 26,857
訳 一般財源 13,429

122

自治会，子ども会，婦人会，老人クラブ等による資源物の集団回収を通じ，自主的な
３Ｒの取組を支援し，地域から排出されるごみの減量，リサイクルを推進するととも
に，地域コミュニティの向上を図ります。

施策29ごみの減量と適正処理　№94ごみの減量と資源化≪重点５≫

「調布市環境基本計画」に基づき，市内の豊かな自然環境や生物多様性の保全，海洋
プラスチックごみや食品ロス等の環境課題に関して，市民・事業者等と一体となった
行動を推進します。また，環境フェアや環境活動交流会等の環境啓発事業，環境年次
報告書や広報誌等による各種環境情報の発信，多摩川自然情報館の月別の各種プログ
ラムや小・中学校と連携した学校向け環境教育，雑木林ボランティア講座，水辺の楽
校，こどもエコクラブ，環境モニター等の様々な環境人材育成事業を推進し，率先し
て環境保全活動を行う市民の育成に取り組みます。

119

「深大寺・佐須地域環境資源保全・活用基本計画」に基づき，自然環境の保全・活用
や地域の魅力を発信する取組を進めます。里山や公有化した土地を活用して自然体験
型の環境学習を実施するなど，都市農地を含む里山環境の保全意識を醸成する取組を
市民団体やNPO法人等との協働により推進します。また，深大寺・佐須地域農業公
園内に管理棟などの建設を行います。

地域集団回収事業の推進

118 施策27脱炭素社会へ向けた地球温暖化対策と環境保全の推進　№90環境学習・環境保全活動の推進

120

健康で安全な市民生活の確保のため，大気汚染防止法及び環境確保条例に基づき，市
内における大気の状況等を把握し，その測定結果を公表します。平成25年度から，
ＰＭ2.5についても測定を行っています。

121

ごみ・資源物の収集運搬

№93深大寺・佐須地域の里山，水辺環境の保全・活用≪重点５≫

深大寺・佐須地域の里山，水辺環境の保全・活用

○深大寺・佐須地域農業公園整備事業

市民生活，社会経済を支える基盤事業として，適正かつ安定的なごみ，資源物の収集
運搬に取り組みます。

環境情報の提供と環境学習事業の推進

大気汚染等の調査監視と啓発

環境政策課・緑と公園課

◇衛生費◇
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（単位；千円）

№ ごみ対策課

 　５年度 30,987

　４年度 29,032

　増　減 1,955

財 国・都

○廃棄物減量及び再利用促進審議会運営費 3,099 源 市　債

○啓発推進費（広報誌，リサイクルカレンダー，ごみアプリ） 10,939 内 その他 6,141
○せん定枝資源化支援業務委託 10,380 訳 一般財源 24,846
○その他（啓発用消耗品，生ごみ処理装置等購入費補助等） 6,569 0

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業

№ ごみ対策課

　５年度 845,961

　４年度 861,595

　増　減 ▲ 15,634

○ふじみ衛生組合負担金 422,194 財 国・都

○東京たま広域資源循環組合負担金 423,767 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 845,961
№ ごみ対策課

新規 　５年度 4,400

　４年度 0

　増　減 4,400

○災害廃棄物策定委託料 4,400 財 国・都 2,200
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,200

123 施策29ごみの減量と適正処理　№94ごみの減量と資源化≪重点５≫

収集したごみ・資源物の選別や焼却灰のエコセメント化を行い，ごみの適正処理を推
進します。リサイクル施設の老朽化に伴う施設更新に向け，計画的に取組みます。

124

ごみ・資源物の中間処理とエコセメント化・最終処分

調布市ごみリサイクルカレンダー，広報誌「ザ・リサイクル」の全戸配布やごみアプ
リの活用，水切りネット等啓発グッズの配布，啓発用コンテンツを利用し，発生抑制
を最優先にごみの減量及び再利用を促進します。

125 施策28ごみの減量と適正処理　№92ごみの適正排出・適正処理の推進

ごみ減量・資源化・適正排出の啓発

災害廃棄物処理計画の策定
令和４年５月に地震被害想定が見直されたことから，災害廃棄物処理計画を策定しま
す。

施策29ごみの減量と適正処理　№95ごみの適正排出・適正処理の推進

◇衛生費◇

-103-



（単位；千円）

№ 産業振興課

拡充 　５年度 15,156

　４年度 14,802

　増　減 354

○勤労者互助会補助金 15,156 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 15,156
№ 農政課

拡充 　５年度 11,000

　４年度 10,500

　増　減 500

○都市農業育成対策補助金 11,000 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 11,000
№ 農政課

　５年度 2,410

　４年度 2,410

　増　減 0

○管理運営補助金 2,410 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,410
№ 農政課

　５年度 8,933

　４年度 8,229

　増　減 704

○市民農園管理業務等委託料 7,240 財 国・都

○耕作指導 762 源 市　債

○土地整理及び区画設置 810 内 その他 4,019
○樹木せん定委託料 121 訳 一般財源 4,914

№ 農政課

　５年度 1,825

　４年度 1,940

　増　減 ▲ 115

○農園事業委託料 1,825 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 1,825
№ 農政課

拡充 　５年度 3,000

　４年度 1,052

　増　減 1,948

○設営等委託料 3,000 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 3,000

126

勤労者互助会事業の支援
市内事業所で働く勤労者の福利厚生の充実や事業所の振興・発展を図るため，事業
費等の一部を補助することで，調布市勤労者互助会の運営を支援します。

市民が農とふれあえる市民農園を運営して農業体験の場を広げ，農業・農地への理
解促進を図り，農地の保全，食育の推進を図ります。

施策18都市農業の推進　№61多様な農業体験の場づくり

農業体験ファームの充実
市民の農業体験の場として，農園主の指導のもと，野菜の作付けから収穫まで一連
の農業体験ができる農業体験ファームを実施するとともに，都市農地の活用を支援
します。

130 施策18都市農業の推進　№61多様な農業体験の場づくり

127 施策18都市農業の推進　№60農業経営の支援

都市農業育成対策事業の実施　
認定農業者などの農業経営に意欲ある農業者に対し，農業用資材（防薬ネットな
ど）の設置及び機械（トラクターなど）の購入，農業経営管理機器等の設置など農
業経営の向上に資する取組を支援します。

128

129

市民農園の運営

施策18都市農業の推進　№61多様な農業体験の場づくり

131 施策18都市農業の推進　№60農業経営の支援

学童農園の運営
小学校児童を対象に農の大切さを学習してもらう学童農園について，布田小学校・
多摩川小学校・上ノ原小学校・第三小学校地域にて継続して実施します。

マルシェ ドゥ 調布の開催
ＪＡマインズや市内事業者等と連携し，調布駅前広場にて新鮮で安全・安心な市内
農産物や花などの直売を行う，市内農業者によるマルシェ ドゥ 調布の開催を支援し
ます。

労働・農業・商工費
勤労者の福利厚生，農業振興，地域における商工業振興，

観光振興に関する経費を計上しています。労働・農業・商工費
勤労者の福利厚生，農業振興，地域における商工業振興，

観光振興に関する経費を計上しています。労働・農業・商工費
勤労者の福利厚生，農業振興，地域における商工業振興，

観光振興に関する経費を計上しています。労働・農業・商工費
勤労者の福利厚生，農業振興，地域における商工業振興，

観光振興に関する経費を計上しています。

◇労働・農業・商工費◇
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（単位；千円）

№ 農政課

拡充 　５年度 21,311

　４年度 15,523

　増　減 5,788

○東京農地プロジェクト補助金 21,311 財 国・都 21,061
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 250
№ 産業振興課

　５年度 1,630

　４年度 1,630

　増　減 0

○公衆浴場施設整備等事業補助金 1,630 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 1,630
№ 産業振興課

拡充 　５年度 63,800

　４年度 63,500

　増　減 300

財 国・都

源 市　債

内 その他

○調布市商工会補助金　 63,800 訳 一般財源 63,800
※バリアフリー化支援事業費１０００万円は「地域共生推進ふれあい商店等

補助事業」に計上
№ 産業振興課

拡充 　５年度 10,605

　４年度 5,599

　増　減 5,006

○商店街施設等整備事業補助金 501 財 国・都 3,238
○商店街チャレンジ戦略支援事業補助金（施設整備事業） 6,478 源 市　債

○商店街街路灯等維持費助成事業補助金 3,626 内 その他

訳 一般財源 7,367
№ 産業振興課

　５年度 23,779

　４年度 23,350

　増　減 429

財 国・都 13,025
○商店街チャレンジ戦略支援事業補助金（イベント事業） 22,679       源 市　債

○地域産業振興事業補助金 1,100         内 その他

訳 一般財源 10,754
№ 産業振興課

新規 　５年度 6,910

　４年度 0

　増　減 6,910

○産業振興プラン策定調査委託料 6,910 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 6,910

社会情勢も踏まえながら，地域経済活性化に向けた取組の指針となる「（仮称）産
業振興プラン」の策定（令和６年度）を見据え，市内事業者の実情の把握をはじ
め，経済・観光両面における多角的な調査に取り組みます。

（仮称）産業振興プランの策定に向けた基礎調査

商店街の環境整備を支援するため，街路灯のＬＥＤ化や電気料金，老朽化した街路
灯の維持・撤去費用等の一部を助成します。

132

未来に残す東京の農地プロジェクト補助金事業の実施

施策18都市農業の推進　№62都市農地の保全・活用　≪重点5≫

災害時に誰でも使える井戸を設置する事業（５箇所）を支援することにより，農地
が持つ防災機能を強化するほか，敷地内の雑木林を開墾する事業（１箇所）を支援
するなど，貴重な都市農地の保全を図ります。

135

公衆浴場施設整備等事業への支援
公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律に基づき，公衆浴場の存続を図るた
め，公衆浴場の施設整備等事業にかかる経費の一部を補助します。

133

施策17活力ある産業の推進　№57地域経済活性化の推進　≪重点4≫

商店街の環境整備への支援

136 施策17活力ある産業の推進　№57地域経済活性化の推進　≪重点4≫

商業活性化事業の推進

134 施策17活力ある産業の推進　№57地域経済活性化の推進　≪重点4≫

商工会事業の支援　
市内産業の振興に資する市内事業者・商店会への支援事業，市内消費喚起事業，も
のづくり製品化等事業，マル経融資利子補給（商工会事業資金融資），受動喫煙対
策事業のほか，商工まつりや商業・工業・建設業・サービス業の部会活動など，調
布市商工会の取組を支援します。
また，新たな取組となる，調布マルシェ事業や工業活性化事業等についても支援し
ます。

137 施策17活力ある産業の推進　№57地域経済活性化の推進　≪重点4≫

商店会のイベント事業に対する支援に加え，商店会と連携した「半券サービス事
業」，「まちゼミ」の実施により，にぎわいの創出，回遊性の向上及び個店の魅力
発信を図り，商業活性化に向けて，調布市商工会や商店会と連携して取り組みま
す。

◇労働・農業・商工費◇
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（単位；千円）

№ 産業振興課

　５年度 91,749

　４年度 92,289

　増　減 ▲ 540

財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 91,749

○中小企業事業資金保証料負担金 40,000

○中小企業事業資金利子補給金 49,000

○融資システム保守点検委託料等 1,722

○アドバイザー事業委託料等 1,027
№ 産業振興課

　５年度 9,639

　４年度 9,679

　増　減 ▲ 40

財 国・都

源 市　債

○経営アドバイザー報酬（８人）等 5,270         内 その他 111
○相談事業・セミナー事業費等 1,969         訳 一般財源 9,528
○起業家・創業等支援補助金 2,400         

№ 産業振興課

拡充 　５年度 26,735

　４年度 24,849

　増　減 1,886

財 国・都

源 市　債

内 その他 1,440
訳 一般財源 25,295

23,855

○外国人観光客等受入環境整備事業補助金 2,880
№ 産業振興課

　５年度 10,527

　４年度 13,872

　増　減 ▲ 3,345

財 国・都 346
源 市　債

内 その他

○映画のまち調布推進事業補助金 600 訳 一般財源 10,181
○映画のまち調布推進事業委託料 8,531

○映画のまち調布推進事業フィルムコンテスト委託料 102

○諸経費（高校生フィルムコンテスト報償費， 1,294

ケベック映画上映及びイオンシネマ シアタス調布プレアド利用料等）

140

139 施策17活力ある産業の推進　№59産業労働支援センターによる創業の支援

産業労働支援センターによる創業の支援
経営アドバイザーによる創業・経営などの相談事業，各種セミナーや講演会の開
催，スモールオフィスの貸出し，空き店舗等を活用した創業チャレンジ支援事業な
ど，市内での創業者の育成を図ります。また，訪問や電話に加え，オンライン相談
を実施することで，よりきめ細かな経営アドバイスを行い，中小企業・小規模事業
者の経営を支援します。

ホームページ，フェイスブック，ツイッター，インスタグラム等を活用した調布の
まちの魅力発信とともに，「水木マンガの生まれた街 調布」や「映画のまち調布」
の推進，古刹・深大寺を核とする観光事業，調布市観光ボランティアガイドの支援
など，にぎわいの創出につながる調布ならではの特色あるイベント展開等を支援し
ます。
また，多言語版の調布市観光マップ等の改訂や調布駅周辺を中心とした飲食店等へ
の公衆無線LAN整備の実施により，外国人旅行者等に調布の魅力・情報をより広く
発信する取組を支援します。
令和５年度は，調布駅前広場の無料公衆無線ＬＡＮ（無料Ｗｉ-Ｆｉ）の撤去（広場
の整備工事のため）費用についても支援します。

「映画のまち調布」の推進
映画・映像を「つくる」，「楽しむ」，「学ぶ」をテーマに，積極的なロケ支援や
市民・団体等が実施する映画イベントの支援・協力，「高校生フィルムコンテス
ト」等の世代に合わせた調布市独自の事業を実施します。また，シアタス調布のプ
レアド（映画上映前の広告）を活用したＰＲ，「映画のまち調布」応援キャラク
ター「ガチョラ」の活用，「映画のまち調布 シネマフェスティバル」における体験
型ワークショップなど，「映画のまち調布」ならではの取組を展開します。

施策19魅力ある観光の振興　№63調布市観光協会事業の促進

調布市観光協会事業の促進　

○調布市観光協会補助金

141 施策19魅力ある観光の振興　№64「映画のまち調布」の推進　≪重点4≫

138 施策17活力ある産業の推進　№58中小企業・小規模事業者の支援

中小企業・小規模事業者の支援
地域経済活性化を図るため，中小企業事業資金融資あっせん制度を利用する市内の
中小企業・小規模事業者や開業しようとする方に対して，事業者負担（信用保証料
及び利子）を軽減します（令和２年度からの拡充内容を継続）。
また，令和５年度は，物価高騰で影響を受ける市内事業者まで支援内容を拡充して
取り組みます。加えて，国，東京都及び他自治体の動向を注視し，借換制度の導入
についても，検討します。
事業者が抱える課題解決に向け，包括協定を結んでいる金融機関と連携し，きめ細
かな支援に取り組むとともに，事業者への経営サポートとして，事業所訪問のほ
か，創業支援や経営課題に関するセミナー等を開催します。

◇労働・農業・商工費◇
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（単位；千円）

№ 産業振興課

拡充 　５年度 27,508

　４年度 6,061

　増　減 21,447

財 国・都 1,100
源 市　債
内 その他
訳 一般財源 26,408

○水木マンガの生まれた街調布推進事業費（委託料，諸経費） 4,436
○ゲゲゲの鬼太郎関連画像使用料 2,200
○深大寺老人憩の家跡地活用検討委託料 20,872

№ 産業振興課

新規 　５年度 2,959

　４年度 0

　増　減 2,959

1,178 財 国・都

○観光案内所解体工事費 1,781 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,959

名誉市民・水木しげる氏の作品や世界観を後世に伝えつつ，まちづくりに生かす取
組について，水木プロダクションをはじめとする関連企業等と連携して展開しま
す。
また，「水木しげる氏生誕100周年記念プロジェクト」を契機として，「水木マン
ガの生まれた街 調布」の更なる推進につなげるため，新たな事業展開や水木氏の作
品に触れる機会の創出に注力することで，子どもから大人まで幅広い世代に興味を
持ってもらい，認知度向上による新たなファン層の獲得を図ります。
加えて，深大寺老人憩の家の跡地活用について，水木作品を活用した取組の検討を
進めていきます。

○諸経費（一般需用費，使用料及び賃借料，備品購入費）

143

調布市観光案内所（ぬくもりステーション）の機能移転　

調布駅前広場の整備に伴い，調布市観光案内所（ぬくもりステーション）の解体工
事及び機能移転が必要となったことにより，令和５年７月（予定）から調布駅構内
コンコースを借用し，観光案内所機能の継続を図ります。

「水木マンガの生まれた街 調布」の推進

142 施策19魅力ある観光の振興　№65「水木マンガの生まれた街　調布」の推進　≪重点4≫

◇労働・農業・商工費◇
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（単位；千円）

№ 交通対策課

　５年度 401,842

　４年度 397,938

　増　減 3,904

財 国・都

○駐輪場管理・放置自転車撤去等委託 268,034 源 市　債

○駐輪場用地費 101,850 内 その他 225,821
○駐輪場機器等賃借料・管理費負担金 31,261 訳 一般財源 176,021
○警備委託料・報酬・返還金等 697

№ 施策26快適な公共交通環境の整備　№88自転車等利用環境の整備 交通対策課

　５年度 11,579

　４年度 38,732

　増　減 ▲ 27,153

財 国・都 1,700
○自転車等駐車場測量等委託 1,000 源 市　債

○自転車等駐車場設計委託 3,362 内 その他 1,817
○自転車等駐車場整備工事等 2,700 訳 一般財源 8,062
○自転車駐車場等修繕費 1,000

○自転車通行空間整備工事 3,517
№ 施策26快適な公共交通環境の整備　№87交通計画等の検討 交通対策課

　５年度 16,996

　４年度 22,353

　増　減 ▲ 5,357

○地域公共交通計画策定等業務委託 16,062 財 国・都 10,000
○交通計画等委員会委員謝礼等 934 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 6,996
№ 交通対策課

拡充 　５年度 33,200

　４年度 27,522

　増　減 5,678

財 国・都 7,395
○ミニバス運行事業補助金 15,000 源 市　債

○バス待ち環境の改善 2,000 内 その他

○北部地域巡回公共交通実証実験事業費 16,200 訳 一般財源 25,805
№ 下水道課

拡充 　５年度 100,268

　４年度 48,745

　増　減 51,523

財 国・都

源 市　債

＜収益的支出＞（項１営業費用　目１管渠費） 内 その他

○雨水管理総合計画策定検討委員会委員謝礼 95 訳 一般財源 100,268
○雨水管理総合計画策定支援委託料 18,151

○根川雨水幹線維持管理負担金（対策基本設計他） 79,628
＜資本的支出＞（項１建設改良費　目１管渠建設改良費）

○根川雨水幹線建設改良負担金（根川第１雨水幹線水位計等設置） 2,394

148 施策01災害に強いまちづくり　№06下水道施設における浸水・地震対策の推進　≪重点1≫

下水道施設における浸水対策の推進
令和元年台風第１９号の再度災害防止に向けた浸水対策として，狛江市と連携し，
大規模ポンプ施設等を設置するための基本設計等を行います。また，市内全域を対
象とした総合的な浸水対策を講じるため，浸水対策のマスタープランとなる雨水管
理に関する総合計画（令和７年度策定予定）の策定に向け，調査・検討を進めま
す。

144

ミニバスの運行

交通計画等の検討

147

145

自転車等利用環境の整備

146

調布市総合交通計画（改定版）に基づき，効率的な公共交通ネットワークや公共交
通の利用環境の向上に向けて取り組むとともに，地域課題に対応した地域公共交通
計画の策定に向けた検討を進めます。また，バリアフリーマスタープラン，基本構
想及び特定事業計画に基づき，各種バリアフリーの取組を推進します。

自転車等対策の推進
身近な移動手段である自転車利用のマナー啓発を行うとともに，自転車等駐車場の
適正管理と放置自転車の抑制に向けた取組を進め，駅前広場や駅周辺の安全な歩行
空間の確保に努めます。

「調布市自転車等対策実施計画（改定版）」に基づき，自転車等駐車場の整備・改
修を行うとともに，「調布市自転車ネットワーク計画」に基づき，自転車通行空間
の整備を進めます。また，民間事業者と連携したシェアサイクルの取組を一層促進
します。

公共交通不便地域への対応等を目的にミニバス（西・東・北路線）を運行するとと
もに，地域交通の利便性の向上を図ります。また，交通事業者，交通管理者，学識
経験者や地域の市民の方々等で構成する調布市公共交通活性化協議会を設置し，試
行的な取組の実証などを通じ，地域コミュニティ交通の確保・維持・改善を推進し
ます。

土 木 費 道路，住宅，下水道，都市公園等の都市基盤整備や中心市街地
の街づくりに関する経費を計上しています。

土 木 費 道路，住宅，下水道，都市公園等の都市基盤整備や中心市街地
の街づくりに関する経費を計上しています。

◇土木費◇
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（単位；千円）

№ 下水道課

　５年度 16,203

　４年度 29,066

　増　減 ▲ 12,863

＜収益的支出＞（項１営業費用　目１管渠費） 財 国・都

○地震対策委託料 16,203 源 市　債

内 その他 10,564
訳 一般財源 5,639

№ 下水道課

拡充 　５年度 453,858

　４年度 411,889

　増　減 41,969

財 国・都 105,000
＜収益的支出＞（項１営業費用　目１管渠費） 源 市　債 203,200

○管路清掃委託料（計画清掃） 62,284 内 その他 80,521
○ストックマネジメント点検等委託料 22,517 訳 一般財源 65,137
○管路予防保全型維持管理業務包括的民間委託導入準備支援委託料 7,678

○管路補修工事費（計画補修） 33,079

○ストックマネジメント補修工事費 19,800

○諸経費（報償費） 83
＜資本的支出＞（項１建設改良費　目１管渠建設改良費）

○ストックマネジメント工事設計等委託料 15,290

○ストックマネジメント工事費 293,127
№ 下水道課

拡充 　５年度 774,389

　４年度 560,688

　増　減 213,701

財 国・都

＜資本的支出＞（項１建設改良費　目１管渠建設改良費） 源 市　債 774,300
○自然流下化工事費 770,000 内 その他 89
○諸経費（土地賃借料，補償費） 4,389 訳 一般財源 0

№ 緑と公園課

　５年度 212,360

　４年度 621,561

　増　減 ▲ 409,201

財 国・都 59,725
源 市　債 38,000
内 その他 73,111
訳 一般財源 41,524

○公遊園設計等委託料（長寿命化計画事業） 4,510

○長寿命化計画推進工事費 45,000

○公遊園設計委託料（トイレ設計６か所） 22,211

○公遊園整備工事費（トイレ工事３か所） 83,451

○公遊園整備工事監理委託料（トイレ工事３か所） 2,138

○緑化事業等調査費 14,850

（深大寺元町特別緑地保全地区，土砂災害警戒区域）

○花いっぱい運動事業費（補助金，委託料） 7,832

○樹木診断費 11,660

○その他公遊園等保全事業費 20,708

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業等

152 施策28水と緑による快適空間づくり　№91公園・緑地，崖線樹林地の保全　≪重点5≫

公園・緑地，崖線樹林地の保全

151

仙川汚水中継ポンプ場の自然流下化に向けた取組

149 施策01災害に強いまちづくり　№06下水道施設における浸水・地震対策の推進　≪重点1≫

下水道施設の地震対策の推進

150 施策30快適な生活環境づくり　№97下水道施設の老朽化・劣化対策の推進

下水道施設の老朽化・劣化対策の推進

公遊園施設（遊具等）の経年劣化に対応し，市民が安全で安心して憩うことができ
る場としていくため，公園施設長寿命化計画に基づく計画的な維持保全に向けた設
計・工事を実施します。また，老朽化した公園トイレの設計・工事を実施します。
西調布・飛田給の駅前や市内各地で市民や事業者との協働による花いっぱい運動を
引き続き推進します。その他，緑地等の保全・管理に向けた調査を実施するほか，
公園等の樹木診断を行うなど，市民の安全・安心と憩いの緑の確保に努めます。

不具合が生じる前に対応する予防保全型の維持管理の取組として，調布市下水道ス
トックマネジメント計画に基づき，管路の劣化状況の点検，補修・改築やマンホー
ル蓋の交換工事を引き続き行います。また，予防保全型の維持管理への転換を進め
て行くため，管路の維持管理業務の一部への包括的民間委託（複数業務を一括して
複数年度契約する公民連携手法）の導入に向けた取組を推進します。

調布市下水道地震対策に関する基本方針で“重要な幹線等”と位置付けた小口径管
路の耐震診断を引き続き行います。また，中・大口径管路の地震対策の手法の検討
や重要な幹線等と定めた管路以外の管路の地震対策の優先順位等を整理するため，
地震対策に関する実施方針を策定します。

緑ケ丘地区の汚水を３６５日２４時間，下水道幹線へ圧送する施設である仙川汚水
中継ポンプ場に関して，長期的な事業費の縮減や老朽化・災害による機能不全リス
クの解消及びCO2削減による脱炭素社会への貢献等の効果が期待できる自然流下化
事業（ポンプによる圧送から管路新設による自然流下方式への切替）について，令
和６年度の工事完了に向け，管路新設工事等を引き続き推進します。

◇土木費◇
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（単位；千円）

№ 緑と公園課

拡充 　５年度 55,978

　４年度 155,980

　増　減 ▲ 100,002

○公遊園整備委託料（映画ゾーン整備委託） 32,000 財 国・都 18,000
○公遊園整備補修工事費（多摩川市民広場周辺） 7,760 源 市　債

○公遊園整備設計等委託料 16,218 内 その他 32,700
（凸凹山児童公園等詳細設計委託等） 訳 一般財源 5,278

№ 緑と公園課

　５年度 39,506

　４年度 42,226

　増　減 ▲ 2,720

○緑と花の祭典運営費 406 財 国・都

○保全地区等補助金 39,100 源 市　債

※ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金充当事業 内 その他 26,066
訳 一般財源 13,440

施策25利便性の高い交通体系の確立

№ 　№83道路網計画に基づく計画的な道路ネットワークの形成　≪重点４≫ 街づくり事業課

　５年度 508,022

　４年度 347,741

　増　減 160,281

○市道南25-4号線用地取得・工事 117,367 財 国・都 312,470
○市道南26号線用地取得 83,479 源 市　債 69,000
○市道南13号線用地取得 51,606 内 その他

○市道南199号線用地取得 49,701 訳 一般財源 126,552
○市道南14号線工事 28,190

○市道北165・165-13号線用地取得・測量・設計 51,979

○市道南148号線用地取得・工事 41,328

○市道北48号線用地取得 30,657

○市道南137・140号線用地取得・測量 30,035

○市道東45号線用地取得・工事 10,839

○その他路線測量・工事等 12,841
№ 街づくり事業課

　５年度 117,231

　４年度 122,734

　増　減 ▲ 5,503

○狭あい道路整備工事　 51,106 財 国・都 24,000
○狭あい道路整備測量　　 30,336 源 市　債

○狭あい道路に関する台帳の整備等　　 30,000 内 その他 38,447
○狭あい道路整備協力奨励金　 1,070 訳 一般財源 54,784
○狭あい道路整備物件補償　 4,719

№ 施策25利便性の高い交通体系の確立　№86人と環境にやさしい道路の整備 道路管理課

　５年度 156,879

　４年度 0

　増　減 156,879

○人と環境にやさしい道路整備工事 財 国・都 57,779
・市道南192号線 143,000 源 市　債 99,000

○人と環境にやさしい道路整備調査委託 内 その他

・主要市道20号線電線共同溝詳細設計委託 13,879 訳 一般財源 100

狭あい道路の整備
住宅市街地の防災性や安全性の向上を目指し，消防活動の困難な幅員4ｍ未満の狭
あい道路の解消に向けた整備を進めていきます。

施策28水と緑による快適空間づくり　№92公園・緑地等の整備　≪重点5≫

公園・緑地等の整備

156

153

低騒音排水性舗装とともに，歩道の段差解消・有効幅員の確保などのバリアフリー
化に取り組みます。また，無電柱化の推進に向けた検討を進め，人と環境にやさし
いみちづくりを推進します。

生活道路の整備
調布市道路網計画に基づき，地区の交通の集散を受け持つ生活道路の整備を推進
し，安全性の確保のほか，防災性，快適性，コミュニティ機能の向上等を図りま
す。

157

鉄道敷地公園の映画ゾーンの設えについて，段階的な整備を進めます。また，公園
の配置状況や市民の利用ニーズ等を踏まえ，公園・緑地の適切な改修を実施すると
ともに，既存の公園機能の再編を推進します。

154

緑豊かなまちづくりの推進
緑と花の祭典の開催及び緑の保全地区への補助の実施により，市民の参加と協働に
よる緑豊かなまちづくりを推進します。

人と環境にやさしい道路の整備

155

◇土木費◇
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（単位；千円）

№ 道路管理課

　５年度 44,684

　４年度 67,408

　増　減 ▲ 22,724

○総合管理計画等検討費 22,310 財 国・都

○各種計画等検討費 22,000 源 市　債

○印刷製本費 374 内 その他

訳 一般財源 44,684
№ 道路管理課

　５年度 71,682

　４年度 337,748

　増　減 ▲ 266,066

○橋りょう整備実施設計委託 71,682 財 国・都 71,600
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 82
№ 道路管理課

55,000

8,639

　増　減 46,361

○生活道路維持補修・改良工事 財 国・都 5,900
・武蔵野の路（二子・是政コース）舗装改良工事 55,000 源 市　債 49,000

内 その他

訳 一般財源 100
№ 都市計画課

　５年度 1,770

　４年度 1,770

　増　減 0

○街づくり支援助成金（協議会3地区・準備会2地区） 1,700 財 国・都

○街づくり専門家講師謝礼 70 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 1,770
№ 施策22良好な市街地の形成　№71都市計画マスタープランの運用 都市計画課

　５年度 14,674

　４年度 30,488

　増　減 ▲ 15,814

○都市計画マスタープラン策定等検討調査業務委託等 5,489 財 国・都 3,252
○用途地域等一斉見直し業務委託 3,993 源 市　債

○生産緑地地区変更及び特定生産緑地指定図書等作成業務委託等 5,192 内 その他

訳 一般財源 11,422
№ 施策22良好な市街地の形成　№72景観計画・景観条例の運用 都市計画課

　５年度 5,000

　４年度 2,200

　増　減 2,800

財 国・都 2,500
○景観まちづくり検討調査業務委託 5,000 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,500

163

景観行政団体として，景観計画や景観条例などの景観法の諸制度を活用した景観ま
ちづくりを推進します。また，景観まちづくりについて，駅の景観形成推進地区に
おける景観形成方針や景観形成基準の見直し等の景観計画改定に向けた調査・検討
を実施します。

橋りょうの安全な維持管理と長寿命化を図るため，橋りょう長寿命化修繕計画に基
づき，計画的な維持管理を推進します。

道路の効率的・効果的な管理の推進に向け，（仮称)道路総合管理計画の策定に向け
た検討を進めるとともに，道路施設等に関する個別計画の策定に向けた検討を進め
ます。

158

159

162

次期都市計画マスタープラン策定の検討

街づくり活動の支援
住民発意を基本とした街づくりを推進するため，街づくり協議会等の地域住民によ
る主体的な街づくり活動に対して必要な支援を行います。

橋りょうの計画的な維持・補修

161

道路施設等の総合的な管理の推進

次期都市計画マスタープラン及び立地適正化計画を策定します。また，東京都の区
域区分一括変更と同時に，用途地域等の一斉見直しに向けた検討を行います。

景観計画・景観条例の運用

160

舗装の計画的な維持管理 5年度

舗装の健全性維持とライフサイクルコスト削減を図るため，舗装維持管理計画に基
づき，計画的な維持管理を推進します。併せて，市が管理する武蔵野の路（二子・
是政コース）について，通行環境を踏まえた適切な管理を推進します。

4年度

◇土木費◇
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（単位；千円）

№ 施策22良好な市街地の形成　№73公共サイン計画の検討・運用 都市計画課

　５年度 5,000

　４年度 2,800

　増　減 2,200

○公共サイン作製等委託 5,000 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 5,000
№ 施策23地域特性を生かした都市空間の形成　№75鉄道敷地の整備　≪重点４≫ 街づくり事業課

　５年度 1,101,965

　４年度 669,123

　増　減 432,842

○鉄道敷地用地取得 737,898 財 国・都 546,339
○緑道測量・設計等 82,181 源 市　債 472,000
○緑道工事等 281,886 内 その他 82,875

訳 一般財源 751
№ 施策23地域特性を生かした都市空間の形成　№74調布駅前広場の整備　≪重点４≫ 街づくり事業課

駅前広場の整備 　５年度 902,910

　４年度 356,475

　増　減 546,435

○調布駅前広場設計・工事等 890,102 財 国・都 143,500
○調布駅前広場管理 12,808 源 市　債 453,000

内 その他 25,726
訳 一般財源 280,684

施策23地域特性を生かした都市空間の形成

№ 　№77中心市街地における区画道路等の整備 街づくり事業課

　５年度 107,029

　４年度 25,088

　増　減 81,941

○調布区画道路12号測量・設計 3,117 財 国・都 15,800
○調布区画道路3・11・13号設計・工事等 102,669 源 市　債 83,000
○用地管理 1,243 内 その他 8,210

訳 一般財源 19
施策23地域特性を生かした都市空間の形成　№78地区計画制度を活用した街づくり

№ 施策25利便性の高い交通体系の確立　№85交通環境の改善による沿線まちづくりの推進 都市計画課

拡充 　５年度 78,730

　４年度 32,500

　増　減 46,230

○調布駅周辺地区まちづくり検討調査業務委託 7,414 財 国・都

○京王多摩川駅周辺整備 3,905 源 市　債

○西調布駅周辺地区まちづくり検討調査業務委託 5,100 内 その他

○つつじヶ丘駅・柴崎駅周辺地区まちづくり検討調査業務委託 8,624 訳 一般財源 78,730
○深大寺東町七丁目周辺地区まちづくり検討調査業務委託 5,500

○緑ケ丘二丁目地区地区計画等策定検討調査業務委託 6,083

○「映画のまち」の土地利用方針等検討調査業務委託 18,832

○地区施設測量等委託 23,272

167

166

公共サイン計画の検討・運用

地区の特性にふさわしい良好な市街地を創出するため，地区レベルでの街づくりの
ルールを地域住民との協働で定める地区計画制度を活用した街づくりに取り組みま
す。

165

京王線連続立体交差事業により鉄道が地下化された駅前広場を南北一体的に整備す
ることで，交通結節点機能の向上とにぎわいや交流，うるおい，やすらぎのある都
市空間を創出します。令和5年度は，調布駅前広場の整備工事，南側上屋工事及び
広場口工事等を進めます。

公共サイン整備方針に基づき，多言語対応も含め，誰にもわかりやすい調布市中心
市街地公共サイン整備計画（調布駅／第２期）を作成します。

京王線連続立体交差事業により生み出された貴重な都市空間を有効に活用し，にぎ
わいや交流，うるおい，やすらぎのある都市空間として，鉄道敷地の整備に取り組
みます。令和5年度は，緑道の設計，工事及び用地取得等を進めます。

地区計画制度等を活用した街づくりの推進

164

鉄道敷地の整備

中心市街地における区画道路等の整備

168

駅前広場や鉄道敷地の整備と併せ，周辺の区画道路や生活道路等を整備し，安全で
快適な歩行者空間ネットワークを形成し，中心市街地の回遊性の向上を図ります。

◇土木費◇
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（単位；千円）

施策23地域特性を生かした都市空間の形成

№ 　№79深大寺地区におけるまちづくりの推進　≪重点５≫ 都市計画課

拡充 　５年度 30,500

　４年度 6,400

　増　減 24,100

○主要市道5号線整備 30,000 財 国・都

○深大寺周辺地区まちづくり検討調査 500 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 30,500
施策25利便性の高い交通体系の確立

№ 　№84東部地区における交通環境の改善　≪重点４≫ 街づくり事業課

　５年度 67,848

　４年度 37,500

　増　減 30,348

○東部地区交通環境改善事業促進調査委託料等 21,516 財 国・都 10,000
○東部地区交通環境改善事業促進調査負担金等 46,332 源 市　債

内 その他 57,848
訳 一般財源 0

施策25利便性の高い交通体系の確立

№ 　№83道路網計画に基づく計画的な道路ネットワークの形成　≪重点４≫ 街づくり事業課

　５年度 1,317,037

　４年度 1,429,035

　増　減 ▲ 111,998

○調布3・4・28号線用地取得・設計・工事等 886,025 財 国・都 526,200
○調布3・4・18号線用地取得 191,071 源 市　債 372,000
○調布3・4・21号線用地取得・設計・工事 114,447 内 その他 309,669
○調布3・4・26号線設計・工事 42,393 訳 一般財源 109,168

（布田南通り：布田駅～旧甲州街道）

○調布3・4・26号線設計 5,280

（三鷹通り：旧甲州街道～甲州街道）

○調布3・4・31号線設計・測量 20,185

○調布3・4・8号線測量 5,940

○調布3・4・9号線測量等 5,325

○調布7・5・1号線設計 1,650

○計画検討路線の検討 18,424

○諸経費・各路線測量・工事等 26,297
№ 住宅課

　５年度 219

　４年度 229

　増　減 ▲ 10

財 国・都 45

源 市　債

○分譲マンション管理組合勉強会（相談員謝礼料） 45 内 その他 1
○分譲マンション個別相談窓口（相談員謝礼） 72 訳 一般財源 173
○分譲マンション管理アドバイザー委託料 102

№ 施策24良好な住環境づくり　№80住宅の耐震化の促進 住宅課

　５年度 12,092

　４年度 12,394

　増　減 ▲ 302

○住まいの耐震相談窓口（相談員謝礼） 72 財 国・都 8,620
○木造住宅耐震アドバイザー委託料 1,210 源 市　債

○木造住宅耐震診断助成金　診断費の2/3（上限15万円） 2,550 内 その他

○木造住宅耐震改修助成金　改修費の1/2（上限80万円） 8,000 訳 一般財源 3,472
○諸経費 260

東部地区における交通環境改善事業の促進に向けた検討
つつじヶ丘駅及び柴崎駅周辺における道路交通の円滑化を図るため，都市計画道路
の整備や道路と鉄道の連続立体交差事業の促進により，地域の利便性や安全性の向
上を図ります。

深大寺地区の地域資源の活用によるにぎわいの創出等を目的とした街づくりを推進
するため，深大寺白鳳院の建設を見据え，安全な歩行者動線の確保等に向けて，周
辺環境（主要市道５号線）の整備を進めます。

169

深大寺地区におけるまちづくりの推進

ﾏﾝｼｮﾝ管理士会などの関係機関と連携して，管理組合を対象とした勉強会や個別相談
を実施するほか，管理ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣しﾏﾝｼｮﾝ管理組合の予防保全活動を促進する
など，ﾏﾝｼｮﾝ管理の適正化に向けた支援を継続実施します。また，令和４年度以降，
「東京におけるﾏﾝｼｮﾝの適正な管理促進に関する条例」に基づき，管理不全の兆候の
あるﾏﾝｼｮﾝに対する指導・助言を開始，さらに令和５年度からは「ﾏﾝｼｮﾝの管理の適
正化の推進に関する法律」に基づく「管理計画の認定」等の事務を行います。

171

都市計画道路の整備
都市計画道路は，市民生活を支える重要な都市基盤であるとともに，災害時に緊急
輸送道路等として重要な役割を果たすことから，調布市道路網計画に基づき，計画
的に整備を推進し，交通機能の向上を図ります。

分譲マンションの適正な管理の支援

172

昭和56年の建築基準法改正より前の確認に基づき建築された木造住宅については，
新耐震基準を満たしていない可能性があることから，それらを対象に，耐震化に係
る支援を行うことにより，住宅の耐震化を進め，災害に強い住環境づくりを目指し
ます。

木造住宅の耐震化の促進

173

170

◇土木費◇
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（単位；千円）

№ 施策24良好な住環境づくり　№80住宅の耐震化の促進 住宅課

　５年度 15,203

　４年度 14,203

　増　減 1,000

○分譲ﾏﾝｼｮﾝ耐震アドバイザー委託料 203 財 国・都 11,400
○分譲ﾏﾝｼｮﾝ耐震診断助成金　2千円×延べ面積(上限100万円) 1,000 源 市　債

○分譲ﾏﾝｼｮﾝ補強設計助成金　2千円×延べ面積(上限200万円) 4,000 内 その他

○分譲ﾏﾝｼｮﾝ耐震改修助成金　50万円×戸数(上限2000万円) 10,000 訳 一般財源 3,803
施策01災害に強いまちづくり

№ 　№5緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業　≪重点１≫ 住宅課

　５年度 81,070

　４年度 76,474

　増　減 4,596

○補強設計補助金　3件 6,054 財 国・都 66,083
設計費の5/6・国拡充1/6 源 市　債

○耐震改修等補助金　4件 75,016 内 その他

改修費の5/6・国拡充1/15 訳 一般財源 14,987
№ 施策24良好な住環境づくり　№81良好な居住環境の形成・支援 住宅課

拡充 　５年度 9,600

　４年度 8,000

　増　減 1,600

○バリアフリー適応住宅改修補助金 3,600 財 国・都 1,620
　　対象事業費の1/2（上限10万円）36件 源 市　債

○太陽光発電設備等補助金 6,000 内 その他 4,000
　　1kw当たり2万5000円（上限10万円）60件　  訳 一般財源 3,980

№ 施策24良好な住環境づくり　№81良好な居住環境の形成・支援 住宅課

拡充 　５年度 3,470

　４年度 3,063

　増　減 407

財 国・都 1,735
源 市　債

○居住支援協議会（委員謝礼等＋諸経費） 442 内 その他

○住宅確保要配慮者相談窓口業務委託料 1,232 訳 一般財源 1,735
○民間賃貸住宅仲介支援助成金　6万4000円（上限） 640

○民間賃貸住宅家賃等債務保証支援助成金　3万2000円（上限） 256

○協力不動産店支援助成金　＠30千円×30件 900
№ 施策24良好な住環境づくり　№82空き家等対策の推進 住宅課・建築指導課

　５年度 5,811

　４年度 18,461

　増　減 ▲ 12,650

財 国・都

○空き家等対策推進協議会委員謝礼 508 源 市　債

○空き家等リノベーション促進事業委託料 3,000 内 その他 750
○空き家等リノベーションスタートアップ助成金 1,000 訳 一般財源 5,061
○諸経費 171

○特定空き家等対策事業費 1,132
№ 建築指導課

　５年度 1,000

　４年度 4,983

　増　減 ▲ 3,983

財 国・都 750
○耐震改修促進計画改定業務委託料 1,000 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 250

175

174

法改正や東京都耐震改修促進計画の改定により，新たな方針，耐震化の目標や社会
情勢の変化などに適切に対応するため，「調布市耐震改修促進計画」を改定し，市
民の生命と財産を保護するとともに，都市機能を維持するため，建築物の耐震化を
計画的かつ総合的に促進していきます。

住宅確保要配慮者の居住を確保するため，住宅セーフティネット法に基づき，居住
支援協議会をはじめ，様々な分野が連携し，民間賃貸住宅への円滑な入居等の促進
を図ります。ぬくもり相談室の改善を図るとともに，民間賃貸住宅仲介支援補助
金，家賃債務保証支援及び住宅確保要配慮者入居促進事業の拡充を図ります。

176

良好な居住環境の形成・支援
少子高齢化へ備えた住宅のバリアフリー化工事や低炭素のまちづくり，環境負荷の
軽減に資する，太陽光利用設備の設置費など，住宅改修工事費用の一部を補助する
ことにより，居住環境の向上を支援していきます。

177

住宅確保要配慮者の居住の確保

空き家等対策推進協議会での意見や，富士見町の空き家を活用した実証実験などを
踏まえ，ワンストップ相談体制や福祉分野等との連携，利活用など空き家等の課題
に応じた適正管理や特定空き家等への対応を図るため，令和2年度に施行した調布
市空き家等の対策の推進に関する条例及び令和５年３月改定の空き家等対策計画に
基づき取組を総合的に推進します。

空き家等対策の推進

178

179

耐震改修促進計画の改定

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業
震災時に救急・救命活動や緊急支援物資の輸送等に不可欠な緊急輸送道路としての
機能を確保するため，特定緊急輸送道路の沿道建築物のうち，倒壊する危険性が高
く，倒壊した場合に道路を閉塞する可能性の高い建築物の耐震化を支援します。

分譲マンションの耐震化の促進
昭和56年の建築基準法改正より前の確認に基づき建築された分譲マンションについ
ては，新耐震基準を満たしていない可能性があることから，その耐震化に係る支援
を行うことにより，住宅の耐震化を進め，災害に強い住環境づくりを目指します。

◇土木費◇
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（単位；千円）

№ 施策01災害に強いまちづくり　№７消防団の災害対応能力の向上　≪重点１≫ 総合防災安全課

　５年度 60,503

　４年度 66,483

　増　減 ▲ 5,980

○消防用備品等購入費 16,008 財 国・都

○消防車両の購入費（指揮車，第３分団ポンプ車） 31,403 源 市　債 27,000
○消防団AED賃借料 525 内 その他

○消防団被服費 7,452 訳 一般財源 33,503
○消防団傷害保険料 2,519
○諸経費 2,596

№ 総合防災安全課

　５年度 1,120

　４年度 1,220

　増　減 ▲ 100

○消防団広報誌作製・配布委託料 1,120 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 1,120
№ 総合防災安全課

　５年度 11,639

　４年度 52,360

　増　減 ▲ 40,721

○消防施設修繕料 4,500 財 国・都

○消防施設補修工事費 7,139 源 市　債 6,000
内 その他 4,000
訳 一般財源 1,639

№ 総合防災安全課

　５年度 73,808

　４年度 106,038

　増　減 ▲ 32,230

○消火栓新設・維持管理・消防用水使用負担金 40,000 財 国・都

○防火貯水槽撤去工事費等 28,529 源 市　債

○土地賃借料 4,552 内 その他

○消防施設管理費等 727 訳 一般財源 73,808
№ 施策01災害に強いまちづくり　№1地域防災力の向上　≪重点１≫ 総合防災安全課

　５年度 3,945

　４年度 3,945

　増　減 0

○防災市民組織補助金（結成時）5団体 225 財 国・都

○防災市民組織補助金（継続分）124団体 3,720 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 3,945

180

消防団の装備品等の充実　

181

消防団広報誌の発行
地域・社会に貢献する消防団の活動内容を市民に周知・理解を促進するとととも
に，円滑な運営及び団員の士気高揚を図るため，消防団広報誌を年1回作成し全戸
配布します。

消防車両の更新，消防団の安全性・機能性に資する装備の充実を図り，地域防災の
拠点として市内15地区に配備する消防団の対応能力向上を図ります。

182

消防団機械器具置場の整備
消防団員の活動環境の改善を図るため，消防団第１３分団機械器具置場排水・衛生
設備等の改修を含め，各分団機械器具置場の修繕を行います。

183

市民が中心となった災害に強いまちづくりを推進するため，自主的に結成した防災
市民組織に対して，結成時及び結成後の活動等を支援します。

消防水利の整備・維持管理　
震災時等，消火栓が使用できない際に，有効な消防水利となる防火貯水槽の維持管
理，消火栓の新設・維持管理を行います。

184

防災市民組織の育成

消 防 費 火災及び地震等の災害から市民の生命，身体及び財産を守るため，消防・防災施策

に関する経費を計上しています。

◇消防費◇
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（単位；千円）

№ 施策01災害に強いまちづくり　№1地域防災力の向上　≪重点１≫ 総合防災安全課

　５年度 11,262

　４年度 10,300

　増　減 962

○総合防災・水防等訓練費 11,262 財 国・都 772
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 10,490
№ 施策01災害に強いまちづくり　№3防災備蓄品の配備及び利活用　≪重点１≫ 総合防災安全課

　５年度 30,124

　４年度 31,445

　増　減 ▲ 1,321

○備蓄食糧品，消耗品，備品購入費 25,979 財 国・都 1,926
○更新委託料（医療セット）・歯科医療セット購入費 2,145 源 市　債

○緊急医療救護所整備費 2,000 内 その他

訳 一般財源 28,198
№ 総合防災安全課

　５年度 11,531

　４年度 9,282

　増　減 2,249

○震災用応急給水施設負担金 4,310 財 国・都

○地下水ろ過システムリース料 6,599 源 市　債

○民間井戸水質検査委託料 616 内 その他

○その他諸経費 6 訳 一般財源 11,531
№ 施策01災害に強いまちづくり　№4災害情報システム等の効果的な活用　≪重点１≫ 総合防災安全課

　５年度 37,986

　４年度 42,279

　増　減 ▲ 4,293

財 国・都

源 市　債

○災害対策用機器維持管理費，使用料 5,640 内 その他

○防災等情報メールシステム運用管理委託料 6,050 訳 一般財源 37,986
○防災行政無線維持管理費 19,308
○被災者生活再建支援システム維持管理費 3,009
○避難所システム等維持管理費 2,464
○福祉避難所　防災行政無線（移動系）調査費 1,515

№ 施策01災害に強いまちづくり　№1地域防災力の向上　≪重点１≫ 総合防災安全課

　５年度 2,200

　４年度 2,200

　増　減 0

○防災・防犯情報放送委託料等 1,881 財 国・都

○総合防災訓練・水防訓練特集放送委託料 319 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,200

調布エフエム放送による防災防犯の広報
防災・防犯意識の啓発を目的として，調布エフエム放送（83.8MHZ）を活用し，
総合防災訓練時の特集放送を実施するとともに，防災・防犯・生活安全に関する情
報を毎日提供します。

地震や風水害などの防災情報を提供する市民向けメールシステムや防災フリーダイ
ヤルの運用など，災害時の情報提供・通信システムの確保に努めるとともに，り災
証明書発行のための被災者生活再建支援システムの維持管理を行います。また，防
災行政無線の維持管理を行うほか，新たに福祉避難所に防災行政無線（移動系）を
設置します。

189

187

避難所の防災機能強化のため防災備蓄品の更新・充実を図ります。医療救護所整備
補助金を助成することにより，緊急医療救護所の体制整備を進めるほか，災害時の
備蓄品の確保を図ります。

185

災害対策用備蓄品の充実　

被害を最小限に止めるため，総合防災訓練や消防と連携した水防訓練など市民の皆
様にも参加いただき，より実践的な訓練を実施し，災害時に迅速・的確な対応がで
きる災害に強いまちづくりを推進します。※第八方面合同水防訓練を実施。

緊急時の水の確保
東京都との連携による震災対策用応急給水施設の老朽化対策，飲料水確保のため設
置した地下水を利用するろ過システムの維持管理を行います。また，民間井戸を活
用するため，平成29年度から災害時に水の提供に協力いただける民間井戸を登録
し，市で水質検査を実施しています。

188

災害情報システムの維持管理・充実

186

総合防災・水防訓練等の実施

◇消防費◇
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（単位；千円）

№ 学務課

　５年度 10,866

　４年度 15,897

　増　減 ▲ 5,031

○児童通学見守り業務委託料 4,436 財 国・都

○通学路標示板作製等委託料 476 源 市　債

○通学路マップ作成委託料 616 内 その他

○通学路防犯設備整備事業費 5,338 訳 一般財源 10,866
№ 学務課

　５年度 1,775

　４年度 1,775

　増　減 0

○給食用消耗品費 1,326 財 国・都

○給食用備品購入費 449 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 1,775
№ 学務課

　５年度 240

　４年度 201

　増　減 39

○講師謝礼 240 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 240
№ 指導室

　５年度 59,317

　４年度 58,835

　増　減 482

○少人数指導講師報酬等（20人） 59,317 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 59,317
№ 施策04学校教育の充実　№20不登校児童・生徒への支援　≪重点2≫ 指導室

拡充 　５年度 25,697

　４年度 23,306

　増　減 2,391

財 国・都 1,431
○太陽の子運営費 2,055 源 市　債

○講師謝礼 1,035 内 その他

○支援事業委託料 1,495 訳 一般財源 24,266
○教育支援コーディネーター（太陽の子１人，訪問型支援３人） 11,827

○教育相談心理職専門員（２人） 9,171

○備品購入費 114

190

通学路の安全確保の推進
児童通学見守り員の配置，通学路標示板の設置，通学路マップの作成及び防犯カメ
ラの維持管理等を行い通学路の安全確保を推進するとともに，学校，保護者，地域
との連携で通学路の安全対策を図ります。

191

学校給食における除去食の提供

少人数学習指導の推進

193

192

食物アレルギー対応研修の実施
食物アレルギー対策として，エピペン投与シミュレーションや「学校のアレルギー
疾患に対する取り組みガイドライン」等の理解に関する研修など，教職員対象の研
修等を実施します。

少人数指導講師の全小学校配置を継続し，主に低学年の算数の学力向上を図りま
す。

194

食物アレルギー対応が必要な児童に対して，原因食物を全て除いた給食（除去食）
等を提供するため，調理に必要な器具を購入し，給食室の作業環境の改善を図ると
ともに，児童が使用する色分け食器等を購入します。

不登校児童・生徒への支援
小学校適応指導教室「太陽の子」や分教室型不登校特例校第七中学校「はしうち教
室」を適切に運営するとともに，大学と連携した不登校児童生徒支援プロジェクト
SWITCHや訪問型支援「みらい」を実施し，不登校の児童・生徒を支援します。

教 育 費 小・中学校教育，放課後遊び場対策事業，図書館や社会教育，スポーツ振興

などに関する経費を計上しています。
教 育 費 小・中学校教育，放課後遊び場対策事業，図書館や社会教育，スポーツ振興

などに関する経費を計上しています。

◇教育費◇
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（単位；千円）

№ 指導室

　５年度 7,000

　４年度 7,000

　増　減 0

○特色ある教育活動運営交付金 7,000 財 国・都

　 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 7,000
施策04学校教育の充実

№ №22コミュニティ・スクールの導入と地域学校協働本部との一体的推進　≪重点2≫ 指導室

拡充 　５年度 62,834

　４年度 61,654

　増　減 1,180

財 国・都 36,690
源 市　債

○教育経営研究室専門研究員報酬等（１人分） 2,411 内 その他

○地域学校協働本部事業費謝礼 54,755 訳 一般財源 26,144
○消耗品費 3,052

○諸経費 2,082

○コミュニティ・スクール委員報酬 324

○コミュニティ・スクール講師謝礼 210
№ 施策04学校教育の充実　№19特別支援教育の推進　≪重点2≫ 指導室

拡充 　５年度 152,058

　４年度 143,238

　増　減 8,820

○スクールサポーター報酬等（30人） 54,758 財 国・都

（配置　小学校：21人　中学校：8人　太陽の子：1人） 源 市　債

○学級介助員報酬等（35人） 91,941 内 その他

○特別支援教育事業運営費 2,330 訳 一般財源 152,058
○特別支援学級運営費 3,029

№ 学務課

拡充 　５年度 3,673

　４年度 1,175

　増　減 2,498

○看護委託料 3,673 財 国・都 1,224
源 市　債

内 その他

訳 一般財源 2,449
№ 施策04学校教育の充実　№23命の教育活動の推進　≪重点1≫ 指導室

　５年度 4,335

　４年度 4,413

　増　減 ▲ 78

財 国・都

源 市　債

○「命の授業」等講師謝礼 340 内 その他

○救命講習等教材費 3,995 訳 一般財源 4,335
№ 施策04学校教育の充実　№21学校における「学び」に困難を抱える子どもたちへの支援 指導室

拡充 　５年度 15,397

　４年度 11,001

　増　減 4,396

○SSW報酬等（3人，チーフ1人） 15,302 財 国・都 7,628
○SSWスーパーバイザー講師謝礼 95 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 7,769

195

特色ある教育活動の推進
各小・中学校の創意工夫による特色ある教育活動，特色ある学校づくりの推進を支
援します。

196

「調布市防災教育の日」及び「いのちと心の教育月間」を小・中学校全校一斉の取
組として実施します（「命の授業」，専門家等による講話，訓練等）。また，普通
救命講習を小学校６年生・中学校３年生に実施するとともに，市立小・中学校全教
員の上級救命講習の認定を目指します。さらに，各校２人程度の応急手当普及員を
育成します。

特別支援教育の推進
特別な支援を要する児童・生徒に対し，スクールサポーターの小・中学校全校配置
等により，個々の状況に応じた教育的支援を行います。また，北部地域の小学校に
特別支援学級を開設するための準備を進めます。

198

医療的ケア児への支援
医療的ケアが必要な児童の支援のため，看護師を派遣します。

コミュニティ・スクールの導入と地域学校協働本部との一体的推進

様々な活動を通じて地域と学校が連携・協働し，地域全体で子どもたちの成長を支
える体制を整備します。全校で設置が完了した地域学校協働本部を推進し，部活動
や学習支援の充実を図ります。また，地域とともにある学校づくりを目指し，令和
５年度は，コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）のモデル導入（小学校
２校，中学校１校）を行います。

197

200

スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置
支援が必要な児童・生徒や家庭の課題に対して福祉分野の知識を活かし，関係機関
と連携し課題解決への対応を図ります。また，チーフSSWを配置し体制強化を図る
とともに，ＳＳＷスーパーバイザー講師を配置し，より充実した支援を行います。

199

命の教育活動の推進

◇教育費◇
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（単位；千円）

№ 施策04学校教育の充実　№21学校における「学び」に困難を抱える子どもたちへの支援 指導室

　５年度 17,125

　４年度 16,603

　増　減 522

財 国・都

○スクールカウンセラー報酬等（市費1人×28校，はしうち教室） 17,125 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 17,125
№ 施策04学校教育の充実　№18児童・生徒の体力向上への支援 指導室

　５年度 3,411

　４年度 3,082

　増　減 329

○教育経営研究室専門研究員報酬等（１人分） 2,411 財 国・都

○体力向上事業謝礼 800 源 市　債

○体力向上事業委託料 200 内 その他

訳 一般財源 3,411
№ 指導室

拡充 　５年度 202,654

　４年度 134,357

　増　減 68,297

財 国・都 155,607

○校務支援システム等運用支援委託料（保守含む） 28,472 源 市　債

○校務支援システム機器等借上料 11,603 内 その他

○スクール・サポート・スタッフ報酬等 42,386 訳 一般財源 47,047
○副校長補佐報酬等 52,120

○部活動指導員報酬等 13,354

○エデュケーション・アシスタント報酬等 54,719

№ 指導室

拡充 　５年度 614,274

　４年度 597,074

　増　減 17,200

財 国・都 15,383

源 市　債

【学校図書館システム関係経費】 内 その他

○学校図書館システム運用支援等委託料 6,727 訳 一般財源 598,891

○学校図書館システム機器借上料 4,405

【教員用端末等校内ICT機器関係費】

○教務用ネットワーク機器等運用支援（小学校２０校　中学校８校） 68,494

○教務用ネットワーク機器等借上（小学校２０校　中学校８校） 128,498
○教務用ネットワーク備品購入費 7,602
○教務用ネットワーク回線使用料等 23,186

【児童・生徒用タブレット端末関係経費】
○児童・生徒用タブレット端末機器借上料 177,902
○児童・生徒用タブレット端末運用支援委託料（ICT支援員含む） 67,872
○回線等使用料 129,308
○諸経費 280

施策04学校教育の充実　№17ＩＣＴ環境の整備・活用と情報教育の推進　≪重点2≫

202

児童・生徒の体力向上への支援

203

学校における働き方改革の推進

ＩＣＴ環境の整備・活用と情報教育の推進
文部科学省が示す第3期教育振興基本計画及びGIGAスクール構想に基づき整備して
きた、教員用端末や教室におけるICT機器及び児童・生徒１人１台端末を授業等で
利活用することにより，学習指導要領に示された情報活用能力の育成と個別最適化
された学びの実現につなげていきます。令和５年度は，増教室に対する固定式プロ
ジェクタの設置やタブレット端末の増配備等，引き続き必要な環境整備に取り組み
ます。

保健体育教育専門研究員を設置し，児童・生徒の体力面や運動練習等の実態，教職
員の現状や意向等を把握しながら，体力向上や健康増進等を推進します。

204

調布市立学校における働き方改革プランに基づき，多忙化する学校管理職や教員の
業務負担の軽減を図り，持続可能な学校指導・運営体制の構築につなげていきま
す。令和５年度は，副校長補佐（会計年度任用職員）を全小・中学校に配置すると
ともに，部活動指導員を追加配置します。また全小学校に新たにエデュケーショ
ン・アシスタントを配置することで，教員負担の軽減を図ります。

201

スクールカウンセラーの配置
スクールカウンセラーを引き続き市立小・中学校全28校へ2人（市費1人，都費
1人），分教室型の不登校特例校「第七中学校はしうち教室」へ１人，それぞれ配
置し，不登校・いじめ・問題行動等へのきめ細かな対応を図ります。

◇教育費◇
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（単位；千円）

№ 指導室

　５年度 77,948

　４年度 68,619

　増　減 9,329

○損害保険料 718 財 国・都 25,476
○付添看護師派遣委託料 6,731 源 市　債

○移動教室運営委託料 42,558 内 その他

○バス借上料 25,289 訳 一般財源 52,472
○臨時補助員謝礼・旅費 1,492
○指導補助員委託料 1,160

№ 指導室

　５年度 7,230

　４年度 7,146

　増　減 84

○教育経営研究室専門研究員報酬等（3人分） 7,230 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 7,230
№ 学務課

　５年度 62,511

　４年度 20,196

　増　減 42,315

財 国・都 31,256
○学校給食補助金（※） 62,511 源 市　債

（※）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 内 その他

　　　（令和４年度補正対応）の活用を予定 訳 一般財源 31,255
№ 学務課

　５年度 405,231

　４年度 433,973

　増　減 ▲ 28,742

財 国・都

○給食調理業務等委託料 405,231 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 405,231
№ 施策04学校教育の充実　№24小・中学校施設の整備　≪重点２≫ 教育総務課

　５年度 1,828,362

　４年度 1,703,595

　増　減 124,767

財 国・都 157,207
源 市　債 1,185,000
内 その他 376,700
訳 一般財源 109,455

○小・中学校校舎設備整備工事費 1,399,674

○小・中学校工事設計委託料 109,209

○若葉小・第四中施設整備PFIアドバイザリー業務委託料 30,000

○小・中学校修繕料 130,000

○小・中学校空調リース料 37,909

○小・中学校工事監理委託・検査委託・校舎リース料等 121,570

206

不足教室対策として，若葉小学校及び第四中学校の施設一体型整備の実施に向けた
ＰＦＩ事業者選定を実施するとともに，第一小学校，石原小学校及び多摩川小学校
にて普通教室整備を実施し，３５人学級編制への対応を行います。また，児童・生
徒の安全な学習環境を維持するため，老朽化の進んだ小・中学校施設の改修のほ
か，深大寺小学校及び石原小学校でアレルギー対応専用調理室の整備を含めた給食
室改修工事を実施します。さらに，緊急を要する修繕等に対応します。

209

安定した学校給食を提供していくため，学校給食調理業務等の民間委託を推進しま
す。（導入済1２校：八雲台小，富士見台小，深大寺小，上ノ原小，石原小，若葉
小，緑ヶ丘小，染地小，多摩川小，柏野小，国領小，布田小）
令和5年度は，深大寺小・石原小給食室の改修に伴う事業者を再選定します。

207

教育課程内で実施している，小学５年生の八ヶ岳移動教室，小学６年生の日光移動
教室，中学１年生での木島平移動教室の宿泊事業を実施します。

※計５人分のうち，１名は「地域人材を活用した教育の充実」，１名は「体力向上へ
の支援」において事業費計上

学校給食調理業務等の民間委託の推進

食材費の高騰に応じて給食補助金を増額することにより，保護者負担を軽減し，公
平な学校給食の運営を推進します。また，学校給食の運営にかかる経費（保存食・
サンプル食・食品検査等の食材費相当分）については，継続して公費負担としま
す。

教員の指導力向上に向けた取組
学習指導要領において示された主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善
のため，学校管理職等としての経験を持ち，見識の高い研究員を配置して，増加す
る若手教員に対する授業アドバイス等を行い，教育の人材育成を図ります。

208

小・中学校施設の整備

学校給食費の保護者負担の軽減（食材費の高騰に応じた学校給食補助金の増額）

205

児童・生徒の宿泊を伴う体験事業の充実

（※）

◇教育費◇
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（単位；千円）

№ 児童青少年課

あそビバ（放課後子供教室事業）の実施 　５年度 268,599

　４年度 265,328

　増　減 3,271

財 国・都 64,571

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 204,028

○放課後子供教室事業運営委託料 231,449

○放課後子供教室事業運営費 31,390

○放課後子供教室開設時間延長業務委託料 5,760
№ 社会教育課

　５年度 2,039

　４年度 2,018

　増　減 21

○講習会運営委託料 1,481 財 国・都

○損害保険料 47 源 市　債

○諸経費 31 内 その他

○ジュニアサブリーダー講習会活動補助金 480 訳 一般財源 2,039
№ 施策12生涯学習のまちづくり　№47市民の読書・調査活動への支援 図書館

　５年度 388,396

　４年度 374,565

　増　減 13,831

85,684 財 国・都

229,989 源 市　債

27,908 内 その他 1,014
44,815 訳 一般財源 387,382

№ 図書館

　５年度 12,517

　４年度 12,275

　増　減 242

財 国・都 3,947
○利用支援協力者謝礼 4,901 源 市　債

○図書館専任職員報酬等（音訳等調整員） 1,567 内 その他 30
○機器借上料 4,597 訳 一般財源 8,540
○講師謝礼 303

○諸経費等 1,149
№ 施策21地域ゆかりの文化の保存と継承　№68国史跡下布田遺跡整備事業の推進 郷土博物館

　５年度 36,917

　４年度 41,665

　増　減 ▲ 4,748

○遺跡保全費 100 財 国・都 27,574
○史跡下布田遺跡整備費 36,689 源 市　債

○諸経費 128 内 その他 8,000
訳 一般財源 1,343

210

214

市民の生涯学習・文化・生活の情報の拠点として，暮らしに役立つ魅力ある図書館
を目指して，資料・情報を選定し，収集・提供の充実を図ります。また，地域資料
等貴重な資料の保存に努めます。

すべての市民に公平な図書館サービスを提供するため，録音・点訳図書の貸出し，
資料の音訳・点訳サービス，布の絵本の貸出し・製作，マルチメディアDAISYの製
作・普及，宅配サービス等を行います。また，協力者を養成するための講座を実施
します。

○機器借上料

○諸経費等（地域資料デジタル化含む）

リーダー養成講習会の推進

市民の読書・調査活動への支援

図書館利用支援サービスの推進

国史跡下布田遺跡整備事業の推進
国指定史跡下布田遺跡を適切に保存し，活用していくため，これまでに策定した保
存活用計画及び整備基本計画に基づき，史跡公園開園に向けて実施設計を行いま
す。市民協働・学校連携事業として積極的な取組を図ります。

すべての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし，多様な体験・活動を行うこと
ができるよう「放課後子ども総合プラン」及び「調布市子ども・子育て支援事業計
画」に基づき，学童クラブとの連携や行事の充実を図ります。
令和５年度は，市内小学生からの公募により，放課後子供教室事業の愛称をユー
フォーから「あそビバ」に変更し，遊びのプログラム充実など，事業の更なる拡充
を図ります。また，令和４年度に引き続き，令和５年度も試行的に9か所のあそビ
バにおいて，平日の開設時間を午後６時まで延長するほか，既に導入した入退室管
理システムとあわせ，引き続き児童及び保護者が安心して利用できる環境を整備し
ます。

211

青少年の健全育成を図るとともに，地域で活躍できる人材を養成することを目的
に，中学生及び高校生対象の各リーダー講習会，高校生以上対象のレクリエーショ
ン講習会等を実施します。

213

212

○資料購入費（図書等購入費，定期刊行物購入費）

○図書館専任職員報酬等

◇教育費◇
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（単位；千円）

№ 施策21地域ゆかりの文化の保存と継承　№69郷土の歴史・文化を核とした博物館事業の推進 郷土博物館

　５年度 7,783

　４年度 2,442

　増　減 5,341

○資料展示費 2,207 財 国・都

○資料管理費 5,334 源 市　債

○教育普及費 115 内 その他

○諸経費 127 訳 一般財源 7,783
№ 施策21地域ゆかりの文化の保存と継承　№70武者小路実篤を核とした特色ある事業の展開 郷土博物館

武者小路実篤を核とした特色ある事業の展開 　５年度 16,104

　４年度 15,878

　増　減 226

（指定管理料の内） 財 国・都

○普及促進事業費・資料管理事業費・情報提供システム事業費 16,104 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 16,104
№ スポーツ振興課

拡充 　５年度 5,243

　４年度 2,200

　増　減 3,043

○スポーツ推進計画策定費 5,243 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 5,243
№ スポーツ振興課

　５年度 2,800

　４年度 2,000

　増　減 800

財 国・都 250
源 市　債

内 その他

○ＦＣ東京地域活動事業補助金 1,000 訳 一般財源 2,550
○諸経費 1,800

№ スポーツ振興課

　５年度 9,800

　４年度 10,600

　増　減 ▲ 800

財 国・都 3,900
源 市　債

○東京2020大会等レガシー事業費運営委託料 7,870 内 その他 590
○市民スポーツ栄誉賞報奨金 100 訳 一般財源 5,310
○多摩広域連携事業負担金 1,450

○諸経費　 80

○障害者スポーツ協議体事業費 300
№ スポーツ振興課

　５年度 117,020

　４年度 118,791

　増　減 ▲ 1,771

○修繕料 4,500 財 国・都 9,500
○暫定市民スポーツ施設整備工事費（グラウンド改修工事等） 97,232 源 市　債 79,000
○総合体育館整備工事費（非常照明用蓄電池整流器交換等） 5,644 内 その他 20,300
○深大寺テニスコート整備費（防球ネット改修工事） 1,158 訳 一般財源 8,220
○西調布体育館代替機能確保に向けた調査検討委託　　 5,500

○西町サッカー場整備費（シャワー設備の設置） 2,986

市民が安全で快適にスポーツ施設を利用できるよう，施設の維持保全及び改修等を
行います。

施策13市民スポーツの振興　№50東京2020大会等のレガシーの継承・発展　≪重点4≫

東京2020大会等のレガシーの継承・発展

219

東京2020大会等のレガシーの継承・定着を含め，市を取り巻く環境の変化などス
ポーツの推進に関わる現状と課題を把握し，市のスポーツ振興に関する基本的な考
え方を示す計画として，調布市スポーツ推進計画の策定に取り組みます。

FC東京が行う地域貢献活動を支援し，市民スポーツの振興，青少年の健全育成，
文化，福祉，地域経済活性化等のまちづくりを協働で推進します。
また，東芝ブレイブルーパス東京や東京サントリーサンゴリアスと連携したラグ
ビー競技普及事業や，ＮＴＴ東日本バドミントン部と連携したバドミントン競技普
及事業等，それぞれの主体のノウハウを活用した事業展開を図り，市民スポーツの
振興を推進します。

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会等を契機としたスポーツ振興
施策を進める中で構築してきた，様々な主体との連携をより強化し，各団体の強み
を活用した事業を展開するなど，様々な角度から市民スポーツの振興を図ります。
また，障害者スポーツの振興を通して，障害理解の促進や障害当事者の運動機会の
創出を図り，共生社会の充実を目指します。

220 施策13市民スポーツの振興　№48スポーツ施設の整備

スポーツ施設の整備

郷土の歴史・文化を核とした博物館事業の推進

217

武者小路実篤を核とした特色ある事業の展開により，実篤研究の情報収集発信機能
の充実を図ります。また，子どもたちが豊かな心をはぐくみ，郷土に愛着と誇りを
感じることができるよう，積極的な働きかけを行っていきます。

215

216

218 施策13市民スポーツの振興　№51FC東京等様々な主体と連携したスポーツ振興等の推進

ＦＣ東京等様々な主体と連携したスポーツ振興等の推進

「アクション＆レガシープラン」を継承するスポーツ推進計画の策定

郷土の歴史・文化に関する資料の収集，保存，調査・研究を行うとともに，展示，
講座・講演会，見学会等を実施することで，身近な歴史・文化に触れる機会を提供
します。

◇教育費◇
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（単位；千円）

№ 保育課

拡充 　５年度 1,197,104

　４年度 1,130,246

　増　減 66,858

○幼稚園等利用給付費 667,140 財 国・都 777,582
○保護者負担軽減事業費補助金 228,115 源 市　債

○幼稚園・認定こども園施設型給付費 249,476 内 その他

○幼稚園型一時預かり事業運営費等補助金 51,561 訳 一般財源 419,522
○特定子ども・子育て支援施設等副食費助成事業 812

№ 保育課

　５年度 18,600

　４年度 18,600

　増　減 0

○心身障害児教育事業費補助金 18,600 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 18,600
№ 保育課

　５年度 21,500

　４年度 22,080

　増　減 ▲ 580

○幼稚園運営体制充実費補助金 21,500 財 国・都

源 市　債

内 その他

訳 一般財源 21,500
№ 保育課・児童青少年課

　５年度 8,750

　４年度 11,000

　増　減 ▲ 2,250

○新型コロナウイルス感染症対策事業費（幼稚園） 6,750 財 国・都 3,250
○新型コロナウイルス感染症対策事業費（あそビバ） 2,000 源 市　債

内 その他

訳 一般財源 5,500

222

幼稚園心身障害児教育事業の補助
心身障害児を受け入れている私立幼稚園に対し補助金を交付することにより，心身
障害児の就園及び心身障害児教育の充実を図ります。

私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の経済的負担を軽減するとともに幼稚園教育
の振興を図ります。保護者が負担する保育料に対する補助のほか，幼稚園入園料に
対して，園児1人当たり3万円を補助します。また，預かり保育利用料に対する給付
及び副食費に係る助成を行います。

幼稚園就園支援の実施

223

幼稚園運営体制充実支援の実施

新型コロナウイルス感染症対策の実施
あそビバや幼稚園等における新型コロナウイルス感染症対策を徹底するため，マス
クや消毒液など感染対策に必要な物品を購入するとともに，幼稚園等に対し必要な
経費を支援します。

224

幼稚園を利用する保護者の就労等を支援するため，幼稚園が開園日・開園時間を拡
大すること等を目的に，運営体制を充実させるために要する経費の一部を補助しま
す。

221

◇教育費◇
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Ⅵ 財政規律ガイドラインから見た令和 5 年度見込み 

 
 『調布市財政の健全性維持のためのガイドライン（財政規律ガイドライン）』 

                              平成 22 年 3 月策定 

の 3 つの視点(設定項目)から見た令和 5 年度見込みと今後の取組 
 
1 財政規律ガイドラインの目的 
 

調布市では，これまで世代間負担の公平化と将来負担抑制の観点からの市債バランスへの留意，

一定規模の実質収支額の確保や前年度繰越金の活用計画に基づく財政基盤の強化など，市独自の

財政規律を保持した市政経営に取り組んでいますが，より多角的かつ具体的な目標値を「調布市

財政の健全性維持のためのガイドライン（財政規律ガイドライン）（以下「ガイドライン」とい

う）」として設定し，｢財政構造見直し｣・｢財政基盤強化｣・｢連結ベース債務残高抑制｣の３つの

視点で構成する設定項目に基づき，財政構造の改善と健全性維持に向けた財源確保と経費縮減の

両面からの不断の見直し・改革・改善に取り組んでいきます。 

なお，財政規律ガイドラインについては，基本構想に掲げたまちづくりの具体的な取組である

行革プラン 2023 に位置付け，ガイドラインの設定項目に基づく継続的な進行管理を実施し，

効果的・効率的な行財政運営（市政経営）を推進します。 
 

 

2 ガイドラインの目標 
  

このガイドラインは，各年度の予算編成・執行管理・決算分析など，短期的な視点と中期的な

視点で進行管理し，不断の見直し・改革・改善による財政構造の改善と健全性維持につなげるこ

とを目標とします。 

 
 

 

平成 21 年度 ガイドライン策定  

平成 22 

～25 年度 
各年度の進行管理 

ガイドラインの見直し 

（平成 25 年度） 

基本計画推進 

プログラム 

H22～H24 

前期基本計画 
H25～H30 

平成 26 

 ～30 年度 
ガイドラインに基づく進行管理 

ガイドラインの見直し 

（平成 30 年度） 令和元 

～4 年度 
後期基本計画 

R 元～R4 

令和 5 

 ～8 年度 
ガイドラインに基づく進行管理 

ガイドラインの見直し 

（令和 8 年度予定） 

次期基本計画 

R5～R8 
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3 ガイドラインの 3 つの視点 

 

 本ガイドラインは，現下の財政状況や財政健全化法に基づく連結ベースでの状況把握により，

より多角的かつ具体的な目標値を設定し，これまでの一般会計等の財政指標（経常収支比率・公

債費負担比率・市税収納率・市債バランス等）に，将来負担への備えである財政基盤強化や連結

ベースの債務残高抑制などの新たな視点で設定項目を加え，｢財政構造見直し｣・｢財政基盤強

化｣・｢連結ベース債務残高抑制｣の３つの視点で構成するガイドラインとしています。 

 

ガイドラインの大分類 
 

    (1) 歳入歳出のギャップ縮小（解消）に向けた「財政構造見直し」の視点 
 
    (2) 中・長期的な追加行政需要への対処に向けた「財政基盤強化」の視点 
 
    (3) 世代間負担と将来負担を見据えた「連結ベース債務残高縮減」の視点 

 

 

 

 

 
大分類の考え方 
 

 (1) 財政構造見直しの視点 

 

 地方自治体の財政の羅針盤とも言われる経常収支比率は，悪化傾向（財政の弾力性低下）

で推移するものと想定されることから，財政の弾力性を高める取組として，歳入面での市税

や国民健康保険税の収納率の改善・維持のほか，経常収支比率の目標・個別経費である人件

費・物件費等について，財政構造を見直す視点からガイドラインを設定 

 

 (2) 財政基盤強化の視点 
 

   今後の中・長期的な将来負担への備えとなる財政基盤の強化は，年度間調整財源としての

財政調整基金をはじめ，公共建築物の維持保全などの課題に対応するための基金充実など，

財政基盤を強化する視点からガイドラインを設定 

 

 

(3) 連結ベース債務残高縮減の視点 
 

  市独自での市債バランスへの留意のほか，財政健全化法に基づく財政指標や新公会計制度

による財務諸表など，引き続き，従来の一般会計等からの視点に加え，将来負担の健全度や

財政健全化法に基づく実質公債費比率等によって連結ベースでの債務残高を縮減する視点

からガイドラインを設定 

 

(１)財政構造見直しの視点 

財政構造の弾力性 

（経常収支比率） ほか 

 (２)財政基盤強化の視点 

 基金のストック・利活用 

ほか 

(３)連結ベース債務残高縮

減の視点 

 連結ベースでの公債費 

負担の健全性 ほか 
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4 ガイドラインの設定項目から見た令和 5 年度見込み 

 (1) 財政構造見直しの視点 (2) 財政基盤強化の視点 (3) 連結ベース債務残高縮減の視点 

□ 財源確保 

（市税・国民健康保険税収納率の改

善・維持） 

ガイドライン 

⇒市税収納率 98％以上を目標・

国民健康保険税収納率 92％以上

（現年度）を目標 

 

令和 5 年度見込み 

市税収納率 98.4％ 

国保税（現年度） 93.5％ 

  

□ 基金積立て 

（前年度繰越金活用計画による財

政基盤強化（基金の充実）） 

ガイドライン 

⇒前年度決算で確保した実質収

支額の1/2の基金積立てを目標 

※予算規模×未執行率 3％程度 

 

令和 5 年度見込み 

実質収支額 30 億円程度 

基金積立て 15 億円程度 

  

□ 地方債残高 

（人口 1 人当たり地方債残高（普通会

計）） 

ガイドライン 

⇒都内類似団体の平均値以下を目標 

 

令和 5 年度見込み 

調布市 16 万円余 

類似団体平均 17 万円余 
 

☆ 財政構造 

（経常収支比率の改善） 

ガイドライン 

⇒現下の財政環境を踏まえ 90％

未満を目標  

 

 

 

 

令和 5 年度見込み 

調布市 90％未満 

□ 基金ストック・利活用 

（財政調整基金等の中・長期的な

財政基盤の強化） 

ガイドライン 

⇒各種基金のストック・利活用

を目標 

※財調🔺4.0 億円，公共🔺8.0 億円 

令和 5 年度見込み 

財政調整基金 残高 46 億円余 

公共施設基金 残高 97 億円余 

※財調の増減額には，新基金積立分

10 億円は含まない 

※当初予算で公共施設整備基金に 

1 億円を積立て 

※前年度繰越金活用による年度途中

での積立てを予定 
 

◆財政調整基金については，財政

規模，市税収入額の推移を踏ま

え，50 億円をストック目標と

する。 

◆公共施設整備基金については，

当初予算における積立てを継続

する。また，年間を通じた積立

額については，固定資産台帳に

基づいた有形固定資産の減価償

却費の一定割合（年約 41 億円

×２割以上）とする。 

◆令和 5 年度設置予定の（仮称）

市庁舎整備基金については，現

時点での概算事業費の約 4 割と 

なる 60 億円以上をストック目

標とする。 

□ 連結ベース債務残高 

（一般会計・下水道事業会計・土地開

発公社債務残高総額の縮減） 

ガイドライン 

⇒前年度決算債務残高からの縮減を

目標 

※将来負担比率算定①～③の合計 
 

令和 5 年度見込み 

5 年度末残高 503 億円余 

前年度比較 
10 億円余の 

債務残高の増 

  

☆ 定員管理 

（人口 1000 人当たり職員数の改

善） 

ガイドライン 

⇒都内類似団体の平均値以下を目

標 ※普通会計一般職職員数 

  

☆ 連結ベース公債費負担 

（実質公債費比率の改善） 

ガイドライン 

⇒国の早期健全化基準が 25％である

ものの，市独自で 5％未満を目標 

 

令和 5 年度見込み 

調布市 1％台 

前年度比較 （上昇見込み） 
 

☆ 人件費・物件費等 

（人口 1 人当たり人件費・物件費等

決算額の改善） 

ガイドライン 

⇒調布市の過去 3 か年平均値を 

基準 

  

☆ 連結ベース将来負担 

（将来負担比率の改善） 

ガイドライン 

⇒国の基準 350％であるものの，市

独自で 10％未満を目標 

 

令和 5 年度見込み 
調布市 10％未満 

前年度比較 （改善見込み） 
 

□実質単年度収支 

（実質単年度収支の改善） 

ガイドライン 

⇒複数年度における実質単年度収

支のマイナスを縮小，回避 

☆印：市町村財政比較分析（総務省）での比較対象となる指標（5 指標） 
※財政構造見直しの視点の定員管理・人件費･物件費等は，比較できないことから数値は未記入 
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5 ガイドラインの目標達成に向けた取組 
 

(1) 財政構造見直しの取組 

 各年度の予算編成（効果・効率的な予算）・執行管理（適正な執行）・決算分析（財政構造等の分析）

を踏まえた検証，監査委員からの指摘事項の改善，適正化など，財源の積極的な確保・コスト縮

減の両面から不断の見直し・改革・改善による財政構造の改善と健全性維持に取り組みます。 

  歳 入 

 
○市税・国民健康保険税の確保による収納率の改善・維持 

  ・新たな課税客体（未申告調査等）の把握・滞納整理･処分の継続 

○既存・新規を問わず財源の積極的な確保 

    ・国・都支出金をはじめとする特定財源の積極的な確保 

・各会計における収入未済額の解消 

    ・世代間負担と将来負担を見据えた市債の活用 

    ・不用不急用地を含めた保有資産の活用 

    ・受益者負担の適正化・見直し 

        ・広告料収入をはじめとする自主財源の確保 

 

   歳 出 

   
   ○経常的（臨時的）なコストの縮減 

    ・人件費（人口 1,000 人当たり職員数） 

     東京都をはじめとする他団体比較による給与構造改革や組織人員の適正化 

     アウトソーシングの導入効果の最大化 

    ・物件費の適正化 

     委託等の内容の再検証，行政の守備範囲を含めた見直し 

     民間比較による投下コストの再検証･最適化（業務委託仕様の見直し等） 

    ・扶助費の適正化 

     医療費の縮減策のほか，市単独事業の再検証・所要コスト縮減方策の実践 

    ・補助費等の適正化 

     財政援助の必要性・効果・有効性の再検証によるサンセット方式の設定 

    ・公共工事コストの最適化（維持保全手法の最適化・民間コスト比較・標準仕様の導入） 

    ・公債費の適正化（世代間負担と将来負担を見据えた市債適用・最良な資金調達の検討） 

    ・繰出金の適正化（一般会計と同様，医療費等の最適化による財源補塡的繰出金の縮減） 
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(2) 財政基盤強化（各種基金ストック・利活用）の取組 

基 金 名 称 各 種 基 金 ス ト ッ ク・利 活 用 

財政調整基金  大幅な減収影響に対する財源補完や不測の追加財政需要など

の年度間調整財源機能を有する財政調整基金は，減収影響への

備えとして，財政規模，市税収入額の推移を踏まえた基金残高

の確保を目標としていきます。 

⇒ ストック目標 50 億円 

（財政規模や市税収入を基準とした年度間調整財源の目標） 

公共施設整備基金 各種公共施設経年劣化に伴う維持保全に対応する減価償却的

なストック財源として，各年度の繰越金の活用や当初予算時点

から積立て(確保)していきます。経年劣化が進んでいる各種公共

施設の維持保全コストに対応するための財源確保として，各年

度の財政状況に応じた利活用を図ることとし，大規模な施設整

備の財源確保を目標としていきます。 

⇒ 利活用目標 

  減価償却費相当の一定割合の積立てを目標 

（有形固定資産の減価償却費の 2 割以上の積立てを目標） 

（仮称）市庁舎整備基金 

 

令和 5 年度設置予定の（仮称）市庁舎整備基金については，

現時点での概算事業費の約 4 割をストック目標とします。 

⇒ ストック目標 60 億円以上 

職員退職手当基金 平成 22 年度までの団塊世代職員の退職手当に対応すること

を当面の目標としてきましたが，今後は，その後の需要も想定

しつつ，各年度の繰越金(一般会計)や人件費縮減効果額を基金に

積み立て，中期的な退職給与引当金相当額の確保を目標として

いきます。⇒ ストック目標 5 億円 

（単年度 10 億円をレベルとした退職手当引当の目標） 

都市基盤整備事業基金 中心市街地の街づくり等を円滑に進めていくため，まちづく

り協力金や各年度の繰越金活用(一般会計)などを原資として基

金に積み立て，都市基盤整備の財源確保を目標とします。 

※今後の都市基盤整備の状況に応じた基金の目的等を併せて検討 

⇒ ストック目標 30 億円 

（都市基盤の整備にかかる経費の所要財源の目標） 

土地開発基金  土地開発基金について，今後の運用など適正化を図っていき

ます。 
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(3) 連結ベース債務残高縮減の取組 

 

  市 債 

   

 一般会計及び特別会計の市債バランス（単年度又は複数年次）に留意した世代間負担と将

来負担を見据えた健全な財政運営に取り組むこととし，地方債残高の縮減を図ります。 

 

債務負担行為 

  

 一般会計の債務負担行為については，長期債務に区分した過年度設定分の調和小学校 PFI

方式の施設等取得・施設等維持管理･運営が平成 28 年度で解消したことから，今後は，中

期債務に区分した各特別養護老人ホーム建設費などについて，毎年度の債務負担解消によっ

て，段階的な縮減を予定しており，世代間負担の公平化の視点から平準化した債務負担解消

を図っていきます。 

 また，土地開発公社の債務残高縮減に向けて，公共事業用地については，公社先行取得対

象用地の厳選とともに，早期の公有地化を前提とした債務負担行為の設定方法（2 年据置

き・元金 2 年償還）など，長期保有とならないスキームを確立しています。この取組によ

り，公共事業用地は改善が図れており，今後も継続していきます。特定事業用地については，

今後の事業の進捗状況等を見定める中で，公有地化の取組を検討していきます。 
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 今後の取組  
 

令和5年度は，新たな基本構想（令和5年度～令和12年度（令和4年12月議決））に掲げたまちの

将来像「ともに生き ともに創る 彩りのまち調布」の実現に向け，新たな基本計画に基づ

くまちづくりの初年度となります。 

新たな基本計画では， 8つの基本目標に取り組むとともに，分野別計画の施策体系の中で，

計画期間内に特に重点的に取り組むべき主要事業について，5つの重点プロジェクトとして

位置付けています。 

また，基本計画に位置付けた各施策・事業を着実に推進していくための具体的な取組であ

る「行革プラン2023」を策定し，市政経営の2つの基本的な考え方である「参加と協働の

まちづくり」と「効果的・効率的な行財政運営」を踏まえ，限りある経営資源を最大限に活

用する中で，質の高い市民サービスを将来にわたり持続的に提供することを目指すこととし

ています。 

令和5年度予算編成では，歳入の根幹である市税収入において，個人市民税では納税義

務者の増や，1人当たり課税額の増等により増と見込み，法人市民税では法人の業績が堅

調であることなどから，総体では前年度当初予算と比較して，16億2000万円余（3.5％）

の増を見込んでいます。また，主要な一般財源である各種交付金については，地方消費税

交付金の増などにより，11億2000万円余（16.5％）の増を見込んでいます。 

一方，歳出では，引き続き増加が見込まれる社会保障関係経費などの経常的経費，防災

対策，公共施設マネジメントの取組，都市基盤整備，行政のデジタル化への対応など大き

な財政需要が想定されており，各施策・事業について，優先度を踏まえた精査や経費縮減

等に取り組む必要があります。 

このため，市政の第一の責務である市民の安全・安心の確保と市民生活支援に継続的に

取り組みつつ，市政経営の基本である最少の経費で最大の効果を挙げることを目指し，コ

ストの最適化や経常経費の縮減，新たな財源確保など，より一層の行財政改革を実践し，

中長期的な展望を踏まえた持続可能な市政経営に取り組んでいきます。 

また，地方財政健全化法に基づいた健全化判断比率等について，監査委員の審査を受け，

議会への報告，市民への公表を行うとともに，市独自の財政規律である「財政規律ガイド

ライン」の3つの視点に基づく進行管理を行い，自主・自立的な目標に基づく持続可能で，

効果的・効率的な市政経営につなげていきます。 

 

 

 

１ 今後の財政需要とその対応 

 

令和5年度予算については，コロナ禍の長期化や物価高騰等の影響に伴う不透明な財政

環境の中，各施策・事業について，優先度を踏まえた精査や経費縮減等を図ることで，市

政の第一の責務である市民の安全・安心の確保や市民生活支援への継続的な取組を行う通

年予算として編成しています。 

 今後の市政経営に当たっては，引き続き，「財政規律ガイドライン」の3つの視点に基

づく進行管理を行い，持続可能な財政運営を推進します。また，各年度の実質収支（特別

会計を含む連結ベース）については，市民生活支援に活用するとともに，中長期的な財政

基盤の強化につなげていきます。 
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２ 財政の健全性維持 
 
主要な一般財源については，コロナ禍の長期化や物価高騰等の伴い，今後の社会経済状

況や景気動向等が不透明な中で，歳入の根幹である市税収入や，景気連動の各種交付金へ

の影響が懸念されます。このような財政環境の中においても，市民の安全・安心や市民生

活支援に配慮するとともに，経費縮減と歳入確保の両面からの不断の見直し・改革・改善

の実践により対処し，財政の健全性維持に努めます。 
 

 ア 計画的行財政運営の推進 

項    目 基 本 的 な 考 え 方・取 組 の 方 向 等 

□歳入確保 

 

 

 

○税制改正や税源移譲などの収納環境の変化に対応するため， 

コンビニ・モバイルレジ収納，滞納整理・自動電話催告シス

テム，ペイジー収納，アプリ，クレジットカード決済に加え，

地方税統一QRコードを活用した収納方法の拡充など納付環

境の充実に努めるとともに，SMS等を活用した早期催告な

ど，市民の利便性向上・税収の確保・収納率向上を図ります。

不納欠損については，法令等に基づく厳正な事務処理を徹底

し，併せて，収入未済額は財源確保と負担公平化の観点から，

きめ細やかな対応と積極的な収納対策を講じます。 

○広告料収入をはじめとする自主財源の確保や受益者負担の適

正化を図り歳入確保に努めます。また，企業協賛や官民協働

事業などによる歳入確保や経費縮減に取り組むほか，保有用

地の有効活用・処分などによる歳入確保を図ります。 

○国や東京都などの補助・交付金等の既存・新規を問わず，特

定財源を積極的に確保していきます。 

○使用料・手数料について，毎年度の予算編成過程における適

正化・検証に取り組みます。 

 

□積立基金の充実 

 

 

 

○公共施設マネジメントや都市基盤の整備など，今後，大きな

財政需要が想定されています。当初予算のほか，前年度繰越

金などを活用した基金積立により，将来の財政負担に備える

とともに，将来の基金残高を見据えた計画的な活用を図って

いきます。 

 

○各年度の実質収支（特別会計を含む連結ベース）については，

財政基盤の強化につなげるため，各種基金の積立てに優先的

に財源配分していきます。また，基金の安全かつ有利な運用

による運用益の確保にも取り組んでいきます。このため，毎

年度，繰越金の活用計画を作成し，計画的な財政運営を図り

ます。 

公共施設整備基金については，公共施設マネジメントの取組

などに対応していくため，当初予算での積立金の計上など，

計画的な積立てを行います。 

 

○年度間調整財源としての財政調整基金については，市税収入

等の一般財源が不足する場合に，社会保障関係や待機児童対

策など様々な課題に対応するため，活用を図ってきました。

また，財政調整基金の活用額によっては，実質単年度収支の

マイナス要因となることからも，その活用抑制に努めていき

ます。 
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項    目 基 本 的 な 考 え 方・取 組 の 方 向 等 

□財政の健全性維持 

 

 

 

○人件費・物件費等の経常的経費見直しに取り組むとともに，よ

り一層の市民満足度の向上及び効率化を促進するため，アウト

ソーシングによる経費縮減を図ります。 

 

○公共施設等総合管理計画に掲げた公共施設マネジメント等にお

ける基本方針等を踏まえ，インフラを含む公共施設等の適切な

維持管理を推進するとともに，コスト縮減を図ります。 

 

○市債及び債務負担行為については，将来世代の負担となること

から中長期的な視点からバランスに留意した対応を図ります。

市の連結ベースでの債務残高に配慮した借入れに努めるととも

に，債務残高の透明性向上に努めます。 

 

○中長期的な見通しを踏まえ，経常収支比率などの既存の各種財

政指標に数値目標を設定するとともに，地方財政健全化法に基

づく財政指標等についても，その透明性の向上とともに，今後

の財政運営に活かすこととし，調布市の実状を的確に表すこと

のできる指標づくりや情報提供に努めていきます。 

 

○経常収支比率１の見通し 
令和3年度決算   89.8％ 

令和4年度見込み 93％台  

令和5年度想定  90％未満  

 

○地方財政健全化法に基づく健全化判断比率等 

 令和3年度決算  

①実質赤字比率   － （▲13.91％） 

②連結実質赤字比率 － （▲16.20％） 

③実質公債費比率   0.7% （令和2年度0.4％） 

④将来負担比率     8.2% （令和2年度11.6％） 

 

令和4年度見込み ①②－・③同水準・④上昇 

 令和5年度想定  ①②―・③上昇 ・④改善 

 

※①：一般会計等の決算を対象とし，重複分を純計した実質赤字の標準財政

規模に対する比率。 

 ②：全会計の決算を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政

規模に対する比率。 

 ③：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に

対する比率。 

 ④：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債から，充当可能な財源を控

除した将来負担見込額の標準財政規模に対する比率。 

なお，①②④の比率については，算定結果がマイナスの場合は，「－」の

表示となります。 

 

 ＜参考＞     2年度   元年度  30年度  29年度 

実質公債費比率 0.4％   0.3％     0.5％    0.7％ 

将来負担比率  11.6％   9.7％    6.8％   0.7％ 

                            
１ 経常収支比率：市税等毎年経常的に収入する一般財源が，経常的に支出する経費にどの程度充てられているかを示す指標。 
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項    目 基 本 的 な 考 え 方・取 組 の 方 向 等 

□債権管理の推進 

 

 

 

○「調布市裁判執行債権管理ガイドブック（令和2年8月改訂）」

と「調布市自力執行債権徴収対策の基本姿勢（平成26年11月）」

に従った統一的な取扱いにより，法令に基づいた適切な債権管

理を推進します。 

○債権の管理台帳を備え，必要な情報を記録して的確に管理しま

す。 

○納付方法を前納制とするなど，未納の防止を第一に取り組んで

いきます。 

○収納体制の強化を図るため，法曹有資格者の法務専門職（任期

付職員）と連携し，市民負担の公平性を維持していきます。滞

納が長引くほど収納が困難となることから，未納の発生時には，

迅速な初期対応を図るとともに，裁判手続の利用の可能性を検

討します。 

○収納可能性に応じた能率的な管理を進めるため，収納見込みの

ない債権については，権利の放棄，不納欠損処分など，適正な

手続を経て処理します。 
 
≪参考≫裁判執行債権の時効適用区分 

 ・措置費負担金，清算返還金→地方自治法 

 ・使用料→公共物占用料を除き民法 

 ・貸付金→民法 

 

□経常経費縮減の取組 

 

○【174ページ参照】 
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イ 後年度負担への対応 

  

市債の借入れや債務負担行為の設定は，後年度負担の要因であることから，施設建設等

の世代間負担の公平化とともに，財政の硬直化を招かないよう，中長期的な視点から適切

な行財政運営に取り組んでいきます。 

地方財政健全化法の趣旨を踏まえた，連結ベースでの債務残高の透明性向上とともに，

財政規律ガイドラインに基づく市独自の財政規律を保持する中で，複数年次の視点で， 

計画的な市債の活用や債務負担行為の設定を基本とした財政運営に取り組んでいきます。 

① 市債 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□市債残高への留意 ○公共施設等整備事業については，世代間の負担公平化の観点から，市

債を借り入れています。しかし，市債償還額の増加は財政の硬直化の

原因ともなるため，市債残高等に留意した借入れに努めるほか，市債

の低利借入れなどによる償還金の軽減を図ります。 

 

 ａ 市債残高の推移（単位：百万円） 

【一般会計】

29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

3,223 4,612 3,276 3,462 2,226 3,269 3,742 4,672 4,620 4,060

3,651 3,581 3,409 3,557 3,562 3,724 3,832 3,922 3,828 3,905

元 金 3,315 3,281 3,142 3,322 3,350 3,529 3,645 3,741 3,647 3,721

利 子 336 300 267 235 212 195 186 181 181 184

39,484 40,815 40,950 41,090 39,966 39,706 39,803 40,734 41,707 42,046

【下水道会計】

7,007 7,049 7,043 7,239 7,126 8,040 9,627 10,637 11,310 11,964

【合計】

46,491 47,865 47,993 48,329 47,092 47,746 49,430 51,371 53,017 54,010

区　分

※一般会計における借入額は，令和3年度以前は決算額・4年度以降は現時点での見込額です。

残 高

残 高

借 入 額

償 還 金

残 高
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各会計別市債残高の推移

下水道

一般会計
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② 債務負担行為 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□債務負担行為残高へ

の留意 

○２か年以上にわたる建設事業等については，次年度以降の支出分（債務）

を債務負担行為として定めています。市債と同様，後年度の負担となる

ことから，その動向には十分留意していきます。 

○地方財政健全化法の趣旨を踏まえ，連結ベースでの債務残高の透明性向

上とともに，財政規律を保持する中での設定に努めていきます。 

ａ 債務負担行為残高の推移（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 公共建築物の維持保全 
 

既存の公共建築物は，通常の維持管理経費のほか，市民の皆さんに安全・快適に施設を

御利用いただくための施設の改修などの維持保全経費が必要です。そのため，改修工事等

のコスト縮減策を講じながら，必要に応じた施設の維持保全に努めます。 

また，公共施設等総合管理計画や公共施設マネジメント計画を踏まえた，計画的な維持

保全により，中・長期的に公共建築物の維持保全を推進するとともに，ランニングコスト

縮減の視点も含めて，公共施設の適切な維持管理の推進に取り組みます。 
 

 ア 公共建築物の維持保全 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□公共建築物の 

維持保全 

○公共建築物の維持保全に向けた基本的な考え方や整備の方針等を定め

た公共施設マネジメント計画に基づき，計画的な維持保全を進めます。 

○維持保全の財源については，財政負担の平準化を図る観点から，公共施

設整備基金を活用していきます。この財源確保として，当初予算での積

立てや前年度繰越金の活用などにより，基金の充実を図ります。 

※道路・下水道等のインフラについても，計画的な維持保全に取り組んでいます。

【一般会計】

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

192 363 2,806 718 2,313

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 42 44 44 44 44 44 44 44

小 中 学 校 空 調 設 備 賃 貸 借 63 63 16

国 領 駅 東 地 区 整 備 事 業

税 総 合 シ ス テ ム 事 業 85 255 256 256 256 171

市 庁 舎 免 震 改 修 事 業 1,062 1,058

調 布 駅 北 上 屋 整 備 事 業 345

ス タ ジ ア ム 前 歩 道 橋 整 備 事 業 215

市 庁 舎 免 震 改 修 事 業 （ 追 加 分 ） 50

多 摩 川 市 民 広 場 整 備 事 業 198

総 合 体 育 館 整 備 事 業 165

文 化 会 館 た づ く り 施 設 整 備 事 業 295

文 化 会 館 た づ く り 空 調 等 整 備 事 業 226 246 246 246 246

消 防 団 機 械 器 具 置 場 整 備 事 業 48

文化会館たづくり非常用電源設備整備事業 28

国領７丁目障害者施設開設準備事業 299

子 ど も 発 達 セ ン タ ー 設 備 改 修 事 業 64

調 和 小 学 校 空 調 設 備 賃 貸 借 9 35 35 35

調 布 駅 前 広 場 整 備 事 業 567 1,004

調 布 駅 前 広 場 南 側 上 屋 整 備 事 業 181

調 布 駅 広 場 口 整 備 事 業 250

都市計画道路3・4・28 号線整備事業 310

小 計 1,814 1,470 678 897 918 1,805 1,330 326

2,957 1,849 3,977 3,807 5,202 3,397 2,067 1,742

【用地会計】

2,034 2,102 2,240 1,021 574 458 195 0

【下水道会計】

169 43 1,663 1,360 734 1 0 0

【債務負担行為残高合計】

5,160 3,994 7,879 6,188 6,511 3,857 2,262 1,742

区　分

新　規　追　加　分

　
債
務
負
担
解
消
額

各 年 度 末 残 高

各 年 度 末 残 高

各 年 度 末 残 高

各 年 度 末 残 高
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４  財政運営の自律性向上 
 

 

1 個性豊かな地域社会や地方分権型社会を築いていくため，行財政運営の全般にわたる

自律性の向上が求められています。市の財政状況は，健全性を維持しているものの，ま

ちの大きな変革期にある中，様々な財政需要から厳しさは継続しており，財政構造の見

直しと財政基盤の強化は不可欠な状況です。また，国内の社会経済状況においては，コ

ロナ禍の長期化や物価高騰等の影響により，感染状況に加え，景気の見通しは今なお先

行きが不透明な状況であることから，今後の市税収入や景気連動の各種交付金への影響

が懸念されます。 

他方，社会保障制度等の改正，税制改正など，市の財政を取り巻く環境の変化につい

ては，引き続き注視するとともに，地方自治の立場から，あらゆる機会を通じて自治体

としての意見表明を行っていきます。 
 

２ 令和5年度予算編成においては，コロナ禍の長期化や物価高騰等により，市税収入や

景気連動の各種交付金への影響が懸念される中で，市政の第一の責務である市民の安

全・安心の確保と市民生活支援の取組を継続するとともに，新たな基本構想に掲げたま

ちの将来像「ともに生き ともに創る 彩りのまち調布」の実現に向け，新たな基本計

画に基づくまちづくりに取り組むため，第1に「次期総合計画の策定及び財政フレーム

の作成と併行した複数年次の視点での予算編成」，第2に「コロナ禍が長期化する中，市

民の安全・安心の確保と市民生活支援への継続的な取組」，第3に「財政の健全性を維持

しながら様々な財政需要に対応するため，あらゆる角度からの歳入確保と経費縮減の取

組」の3点を基本姿勢として，予算編成を行いました。 

今後，さらに予算編成の改革・改善に取り組むとともに，行政評価に基づく事務事業

の見直し・改革・改善を実践することとし，計画・行革・予算の一体的な取組により，

行政全体における財政運営の一層の自律性・規律の向上を目指していきます。 

 

3 また，予算編成や予算執行における法令遵守の徹底や，従来の一般会計等の市債や債

務負担行為に留意した財政運営はもとより，固定資産台帳に基づいた有形固定資産の減

価償却費の一定割合の基金積立てなど，新たな財政規律を確立するとともに，地方財政

健全化法を踏まえた，連結ベースでの債務残高(市民の将来負担)の縮減・透明性の向上に

も取り組んでいきます。 

引き続き増加が見込まれる社会保障関係経費や防災対策，公共施設マネジメントの取

組，都市基盤整備，行政のデジタル化への対応など，市政の重要課題に対処していくた

め，各施策・事業について，優先度を踏まえた精査や経費縮減等に取り組むことで，市

政の第一の責務としての市民の安全・安心の確保と市民生活支援の取組を継続します。 
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ア 国・都の地方財政改革等への対応 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□国・都への意見・要望

の発信 

○国の政策展開により，税制改正や補助金・交付金の見直しがあるこ

とから，なお今後の動向に注視していく必要があります。 

○また，東京都では２０４０年代に目指す東京の姿「ビジョン」と，

その実現のために２０３０年代に向けて取り組むべき「戦略」を示

した「未来の東京」戦略ビジョンを策定し，２０３０年に向けた 

２０の戦略の一つに「多摩・島しょの振興戦略」を掲げています。 

○調布市においても，税制改正や時限的な補助・交付金など，市の財

政に影響が生じる内容については，国及び東京都に積極的な意見・

要望を発信していきます。 

 

イ 予算編成方式の改善 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□予算編成方式の改善 ○総合調整型の予算編成によって，全庁各部課とのヒアリングを通じ

た歳入歳出両面からの最適化を図りました。今後も事務事業の見直

しや前年度決算の振返りによる事業費の精査，財源の確保など，よ

り効果的かつ効率的な予算編成手法を確立していきます。 

 

ウ 財政規律の向上 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□適切な予算執行 ○予算の支出に当たっては，法令等の遵守はもとより，議会，監査委

員からの指摘等への的確な対応とともに，事務事業評価結果や支出

効果を十分に踏まえた執行管理の徹底に努めます。特に，公金管理

のさらなる適正化に取り組むため，チェック体制の強化を図ります。 

 

□地方財政健全化法へ

の対応 

○地方財政健全化法に基づく４指標とともに，経常収支比率等の従来

の財政指標をもとに，市独自の財政規律を保持し，これまで以上に

連結ベースでの財政構造の改善に取り組んでいきます。また，世代

間負担の公平化と将来負担の在り方を検証しながら，債務残高の縮

減とともに，透明性の向上にも努めていきます。 

○引き続き，健全化指標として定められた４指標についても市民の皆

さんにより分かりやすい財政情報をお知らせします。 

 

□統一的な基準に基づ

く財務書類等の作成 

○平成 27年 1月に総務省から，全ての地方自治体に対して，固定資

産台帳の整備と発生主義・複式簿記の導入を前提とした，統一的な

基準による財務書類等の作成・公表を行うよう要請がありました。 

○市では平成 28 年度決算より統一的な基準による財務書類等の作

成・公表を行っていますが，令和 5年度は，引き続き統一的な基準

による令和 4年度決算に係る財務書類等の作成・公表を行い，市民

の皆さんに分かりやすく財政情報をお知らせします。 

○今後も，行革プラン 2023「財政規律ガイドラインに基づく財政運

営」に基づき，財務書類の検証を行っていきます。 

 

エ その他 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□土地開発公社・定額運

用基金（土地開発基金）の

適正化 

 

○土地開発公社について，現行ルールに従い適切に運用していきます。 

○土地開発基金について，今後の運用など適正化を図っていきます。 
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Ⅶ 特別会計の状況 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

１ 国民健康保険事業特別会計 

 

 

 

 

2 用地特別会計 

 

 

 

 

3 介護保険事業特別会計 

 

 

 

 

 

 

4 後期高齢者医療特別会計 

 

 

 

 

 

調布市には，一般会計及び公営企業会計（下水道事業）のほかに4つの特別会計

（国民健康保険事業・用地・介護保険事業・後期高齢者医療）があり，各会計間の均衡を

保ち，一般会計と同一の基調を基本として予算を編成しています。  
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１ 国民健康保険事業特別会計 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％）

国民健康保険事業は，平成 30 年４月から東京都が市区町村と共同保険者となり，財

政運営の責任主体を担う制度として運営しています。 

令和５年度の予算総額は，223 億 5000 万円余となり，前年度比 5 億 1000 万円

余，2.4％の増となっています。 

歳入では，国民健康保険税について，国保財政健全化計画に基づく改定率５％規模の

税率改定等により，前年度比約 2 億 2000 万円の増となっています。 

歳出では，被保険者数は減少傾向にあるものの，被保険者の高齢化，医療の高度化等

による医療費の増を見込み，保険給付費は前年度比 2000 万円余の増，国民健康保険事

業費納付金は前年度比 4 億 6000 万円余の増となっています。 

この結果，一般会計からの繰入金総額は，前年度比 1 億 7000 万円余の増となってい

ます。 

今後も，財政の健全化を図っていくため，東京都国民健康保険運営方針に則り，国保

財政健全化計画及びデータヘルス計画による取組を推進し，国民皆保険体制の堅持に努

めていきます。 

５  年  度 ４  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　  入 2 2 ,3 5 6 2 1 ,8 4 0 5 1 6 1 0 0 .0 2 .4

5 国 民 健 康 保 険 税 4 ,4 9 9 4 ,2 7 9 2 2 0 2 0 .1 5 .1

1 5 国 庫 支 出 金 0 .7 0 .0 0 1 0 .7 0 .0 著 増

2 5 都 支 出 金 1 4 ,2 7 8 1 4 ,1 5 9 1 1 9 6 3 .9 0 .8

4 0 繰 入 金 3 ,5 5 7 3 ,3 8 1 1 7 6 1 5 .9 5 .2

4 5 繰 越 金 0 .0 0 1 0 .0 0 1 0 0 .0 0 .0

5 0 諸 収 入 2 2 2 2 ▲  0 .0 0 1 0 .1 微 減

５  年  度 ４  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　   出 2 2 ,3 5 6 2 1 ,8 4 0 5 1 6 1 0 0 .0 2 .4

5 総 務 費 2 8 5 2 5 4 3 0 1 .3 1 1 .8

1 0 保 険 給 付 費 1 4 ,1 0 5 1 4 ,0 8 4 2 1 6 3 .1 0 .1

1 9 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 7 ,6 7 3 7 ,2 1 0 4 6 3 3 4 .3 6 .4

2 5 保 健 事 業 費 2 5 1 2 5 0 2 1 .1 0 .6

3 5 公 債 費 0 .1 0 .1 0 0 .0 0 .0

4 0 諸 支 出 金 3 6 3 6 0 0 .2 0 .0

9 0 予 備 費 5 5 0 0 .0 0 .0

区 　 　 　 　 　 分

区 　 　 　 　 　 分
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年 度 医 療 費

2 9 年 度 3 1 2 ,5 1 6

3 0 年 度 3 1 6 ,2 3 4

元 年 度 3 2 8 ,6 2 4

2 年 度 3 2 4 ,0 5 2

3 年 度 3 4 4 ,3 4 9

4 年 度 3 7 3 ,5 4 9

5 年 度 3 8 4 ,4 1 7

※ 令 和 3 年 度 ま で は 決 算 額 ， 令 和 4 ・ 令 和

5 年 度 は 見 込 額

※ 一 般 ・ 退 職 被 保 険 者 の 数 値 を 合 算 し て

算 出 （ 平 成 2 7 年 度 以 降 退 職 の 新 規 適 用 な

し ）

②国民健康保険被保険者数の推移（単位：人，世帯）

当 初 予 算 額

世      帯 人      口 世      帯 被 保 険 者 世    帯 被 保 険 者
　 (単 位 ： 百 万 円 ）

元 年 度 1 2 0 ,1 4 1 2 3 6 ,7 5 1 3 2 ,3 5 6 4 6 ,6 1 6 2 6 .9 % 1 9 .7 % 2 1 ,2 2 2

2 年 度 1 2 1 ,2 4 5 2 3 7 ,7 3 6 3 2 ,1 1 3 4 5 ,8 7 1 2 6 .5 % 1 9 .3 % 2 1 ,1 0 3

3 年 度 1 2 1 ,9 7 5 2 3 8 ,1 7 0 3 1 ,8 1 2 4 5 ,1 6 9 2 6 .1 % 1 9 .0 % 2 1 ,1 9 0

4 年 度 1 2 1 ,7 8 3 2 3 7 ,9 3 9 3 1 ,5 1 4 4 4 ,0 0 7 2 5 .9 % 1 8 .5 % 2 1 ,8 4 0

5 年 度 1 2 2 ,5 8 5 2 3 8 ,5 0 5 3 1 ,2 1 8 4 2 ,7 6 2 2 5 .5 % 1 7 .9 % 2 2 ,3 5 6

※ 市 全 体 の 世 帯 及 び 人 口 は 各 年 度 3 月 ～ 2 月 の 年 度 平 均 値 （ 令 和 4 ･令 和 5 年 度 は 1 月 １ 日 現 在 ） 。 国 民 健 康

保 険 に お け る 世 帯 及 び 被 保 険 者 は 各 年 度 3 月 ～ 2 月 の 年 度 平 均 値 （ 令 和 4 ･令 和 5 年 度 は 見 込 み ） 。

加 入 者 割 合
区 　 分

市 　 　 　 全 　 　 　 体 国 民 健 康 保 険

 

 

③一人当たり年間医療費の推移（単位：円） 
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２ 用地特別会計 
 

１ 令和５年度の用地特別会計の歳入歳出予算総額は10億3000万円余となり，前

年度と比較して約１億円の減となっています。主な要因としては，公共事業用地の

買戻しの減などが挙げられます。令和5年度の予算では，土地開発公社が先行取得

した都市計画道路及び生活道路用地の買戻しに係る買収費などを計上しておりま

す。 

２ 新たに土地開発公社が公共事業用地を先行取得するため，債務負担行為の限度額

を定めています。令和5年度用地特別会計における債務負担行為限度額としては，

公共事業用地（生活道路，都市計画道路）の先行取得分として，3億9000万円を

設定しています。また，金融機関に対する債務保証として，公社が公共事業用地，

代替地等を取得する事業資金及び保有している代替地等に係る債務について，限度

額を設定しています。 

 

 

 

①歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％） 

5  年  度 4  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　  入 1 ,0 3 8 1 ,1 3 8 ▲  1 0 0 1 0 0 .0 ▲  8 .8

5 財 産 収 入 1 ,0 2 8 1 ,1 1 8 ▲  9 0 9 9 .0 ▲  8 .1

1 0 繰 入 金 1 0 2 0 ▲  9 1 .0 ▲  4 7 .6

1 5 繰 越 金 0 .0 0 1 0 .0 0 1 0 0 .0 0 .0

5  年  度 4  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳  　 出 1 ,0 3 8 1 ,1 3 8 ▲  1 0 0 1 0 0 .0 ▲  8 .8

5 用 地 費 1 ,0 3 8 1 ,1 3 8 ▲  1 0 0 1 0 0 .0 ▲  8 .7

1 0 繰 出 金 0 .0 5 0 .0 8 ▲  0 .0 3 0 .0 ▲  3 8 .6

区 　 　 　 　 　 分

区 　 　 　 　 　 分

 

②債務負担行為の状況（単位：百万円，％） 

 

 

公 共 事 業 用 地 債 務 負 担 行 為

面 積 ㎡ 5 年 度 面 積 ㎡ 4 年 度 増 減 額 増 減 率

7 6 5 3 9 0 7 0 3 3 0 0 9 0 3 0 .0

生 活 道 路 等 用 地 6 8 0 2 8 0 6 9 9 2 8 0

都 市 計 画 道 路 用 地 8 5 1 1 0 4 2 0

  区  　 　 　    分

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業
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調布市土地開発公社債務残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☑今後の調布市土地開発公社の利活用 

項    目 取  組  の  方  向  等 

□公共事業用地先行取得枠

の厳選・計画的な公有地化

（利活用） 

○市債と同様，後年度の負担となることから，その動向には十分留意

していきます。 

○東京都との協議・調整を踏まえ，一般会計による取得を計画的に実

施し，連結ベースでの債務残高の透明性の向上及び土地開発公社

経営健全化をより一層促進させていきます。  

 

公共事業用地の計画的な公有地化・段階的な

代替地等の公有地化によって，平成 24 年度

と比較して約 33 億円の債務残高を縮減 

⇒引き続き，連結ベースでの債務残高を見据

えてコントロールしていきます。 

【 土 地 開 発 公 社 債 務 残 高 の 推 移 】 （ 単 位 ： 百 万 円 ）

2 4 年 度 2 5 年 度 2 6 年 度 2 7 年 度 2 8 年 度 2 9 年 度 3 0 年 度 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度

4 0 6 1 7 1 2 1 1 0 3 5 3 8 7 2 2 6 1 5 8 1 3 7 9 1 3 6 8 1 6 9 3 9 0

2 8 5 7 7 5 8 3 2 4 9 2 2 1 1 2 2 6 6 2 5 7 2 2 2 3 0 1 ,3 8 7 8 3 7

買 戻 し 2 8 5 7 7 5 8 3 2 4 9 2 2 1 1 2 2 6 6 2 5 7 2 2 2 3 0 1 ,3 8 7 8 3 7

8 4 4 9 3 7 3 7 5 2 2 9 5 4 6 1 ,2 5 7 1 ,8 4 5 2 ,0 3 4 2 ,1 0 2 2 ,2 4 0 1 ,0 2 1 5 7 4

2 4 年 度 2 5 年 度 2 6 年 度 2 7 年 度 2 8 年 度 2 9 年 度 3 0 年 度 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度

1 3 1 1 4 9 9 1 2 1 0 1 0 1 0 9 7 5 6 1 1 2 4

5 6 9 0 1 3 2 0 0 0 1 1 4 7 4 1 0 0 6 8 3 8 9 1 9 1

売 払 い 5 6 9 0 1 3 2 0 0 0 1 1 4 7 4 1 0 0 6 8 3 8 9 1 9 1

1 ,3 3 1 1 ,3 4 2 1 ,7 0 8 1 ,7 2 1 1 ,7 3 1 1 ,7 4 1 1 ,7 4 0 1 ,2 7 6 1 ,1 8 3 5 5 6 5 7 9 3 9 1

2 4 年 度 2 5 年 度 2 6 年 度 2 7 年 度 2 8 年 度 2 9 年 度 3 0 年 度 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度

2 ,1 0 2 2 ,1 2 5 7 3 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 ,2 7 6 4 ,4 0 3 2 ,8 1 7 1 ,9 5 0 2 ,2 7 7 2 ,9 9 8 3 ,5 8 5 3 ,3 0 9 3 ,2 8 5 2 ,7 9 6 1 ,6 0 0 9 6 5

2 ,1 7 4 2 ,2 7 8 2 ,0 8 3 1 ,9 5 0 2 ,2 7 7 2 ,9 9 8 3 ,5 8 5 3 ,3 0 9 3 ,2 8 5 2 ,7 9 6 1 ,6 0 0 9 6 5

公 共 事 業 用 地 ： 用 地 会 計 の 債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 道 路 用 地 や 公 遊 園 用 地 等 の 先 行 取 得

代 替 地 等 　 　 ： 用 地 会 計 の 債 務 保 証 に 基 づ く 代 替 地 等 の 公 社 独 自 取 得 債 務 合 計 ▲  3 ,3 1 1

生 活 再 建 救 済 ： 用 地 会 計 の 債 務 保 証 に 基 づ く 東 京 外 郭 環 状 道 路 関 連 の 国 土 交 通 省 の 代 理 取 得 う ち ａ +ｂ ▲  1 ,2 0 9

R 5 増 減 分 ▲  6 3 5

R 5 年 度 と H 2 4 年 度 比 較

公

共

事

業

用

地

代

替

地

等

生

活

再

建

債 務 合 計 a +b +c

区 　 分

増 加 額

減 少 額

債 務 残 高 b

区 　 分

増 加 額

減 少 額

債 務 残 高 a

う ち 残 高 a+b

区 　 分

債 務 残 高 c
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３ 介護保険事業特別会計 
 

 

 

 

 

 

 

 

①歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％） 

５  年  度 4  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　  入 1 6 ,5 8 4 1 6 ,7 1 1 ▲  1 2 7 1 0 0 .0 ▲  0 .8

5 保 険 料 3 ,6 5 0 3 ,6 2 3 2 7 2 2 .0 0 .8

1 5 国 庫 支 出 金 3 ,6 8 9 3 ,7 7 1 ▲  8 1 2 2 .3 ▲  2 .1

2 0 支 払 基 金 交 付 金 4 ,3 3 1 4 ,2 9 1 4 0 2 6 .1 0 .9

2 5 都 支 出 金 2 ,3 4 4 2 ,3 9 7 ▲  5 3 1 4 .1 ▲  2 .2

3 0 財 産 収 入 1 1 0 0 .0 0 .0

3 5 繰 入 金 2 ,5 6 9 2 ,6 2 9 ▲  6 0 1 5 .5 ▲  2 .3

4 0 繰 越 金 0 .0 0 1 0 .0 0 1 0 0 .0 0 .0

4 5 諸 収 入 0 .0 0 .1 ▲  0 .0 3 0 .0 ▲  4 3 .5

５  年  度 4  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　   出 1 6 ,5 8 4 1 6 ,7 1 1 ▲  1 2 7 1 0 0 .0 ▲  0 .8

5 総 務 費 3 7 9 3 8 3 ▲  4 2 .3 ▲  0 .9

1 0 保 険 給 付 費 1 5 ,5 3 0 1 5 ,3 5 0 1 8 0 9 3 .6 1 .2

1 2 地 域 支 援 事 業 費 5 2 8 9 2 7 ▲  3 9 8 3 .2 ▲  4 3 .0

2 5 基 金 積 立 金 5 9 4 2 1 7 0 .4 4 0 .2

3 0 諸 支 出 金 8 6 8 7 8 0 .5 9 1 7 .9

9 0 予 備 費 1 1 0 0 .0 0 .0

区 　 　 　 　 　 分

区 　 　 　 　 　 分

 

 

②介護保険料の調布市独自減額制度の概要 

 災害等による法定減免の他に実施する，低収入者に対する調布市独自減額制度（平成18年4月施行 令和5年度まで延長） 

区     分 内      容 

 ア 対象者及び基準 ○第2段階・第３段階に該当し，次に掲げる基準に該当する方を対象とします。 

① 世帯の前年収入が１人世帯の場合150万円以下（世帯員１人増す毎に50万円加算） 

② 世帯の預貯金額が１人世帯の場合350万円以下（世帯員１人増す毎に100万円加算） 

③ 全ての世帯員が生活の本拠となる住宅以外に不動産を所有していないこと（ただし， 

   介護保険施設等に入所している方が入所前の居住地に所有している住宅は除く） 

④ 市町村民税課税者の同一生計配偶者及び扶養親族のいずれにもなっていないこと 

⑤ 市町村民税課税者の医療保険の被扶養者になっていないこと 

 イ 減額対象期間 ○申請された日において未到来の納期に係るもの。７月末日までに申請した場合当該年度の 

保険料の全額。 

 ウ 減額する金額 ○第2段階・第３段階保険料を，第1段階保険料に減額。 

 令和５年度は，第８期高齢者総合計画（令和３年度～令和５年度）の最終年度です。 

 令和５年度の介護保険事業特別会計では，介護サービス受給者の増加に伴う給付費の

増などを見込んだ一方，令和５年度からの重層的支援体制整備事業の実施に伴い，地域

包括支援センター運営費など対象事業費を一般会計へ移行した結果，予算総額 165 億

8000 万円余となり，前年度と比較して 1 億 2000 万円余，0.8％の減となりました。 

 今後も，介護サービスを必要とする方に適切なサービスが提供されるよう，介護保険

制度の円滑・適正な運営に取り組んでまいります。 
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       区         分 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度

認 定 者 数 1 0 ,4 8 4 1 0 ,6 1 2 1 0 ,9 8 9 1 1 ,2 2 2 1 1 ,3 1 6

要 介 護 ５ 9 2 0 8 6 6 8 7 0 9 0 4 9 5 5

要 介 護 ４ 1 ,2 1 8 1 ,2 9 8 1 ,3 4 6 1 ,3 8 7 1 ,3 1 4

要 介 護 ３ 1 ,1 7 7 1 ,1 9 7 1 ,3 2 8 1 ,3 8 0 1 ,2 6 3

要 介 護 ２ 1 ,6 3 5 1 ,6 7 5 1 ,6 9 3 1 ,7 8 8 1 ,8 6 1

要 介 護 １ 1 ,9 0 8 1 ,8 9 9 1 ,9 7 0 2 ,0 0 0 2 ,1 1 1

要 支 援 ２ 1 ,6 8 4 1 ,6 9 3 1 ,7 3 0 1 ,7 6 5 1 ,8 6 1

要 支 援 １ 1 ,9 4 2 1 ,9 8 4 2 ,0 5 2 1 ,9 9 8 1 ,9 5 1

       区         分 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度

サ ー ビ ス 受 給 者 数 8 ,2 1 5 8 ,2 0 0 8 ,5 4 7 8 ,8 7 3 9 ,3 6 9

居 宅 サ ー ビ ス 6 ,1 2 5 6 ,1 7 7 6 ,4 4 8 6 ,7 5 9 6 ,8 1 6

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 8 7 4 8 2 9 8 8 3 9 0 0 1 ,2 0 6

施 設 サ ー ビ ス 1 ,2 1 6 1 ,1 9 4 1 ,2 1 6 1 ,2 1 4 1 ,3 4 7

※ 令 和 元 ～ 3 年 度 は ３ 月 末 ， 令 和 4 年 度 は 1 2 月 末 の 状 況 報 告 の 人 数 ， 令 和 5 年 度 は 第 8 期 高 齢 者 総 合 計 画 の 計 画 値

※ 令 和 元 ～ 3 年 度 は ３ 月 末 ， 令 和 4 年 度 は 1 2 月 末 の 状 況 報 告 の 人 数 ， 令 和 5 年 度 は 第 8 期 高 齢 者 総 合 計 画 の 計 画 値

③介護保険認定者数等の推移（単位：人） 

 

 

 

（人） 
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４ 後期高齢者医療特別会計 
   
後期高齢者医療制度は，広域連合が保険料の賦課や医療費の給付等を行い，市区町村が窓

口業務や保険料徴収等を行うという役割分担から，市の後期高齢者医療特別会計は，主な歳

入が保険料と一般会計からの繰入金，主な歳出が広域連合納付金という構成となっています。 

令和 5 年度の後期高齢者医療特別会計は，予算総額 60 億 1000 万円余で，前年度比 

3 億 2000 万円余，5.8％の増となっています。歳入では，後期高齢者医療保険料について，

被保険者数の増加などにより，前年度比 2 億 4000 万円余の増を見込んでいます。一方，

歳出では，広域連合納付金について，保険料等負担金や療養給付費負担金の増などにより，

前年度比 3 億 2000 万円余の増を見込んでいます。 

保健事業では，健康診査や歯科健康診査のほか，高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施を推進し，フレイルの予防を図りながら，高齢者の健康寿命の延伸，生活の質の向上に

取り組みます。 

 

歳入歳出予算の状況（単位：百万円，％） 

5  年  度 4  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　  入 6 ,0 1 7 5 ,6 8 9 3 2 8 1 0 0 .0 5 .8

5 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3 ,1 7 0 2 ,9 2 9 2 4 1 5 2 .7 8 .2

1 0 使 用 料 及 び 手 数 料 0 .0 0 1 0 .0 0 1 0 0 .0 0 .0

1 5 繰 入 金 2 ,6 7 3 2 ,5 9 1 8 2 4 4 .4 3 .2

2 0 繰 越 金 0 .0 0 1 0 .0 0 1 0 0 .0 0 .0

2 5 諸 収 入 1 7 4 1 6 9 5 2 .9 3 .1

5  年  度 4  年  度 増  減  額 構  成  比 増  減  率

歳 　   出 6 ,0 1 7 5 ,6 8 9 3 2 8 1 0 0 .0 5 .8

5 総 務 費 7 9 9 6 ▲  1 7 1 .3 ▲  1 7 .4

7 保 険 給 付 費 8 2 6 9 1 4 1 .4 1 9 .7

1 0 広 域 連 合 納 付 金 5 ,6 3 8 5 ,3 1 3 3 2 5 9 3 .7 6 .1

1 5 保 健 事 業 費 2 1 1 2 0 5 6 3 .5 2 .7

2 0 諸 支 出 金 7 6 1 0 .1 1 4 .9

9 0 予 備 費 0 .5 0 .5 0 0 .0 0 .0

区 　 　 　 　 　 分

区 　 　 　 　 　 分
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○ 令和５年度後期高齢者医療制度の概要 

 

1 制度 ・平成 20 年 4 月から老人保健制度に替わり，新たに後期高齢者

医療制度が開始しました。 

2 運営主体 ・東京都後期高齢者医療広域連合（地方自治法に基づく特別地方

公共団体。以下「広域連合」という。）です。 

3 業務分担 ・広域連合 ▼  資格管理，保険料賦課，医療費給付，財政運営 

・調布市 ▼  窓口業務，保険料徴収，健診事業 

４ 対象者 ・75 歳以上の方（一定障害のある方は 65 歳以上）です。 

５ 給付内容 ・現物給付（医科，歯科，調剤），現金支給（柔道整復，治療 

用装具），葬祭費，高額療養費，高額介護合算療養費，入院時 

食事療養費，訪問看護療養費等 

６ 保険料 (1) 保険料（令和 4・5 年度） 

▼  均等割額 46,400 円，所得割率 9.49％ 

(2) 算定賦課単位 ▼  個人単位 

(3) 徴収方法 ▼  徴収の対象となる年金の年額が 18 万円以上の方

は年金から特別徴収（天引き）されます。ただし，１回の天引

きで，介護保険料と合わせた保険料額が，支給される年金額の

1/2 を超える場合等には，口座振替等による普通徴収となりま

す。 

(4) 徴収した保険料 ▼  徴収した保険料は広域連合に納付します。 

(5) 低所得者の軽減措置 ▼  世帯の所得に応じ，保険料の均等割額

が軽減されます。 

(6) 被用者保険の被扶養者への措置 ▼  被用者保険の被扶養者で保

険料を負担していなかった方は，軽減されます。 

7 患者負担割合 ・1 割，2 割又は 3 割（2 割は令和 4 年 10 月から導入） 

8 財源構成 医療費の自己負担分を除く財源構成は下記のとおり 

・公費 ▼約 5 割（国 4/6・都道府県 1/6・市町村 1/6） 

・後期高齢者支援金（国保・被用者保険） ▼約 4 割 

・被保険者の保険料 ▼約 1 割 

9 区市町村によ

る保険料負担

軽減措置 

 

・令和 4 年度に引き続き令和 5 年度についても，保険料の負担軽

減を図るため，62 区市町村は一般財源（令和 5 年度の調布市の

負担は 1 億 4000 万円余）をもって財源補てんすることとしま

した。 

10 保険料率の

改定 

 

 

 

 

 

 

・広域連合は２年に１回の保険料率等の改定を行いますが，区市

町村による負担軽減を踏まえ，令和４・５年度の保険料率等は下

記のとおりとなっています。 
 

 令和 4・5 年度 令和 2・3 年度 増減 

均等割額 46,400 円 44,100 円 2,300 円増 

所得割率 9.49％ 8.72％ 0.77 ポイント増 

限度額 66 万円 64 万円 2 万円増 
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Ⅷ 公営企業会計の状況 
 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

１ 下水道事業会計 

 

 

 

 

 

 

下水道事業は，中長期的な視点に立った経営基盤の強化及び財政マネジメント

の向上を図るため，令和２年度から地方公営企業法を適用し公営企業会計に移

行しました。発生主義・複式簿記による会計処理となることから，これまでの

現金の動きに着目する歳入歳出予算から，「収益的収入及び支出」「資本的収

入及び支出」の２本立ての予算となっています。 

-149-



 

１ 下水道事業会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度の収益的支出と資本的支出を合計した予算規模は68億8000万円余

となり，自然流下化工事費，調布都市計画道路３・４・１１号線（佐須街道）整
備に係る都道共同工事下水道施設建設負担金の増等により，前年度と比較して 
5億6000万円余の増となっています。 

令和２年度に策定した，下水道分野のマスタープランである調布市下水道ビジ
ョン（計画期間：令和3年度～令和12年度）に基づき，基本理念「環境とくらし
を守る下水道」を将来世代へとつないでいくため，限られた経営資源を有効活用
し，着実に取組を進めていきます。 

＜令和５年度の主な取組＞ 
（１）浸水対策 

令和元年台風第19号の再度災害防止に向け，調布市下水道浸水被害軽減総合計画（令

和４年度策定）に基づき，狛江市と連携し，大規模ポンプ施設設置等の対策工事に関す

る基本設計等を行います。 

また，市内全域を対象とした総合的な浸水対策を講じるため，雨水管理に関する総合

計画（令和７年度策定予定）の策定に向け，調査・検討を進めます。 

 

（２）地震対策 
調布市下水道地震対策に関する基本方針（平成３０年度策定）で“重要な幹線等”と

位置付けた小口径管路の耐震診断を引き続き行います。 

また，中・大口径管路の地震対策の手法の検討や“重要な幹線等”と定めた管路以外

の管路の地震対策の優先順位等を整理するため，地震対策に関する実施方針を策定しま

す。 

 

（３）老朽化・劣化対策 
不具合が生じる前に対応する予防保全型の維持管理の取組として，調布市下水道スト

ックマネジメント計画（令和２年度策定）に基づき，管路の劣化状況の点検，補修・改

築やマンホール蓋の交換工事を引き続き行います。 

また，予防保全型の維持管理への転換を進めて行くため，管路の維持管理業務の一部

への包括的民間委託（複数業務を一括して複数年度契約する公民連携手法）の導入に向

けた取組を推進します。 

 

（４）自然流下化事業 
令和３年度から工事に着手した仙川汚水中継ポンプ場の自然流下化事業（ポンプによ 

る圧送から管路新設による自然流下方式への切替に向けた事業）について，令和６年度

の工事完了に向け，ミニシールド工法や推進工法によるトンネル掘削を開始します。 

 

（５）財務マネジメント 
持続可能な下水道事業経営を目指し，中長期的な収支見通しを踏まえた事業費の平準

化や財源確保に向けた検討など，調布市下水道ビジョンで定めた投資・財政計画の再検

証（令和７年度改定予定）に着手します。 
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①主要事業概要（「Ⅴ 主要事業概要」の内容を再掲）（単位：千円）  

№ 下水道課

拡充 ５年度 100,268

４年度 48,745

　増　減 51,523

財 国・都

源 市　債

＜収益的支出＞（項１営業費用　目１管渠費） 内 その他

○雨水管理総合計画策定検討委員会委員謝礼 95 訳 一般財源 100,268
○雨水管理総合計画策定支援委託料 18,151

○根川雨水幹線維持管理負担金（対策基本設計他） 79,628

＜資本的支出＞（項１建設改良費　目１管渠建設改良費）

○根川雨水幹線建設改良負担金（根川第１雨水幹線水位計等設置） 2,394
№ 下水道課

５年度 16,203

４年度 29,066

　増　減 ▲ 12,863

＜収益的支出＞（項１営業費用　目１管渠費） 財 国・都

○地震対策委託料 16,203 源 市　債

内 その他 10,564
訳 一般財源 5,639
※「その他」は下水道使用料

№ 下水道課

拡充 ５年度 453,858

４年度 411,889

　増　減 41,969

財 国・都 105,000

＜収益的支出＞（項１営業費用　目１管渠費） 源 市　債 203,200

○管路清掃委託料（計画清掃） 62,284 内 その他 80,521
○ストックマネジメント点検等委託料 22,517 訳 一般財源 65,137

○管路予防保全型維持管理業務包括的民間委託導入準備支援委託料 7,678

○管路補修工事費（計画補修） 33,079

○ストックマネジメント補修工事費 19,800

○諸経費（報償費） 83

＜資本的支出＞（項１建設改良費　目１管渠建設改良費）

○ストックマネジメント工事設計等委託料 15,290

○ストックマネジメント工事費 293,127

№ 下水道課

拡充 ５年度 774,389

４年度 560,688

　増　減 213,701

財 国・都

＜資本的支出＞（項１建設改良費　目１管渠建設改良費） 源 市　債 774,300

○自然流下化工事費 770,000 内 その他 89

○諸経費（土地賃借料，補償費） 4,389 訳 一般財源 0
※「その他」は下水道使用料

※「その他」は下水道使用料

61,795，府中市負担金18,726

151

仙川汚水中継ポンプ場の自然流下化に向けた取組
緑ケ丘地区の汚水を３６５日２４時間，下水道幹線へ圧送する施設である仙川汚
水中継ポンプ場に関して，長期的な事業費の縮減や老朽化・災害による機能不全
リスクの解消及びCO2削減による脱炭素社会への貢献等の効果が期待できる自然
流下化事業（ポンプによる圧送から管路新設による自然流下方式への切替）につ
いて，令和６年度の工事完了に向け，管路新設工事等を引き続き推進します。

下水道施設の地震対策の推進
調布市下水道地震対策に関する基本方針で“重要な幹線等”と位置付けた小口径
管路の耐震診断を引き続き行います。また，中・大口径管路の地震対策の手法の
検討や重要な幹線等と定めた管路以外の管路の地震対策の優先順位等を整理する
ため，地震対策に関する実施方針を策定します。

150 施策30快適な生活環境づくり　№97下水道施設の老朽化・劣化対策の推進

下水道施設の老朽化・劣化対策の推進
不具合が生じる前に対応する予防保全型の維持管理の取組として，調布市下水道
ストックマネジメント計画に基づき，管路の劣化状況の点検，補修・改築やマン
ホール蓋の交換工事を引き続き行います。また，予防保全型の維持管理への転換
を進めて行くため，管路の維持管理業務の一部への包括的民間委託（複数業務を
一括して複数年度契約する公民連携手法）の導入に向けた取組を推進します。

148 施策01災害に強いまちづくり　№06下水道施設における浸水・地震対策の推進　≪重点1≫

下水道施設における浸水対策の推進
令和元年台風第１９号の再度災害防止に向けた浸水対策として，狛江市と連携
し，大規模ポンプ施設等を設置するための基本設計等を行います。また，市内全
域を対象とした総合的な浸水対策を講じるため，浸水対策のマスタープランとな
る雨水管理に関する総合計画（令和７年度策定予定）の策定に向け，調査・検討
を進めます。

149 施策01災害に強いまちづくり　№06下水道施設における浸水・地震対策の推進　≪重点1≫
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②予算の状況 

ア 収益的収支 

（収益的収入） （単位：百万円・％）

款 項 目 ５年度 ４年度 増減額 構成比 増減率
1　下水道事業収益 4,539 4,429 110 100.0 2.5

1　営業収益 3,159 3,062 97 69.6 3.2
1　下水道使用料 2,013 2,022 ▲ 9 44.4 ▲ 0.4
2　雨水処理負担金 1,121 1,033 88 24.6 8.5
90 その他営業収益 25 6 19 0.6 298.9

2　営業外収益 1,380 1,367 13 30.4 0.9
1　受取利息及び配当金 0.013 0.007 0 0.0 85.7
2　他会計負担金 45 31 14 1.0 43.8
5　長期前受金戻入 1,230 1,276 ▲ 46 27.1 ▲ 3.6
7　消費税及び地方消費税還付金 101 57 44 2.2 78.1
8　雑収益 3 3 0 0.1 0.6

3　特別利益 0.001 0.001 0 0.0 0.0
3　過年度損益修正益 0.001 0.001 0 0.0 0.0

（収益的支出）
款 項 目 ５年度 ４年度 増減額 構成比 増減率
1　下水道事業費用 4,428 4,354 74 100.0 1.7

1　営業費用 4,312 4,247 65 97.4 1.5
1　管渠費 492 399 93 11.1 23.3
2　ポンプ場費 55 57 ▲ 2 1.2 ▲ 4.4
3　流域下水道管理運営費 1,475 1,465 10 33.3 0.7
4　総係費 468 444 24 10.6 5.4
5　減価償却費 1,806 1,854 ▲ 48 40.8 ▲ 2.6
6　資産減耗費 16 26 ▲ 10 0.4 ▲ 39.9

2　営業外費用 111 102 9 2.5 8.6
1　支払利息及び企業債取扱諸費 111 102 9 2.5 8.6
4　雑支出 0.1 0.10 0.01 0.0 16.7

3　特別損失 0.001 0.001 0 0.0 0.0
4　過年度損益修正損 0.001 0.001 0 0.0 0.0

4　予備費 5 5 0 0.1 0.0
1　予備費 5 5 0 0.1 0.0  

イ 資本的収支 

（資本的収入） （単位：百万円・％）

款 項 目 ５年度 ４年度 増減額 構成比 増減率
1　資本的収入 2,087 1,583 504 100.0 31.9

1　企業債 1,929 1,460 469 92.4 32.1
1　企業債 1,929 1,460 469 92.4 32.1

2　国庫補助金 100 50 50 4.8 100.0
1　国庫補助金 100 50 50 4.8 100.0

3　都補助金 5 3 2 0.2 100.0
1　都補助金 5 3 2 0.2 100.0

6　他会計負担金 53 70 ▲ 17 2.6 ▲ 24.3
1　他会計負担金 53 70 ▲ 17 2.6 ▲ 24.3

（資本的支出）
款 項 目 ５年度 ４年度 増減額 構成比 増減率
1　資本的支出 2,458 1,969 489 100.0 24.9

1　建設改良費 2,111 1,639 472 85.9 28.8
1　管渠建設改良費 1,896 1,440 456 77.1 31.6
3　建設改良事務費 40 38 2 1.7 6.0
4　流域下水道費 175 160 15 7.1 9.3

2　固定資産購入費 0.3 0.1 0 0.0 142.3
1　固定資産購入費 0.3 0.1 0 0.0 142.3

3　企業債償還金 342 324 18 13.9 5.3
1　企業債償還金 342 324 18 13.9 5.3

6　予備費 5 5 0 0.2 0.0
1　予備費 5 5 0 0.2 0.0  

※資本的収支の不足額（令和５年度：約３億７,１００万円）は，減価償却費等の現金の支出を伴わない費用の収

益的支出への計上により，財源として下水道事業会計内部に蓄えられる資金（損益勘定留保資金）等を「補て

ん財源」として補てん 
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参 考 補てん財源の状況（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜収益的収支と資本的収支の関係＞ 

令和５年度予算の補てん財源の状況

使用可能額
（前年度繰越額＋当年
度中に蓄えられる額）

資本的収支不足額の
補てん額

差引残高見込

1,343 371 972

＜補てん財源残高の推移＞

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

150 467 415 654

641 636 627 688

323 688 388 371

467 415 654 972

＜当年度中に蓄えられる額の内訳＞

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

当年度損益勘定留保資金 594 587 531 513

減価償却費等の現金の支出を伴わない費用の収益的支出への計上により，財源として下水道事業会計内部に蓄えられる資金

＜計算式＞  減価償却費＋資産減耗費（固定資産除却費）－長期前受金戻入＋雑支出（非現金支出のみ）－当年度純損失

 　５年度　　1,806　　　　　　　　　　　2 　　　　　　　1,230　　　　　　　　　0　　　　　　　　　65

　　　　　　※当年度純損失が発生する場合は，その額の分，当年度損益勘定留保資金の額が減少

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 47 49 96 176

消費税納税額を資本的収支に係る分も含め収益的収支に計上する仕組みにより，下水道事業会計内部に蓄えられる資金

＜計算式＞ （資本的支出の消費税の額－控除対象外の消費税の額）－資本的収入の消費税の額

　 5年度　　　　　　188　　　　　　　　　　　12　　　　　　　　　　　　０

当年度中に蓄えられる額

使用額（資本的収支不足額の補てん額）

差引残高

前年度繰越額

※令和３年度までは決算額，令和４年度は見込額，令和５年度は当初予算額
　なお，補てん財源残高は，貸借対照表の「流動資産（現金預金＋未収金）」の額に含まれている
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参 考 下水道使用料，下水道処理区域内人口，一般会計繰入金，企業債の推移 

①下水道使用料及び下水道処理区域内人口の推移 

上段：下水道使用料（消費税込，単位：百万円）

下段：下水道処理区域内人口（単位：千人）　　

S63年度 H元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

1,507 1,531 1,547 1,584 1,562 2,035 2,036 2,009 1,931 1,952 1,934 1,873

192 192 193 195 195 194 194 194 196 197 198 199

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

2,119 2,138 2,124 2,119 2,133 2,156 2,132 2,112 2,098 2,086 2,082 2,012

202 204 206 209 212 213 214 217 220 221 222 223

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

1,998 1,994 2,016 2,015 2,011 2,033 2,030 2,030 2,046 2,012 2,022 2,013

223 224 225 227 231 233 236 238 238 238 238 238

※金額は調定額。令和３年度までは決算額，令和４～５年度は当初予算額

　下水道処理区域内人口は，毎年３月３１日現在で，外国人を含む  

②一般会計からの繰入金の推移                （単位：百万円） 

S63年度 H元年度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度 6 年 度 7 年 度 8 年 度 9 年 度 10 年 度 11 年 度

3,107 3,214 3,065 3,263 3,130 2,649 2,361 2,341 2,404 2,291 2,403 2,437

12 年 度 13 年 度 14 年 度 15 年 度 16 年 度 17 年 度 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度 22 年 度 23 年 度

2,524 2,392 2,340 2,272 2,113 2,070 1,815 1,730 1,698 1,205 987 776

24 年 度 25 年 度 26 年 度 27 年 度 28 年 度 29 年 度 30 年 度 R元 年度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 ５ 年 度

470 454 557 542 688 702 800 1,030 1,163 1,175 1,134 1,219

※令和３年度までは決算額，令和４～５年度は当初予算額。公営企業会計に移行した令和２年度以降の一般会計繰入金は，

　収益的収入の雨水処理負担金及び他会計負担金，資本的収入の他会計負担金の合計  

③企業債借入額，償還額，企業債残高の推移          （単位：百万円） 

S57 年 度 H19 年 度 20 年 度 21 年 度 22 年 度 23 年 度 24 年 度 25 年 度 26 年 度

2,958 582 669 593 701 226 452 389 319

2,272 1,559 1,387 1,067 771 517 368 271 278

償 還 元 金 413 1,210 1,113 856 606 378 245 153 160

償 還 利 子 1,859 348 273 211 165 139 123 118 118

28,563 6,168 5,724 5,460 5,555 5,402 5,609 5,845 6,004

27 年 度 28 年 度 29 年 度 30 年 度 R 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 ５ 年 度

471 722 285 254 232 459 352 1,238 1,929

284 299 308 324 348 370 567 427 453

償 還 元 金 166 184 193 212 238 262 465 324 342

う ち 繰 上

償 還 額
179

償 還 利 子 118 115 115 113 109 108 101 102 111

10

6,309 6,915 7,007 7,049 7,043 7,239 7,126 8,040 9,627

※昭和５７年度は企業債残高が最大であった年度。令和３年度までは決算額，令和４年度は見込額，令和５年度は当初予算額

　令和2年度からの償還利子は，未払費用の分を含む

償 還 額 元 利 合 計

繰 上 償 還 補 償 金

企 業 債 残 高

区　　分

借 入 額

償 還 額 元 利 合 計

企 業 債 残 高

区　　分

借 入 額
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通達第２号  

令和４年１０月７日  

 

 

各部（局）長  様  

 

 

市  長  

 

 

令和５年度の市政経営及び予算編成に向けた基本的な考え方につ   

いて（通達）  

 

 

 市は，これまで５次にわたる総合計画により，計画行政を進めており，こ

れまでの取組を通じて得られたまちづくりの成果を今後の市政に引き継ぐと

ともに，２０３０年代の中長期的な将来を見据え，それらを更に発展させて

いくことを目指し，令和５年度を初年度とする第６次総合計画をスタートさ

せる。  

 この総合計画の前期の基本計画期間は，調布駅前広場や鉄道敷地の整備な

ど，長い年月をかけて着実に進めてきた，京王線の地下化を契機とする南北

一体のまちづくりが最終段階となるなど，調布のまちの骨格づくりが大きな

節目を迎える時期となる。その他，社会保障関係経費や公共施設マネジメン

トに関する経費などの財政需要が見込まれることから，今後も市財政を取り

巻く様々な状況に留意しながら，健全な財政運営を維持していくための対応

を図ることとする。  

 また，一昨年来の新型コロナウイルス感染症の影響が続く中，今後の社会

経済状況や景気動向は不透明であり，令和５年度は，引き続き，市民生活へ

の影響が懸念される。そのため，感染症対応の３つの柱に基づくコロナ禍へ

の対応の継続をはじめ，市政の第一の責務である，市民の安全・安心の確保
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と市民生活支援に継続的に取り組み，様々な困難を抱えている方に対して，

必要な支援が行き届く，人にやさしいまちを目指していくことが重要である。

併せて，地域共生社会の充実に向けた取組，ゼロカーボンシティの実現に向

けた脱炭素・循環型社会の形成，更には，市民サービスや行政内部における

デジタル化と併せ，地域社会のデジタル化の視点を踏まえた取組の推進を図

ることが重要となる。  

 こうした市政を取り巻く状況を踏まえつつ，第６次総合計画においては，

「共生の充実」を重要な視点の一つとして掲げ，年齢や性別，国籍，障害の

有無などによって分け隔てられることのないまちを目指していく。  

 また，多様化・複雑化する行政課題の解決を図るに当たり，産学官民によ

る連携の下，企業や大学等が有する技術やノウハウをより一層生かす中で，

調布スマートシティ協議会の活動等を通して，市民ニーズを捉えた取組の実

践を重ねていく。  

 こうしたことに留意しながら，次期基本計画に位置付ける各施策・事業の

着実な推進及び施策横断的な取組への適切な対応を図ることで，市民福祉の

向上につなげるため，全ての職員がこれらのことについて共通認識を持ち，

市民と共に夢のある調布の未来を創造する次期総合計画の推進に向けて，全

庁一丸となって取り組んでいく決意であり，この旨通達する。  

 

記  

 

１  令和５年度予算編成と次期総合計画の推進に向けて  

 (1) 次期基本計画策定と連動した令和５年度予算編成  

   次期基本計画の策定と併行して取り組む令和５年度当初予算編成につ

いては，次期総合計画の計画期間全体にわたる財政見通しを踏まえつつ，

想定される様々な財政需要に対応するため，中長期的視点での財政負担

の縮減や平準化に加え，基本計画事業の優先度や規模等の厳しい精査に

取り組むこと。  

 (2) 共生の充実（東京２０２０大会のレガシーの継承・発展）  

  ア  次期基本計画に位置付ける諸施策の推進に当たっては，今後のまち
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づくりにおける基本理念として，共生の充実を強く意識すること。  

  イ  東京２０２０大会のレガシーとして，とりわけパラリンピック開催

を契機に展開した「パラハートちょうふ」の取組を継承し，年齢や性

別，国籍，障害の有無などによって分け隔てられることのない，人に

やさしいまちを目指して，各種取組を更に発展させていくこと。  

 (3) 重点プロジェクトの視点  

  ア  防災・減災，防犯，感染症対策に関する取組  

    これまでの経験と教訓を生かしながら，災害時における自助・共助

の促進や避難所運営のほか，犯罪抑止対策，感染症対策などに取り組

むこと。また，防災・減災に関しては，フェーズフリーの視点を踏ま

えた対応を図ること。  

  イ  子育て支援，子ども・若者支援，教育に関する取組  

    切れ目ない支援や困難を抱える子ども・若者への支援のほか，ＩＣ

Ｔ教育・特別支援教育などの継続的な課題に加え，子どもの医療に関

する更なる負担軽減やヤングケアラー支援，コミュニティスクールな

ど，新たな課題への対応を図ること。  

  ウ  福祉，健康づくりに関する取組  

    福祉施策相互の連携を一層深めつつ，地域包括ケアシステムの構築

や重層的支援体制整備を進める。また，フレイル予防，包括的ながん

対策，健康増進施策などは，多様な主体との連携による取組を推進す

ること。  

  エ  市街地整備，道路，交通環境，産業振興に関する取組  

    継続的な都市基盤整備の推進に加え，東部地域における連続立体交

差事業を視野に入れた交通環境の改善に向けた取組を進めること。ま

た，コロナ禍の影響を受けた市内事業者に対する支援を継続し，地域

経済対策会議などを活用しながら，実態把握に基づく的確な対応につ

なげること。  

  オ  脱炭素，循環型社会，環境保全，公園整備等の取組  

    調布市ゼロカーボンシティ宣言を踏まえた地球温暖化対策など，脱

炭素や循環型社会の形成に向けて，多角的な視点から横断的連携によ

-158-



り取組を推進すること。併せて，自然環境の保全のほか，ごみの排出

抑制等に取り組むこと。  

 (4) 横断的連携による施策の推進及び成果向上に向けた視点  

   重点プロジェクトの視点による取組をはじめ，施策全体をより効果的

に推進していくため，施策を横断する連携テーマについては，組織横断

的な連携により取組を推進すること。  

   また，次期基本計画に位置付ける施策の推進及び成果の向上に加えて，

他の施策への波及効果を期待する観点から，各施策に関する他自治体の

先進的な取組等を踏まえ，デジタル技術の活用や，共創，脱炭素，フェ

ーズフリーなどの視点からの取組を推進すること。  

 

２  市政経営の２つの基本的な考え方  

  「参加と協働のまちづくり」と「効果的・効率的な行財政運営の推進」

を市政経営の２つの基本的な考え方に据え，限られた経営資源を最大限活

用し，質の高い市民サービスを将来にわたり持続的に提供していくため，

最少の経費で最大の効果を目指して不断の行政改革を推進すること。  

 (1) 参加と協働のまちづくり  

  ア  共創のまちづくり  

    多様な主体の参加と協働によるまちづくりを推進すること。また，

社会課題の解決や地域社会のデジタル化に向けて，近隣自治体等との

連携のほか，産学官民の連携・協働によるデジタル技術を活用した取

組を推進すること。  

    その他，コロナ禍による社会状況の変化を捉えた参加手法の見直し

や創意工夫に取り組むこと。  

  イ  情報の発信・共有化  

    参加と協働の前提となる市民との情報共有に向けて，市政情報を積

極的に発信するとともに，デジタル機器に不慣れな高齢者や障害者等

に対する丁寧かつきめ細かな情報提供に努めること。併せて，公文書

管理や個人情報保護制度の適正な運用を図ること。  

 (2) 効果的・効率的な行財政運営の推進  
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  ア  行政におけるデジタル化の推進  

    「どこでも市役所」を目指し，行政サービスや内部事務におけるデ

ジタル技術の活用を加速させ，市民の利便性向上及び事務の効率化を

進めること。併せて，専門人材の確保・育成を図ること。  

  イ  組織体制の整備  

    新たな行政課題や組織の枠組みを超えた対応が必要となる課題に対

して，機動的な対処が可能となる簡素で効率的な組織体制を整備する

こと。  

  ウ  働き方改革の推進  

    働き方改革による生産性の向上とともに仕事と生活の調和を図り，

女性の活躍推進をはじめ，全ての職員がそれぞれの能力を十分に発揮

できる職場環境づくりを進めること。  

  エ  公共施設及びインフラマネジメントの推進  

    老朽化対策等に適切に対応し，公共施設やインフラを長期的に安全

に安心して利用できるよう，民間活力の活用も含めて，市民サービス

の向上とコストの最適化を図りつつ，計画的な維持保全・更新を実施

すること。  

  オ  健全な財政運営と行政改革の推進  

    次期基本計画の策定・推進に当たっては，将来世代に過大な負担を

かけることのないよう，健全な財政運営を維持するとともに，中長期

的な財政見通しの下，財政基盤の強化を図ること。併行して，社会状

況の変化等に柔軟に対応しながら，不断の行政改革に取り組むこと。  
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                              事務連絡   

令和４年１０月７日  

各部（局）長   様  

                           行政経営部長  

 

 

令和５年度予算編成方針について（通知）  

 

令和５年度の市政経営及び予算編成に向けた基本的な考え方（市長通達）が

示され，令和５年度は，これまでのまちづくりの成果を今後の市政に引き継ぐ

とともに，２０３０年代の中長期的な将来を見据え，更に発展させていくこと

を目指す第６次総合計画の初年度として，次期基本計画に位置付ける各施策・

事業の着実な推進及び施策横断的な取組への適切な対応を図ることで，市民福

祉の向上につなげることとしています。  

同通達を受け，調布市予算事務規則第４条に基づく令和５年度の予算編成方

針を下記のとおり策定しましたので，現下の財政環境について全職員が共通認

識し，財政の健全性を維持しながら，次期基本計画及び行革プランの策定，財

政フレーム等の作成と併行する中で，限られた経営資源の最大限の活用や，全

庁一丸となった取組により，最少の経費で最大の効果を挙げる予算の編成をお

願いします。  

 

記  

 

１  令和３年度決算振返り（ Check）  

令和３年度決算を総括すると，引き続き，新型コロナウイルス感染症への

対応として，国や東京都の取組とも連動しながら，「感染症拡大防止に向け

た取組」「市民生活及び子どもたちへの支援」「地域経済への支援」の３つ

の柱に基づく取組を実施する中，一般会計補正予算を９回編成し，歳入歳出

ともに令和２年度に続く過去２番目の決算額となりました。また，実質収支

※ 1は過去最大規模となる６７億２０００万円余となり，単年度収支 ※ 2は２年
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連続でプラス，実質単年度収支 ※ 3は３年連続でプラスとなりました。  

一方，財政指標では，財政の弾力性を示す経常収支比率 ※ 4について，地方

消費税交付金の増や法人事業税交付金の通年化に伴う増収等により，  

８９．８％と，前年度から１．５ポイントの低下（改善）となりましたが，

経常経費は年々増加傾向となっており，今後，比率の上昇（財政の硬直化）

が懸念されます。引き続き，市独自の財政規律ガイドライン ※ 5の視点を踏ま

え，歳入歳出両面からの不断の見直し・改革・改善により一層取り組んでい

く必要があります。  

２  今後の中長期的展望とその対処  

市を取りまく財政環境としては，コロナ禍の長期化に加え，物価高騰等の

影響により，今後の社会経済状況や景気動向は不透明なままであり，市税収

入や景気連動の各種交付金への影響が懸念されます。  

一方，歳出については，新たな基本構想・基本計画期間中においても市民

の安全・安心の確保や市民生活支援への継続的な取組をはじめ，引き続き増

加が見込まれる社会保障関係経費や，防災対策，公共施設マネジメントの取

組，都市基盤整備，行政のデジタル化への対応など，市政の重要課題に対応

していく必要があります。  

こうした状況の中，調布市は普通交付税の不交付団体であることから，自

主・自立的な財政運営が不可欠であり，必要な財源確保のため，引き続き，

財政調整基金など各種基金への積立や，国や東京都の補助金など特定財源の

最大限の活用など，あらゆる角度からの歳入確保に取り組むとともに，全て

の事業の優先度の精査，事業の見直しによる経費縮減のほか，不断の行財政

改革を推進する中で，財政の健全性を維持していく必要があります。  

３  令和５年度財政見通し  

 令和５年度の市税については，令和４年度の当初予算に比べ増額を見込む

ものの，個人市民税におけるふるさと納税の減収影響などにより，令和４年

度決算見込みからは減少することを見込んでいます。併せて，景気に連動す

る各種交付金については，令和４年度の当初予算と同様の水準を見込んでい

ますが，年度間調整財源の活用を極力回避する中で，令和５年度の一般財源

総体は，令和４年度当初予算から微増に留まる見込みとなっています。  
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一方，歳出については，引き続き，コロナ禍における市民生活支援等への

対応を図りつつ，社会保障関係経費等の経常経費の増加のほか，公共施設マ

ネジメントや都市基盤整備，行政のデジタル化など，多大な財政需要が見込

まれています。さらに，次期基本計画の策定と併行した予算編成となるため，

様々な課題に対応する新たな財政需要や制度改正等に伴う事業費の増加も想

定されることから，大幅な財源不足が生じることが見込まれます。  

これらに対処するため，あらゆる角度からの歳入確保と経費縮減に取り組

むほか，次期基本計画の対象事業を含む各事業の優先度や規模，事業費の精

査が不可欠な状況です。  

４  令和５年度予算編成手法（ Action）  

次期基本計画の策定及び財政フレームの作成と併行して行う令和５年度予

算編成では，計画期間を含む複数年次を見据えつつ，想定される様々な財政

需要に対応するための実施事業の調整や中長期的視点での財政負担の縮減・

平準化に取り組むことで，市政の第一の責務としての市民の安全・安心の確

保と市民生活支援の取組を継続していく必要があります。  

そのため，行政経営会議・企画会議における協議，課題整理や，行政経営

部と各部で懸案課題等の個別協議，意見交換を行うなど，緊密に情報共有を

図りながら，全庁一丸となった予算編成に取り組みます。  

令和５年度の財政見通しを踏まえ，財源不足に対処するため，各部のマネ

ジメント機能をより一層発揮しながら，全ての経費の精査，検証をはじめ，

「選択と集中」の視点から，事業の優先度を厳しく精査することとします。

また，新規・拡充事業は，次期基本計画の対象事業を含め，優先度を精査し，

厳選するとともに，経常経費については，義務的な経費を除き，仕様の見直

しや事務の効率化等により，経費縮減を図ることとします。  

５  令和５年度予算編成における基本姿勢（ Action⇒ Plan）  

先行き不透明な財政環境の中にあっても，新たな基本計画に基づくまちづ

くりを着実に推進するとともに，市民の安全・安心を守り，市民生活を支え

る取組を継続するため，次の３点を基本姿勢として，令和５年度予算編成に

当たることとします。  

一  次期総合計画の策定及び財政フレームの作成と併行した複数年次の視点
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での予算編成  

二  コロナ禍が長期化する中，市民の安全・安心の確保と市民生活支援への

継続的な取組  

三  財政の健全性を維持しながら様々な財政需要に対応するため，あらゆる

角度からの歳入確保と経費縮減の取組  

６  全般的事項  

・  基本的項目  

(1) 「令和５年度の市政経営及び予算編成に向けた基本的な考え方について」

を踏まえ，市民の安全・安心の確保，市民生活支援や市政の重要課題への

対応に継続的に取り組むため，事業費の精査・縮減と併せ，新たな財源を

含むあらゆる角度からの歳入確保を図ること。  

(2) 次期基本計画の策定，財政フレームの作成と併行した，複数年次を見据

えた予算編成となることから，中長期的な視点での財政収支を見通し，限

られた財源の中で，事業の優先度や事業効果の検討・検証等を踏まえた精

査を行うとともに，単年度に過大な財政負担とならないよう，事業の進捗

調整等による平準化を図ること。  

(3) 感染症の長期化や物価高騰等に伴う様々な影響の把握に努め，引き続き，

国や東京都の動向を注視しつつ，多様な主体と一層の連携を図りながら，

市の実情に即した実効的な感染症対策を的確に実施すること。  

(4) 通年予算として編成することとし，令和４年度における各事務事業の進

捗状況や国の政策動向等を踏まえた年度間調整とともに，歳入歳出両面か

ら不用額等の過大・過少が生じないよう，令和３年度決算及び令和４年度

上半期契約実績等を踏まえた予算を編成すること。  

(5) 監査委員からの決算審査における審査意見や例月出納検査の指摘事項に

ついては，具体的な見直し・改善方策を講じ，予算に反映すること。また，

市民・議会からの意見について，適切な改善方策を講じること。  

(6) 新たな基本構想に掲げる将来像「ともに生き  ともに創る  彩りのまち調

布」（令和４年第４回調布市議会定例会にて次期基本構想を議案上程予定）

の実現に向け，これまでのまちづくりの成果を引き継ぎつつ，新たな総合

計画に基づくまちづくりを着実に進めるため，決算振返りによる事務事業
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単位の行政評価と一体となった総合調整を行うとともに，各部のマネジメ

ントのもと，最少の経費で最大の効果を挙げる予算編成に取り組むこと。  

(7) 部を横断する重要課題への取組等，複数の部課と関連のある事業につい

ては，関係部課との調整・協議を図ること。  

(8) 国や東京都からの補助金等を最大限活用するため，コロナ関連をはじめ，

制度改正等に十分留意するとともに，市長会をはじめ各種財団法人等から

の助成金の活用についても積極的に検討すること。また，庁内連携や他団

体との共同事業，民間活力の活用により，新たに対象となる補助金等もあ

ることから，情報収集に努めるほか，補助金等に限らず，新たな枠組みに

よる財源確保等も検討すること。  

(9)  義務的経費を除く経常経費については，令和４年度当初予算額を基本と

し，直近の決算額等を勘案した縮減を図り，見積もること。そのため，見

積入力段階から仕様の見直しや事務の効率化などによる対応に取り組むこ

と。併せて，行革プラン２０１９のプラン２９「事務事業等の見直し，改

善による経常経費の縮減」に取り組むこと。  

(10) 公共建築物の維持保全や都市基盤整備など市債の借入予定事業について

も，経費縮減・事業の見直し，先送り等の進捗調整の取組により借入額の

縮減に努めること。  

(11) 公共建築物維持保全や増築・改良工事等は，現在作成中の公共施設マネ

ジメント計画との整合を図りながら，仕様，機能，グレード等の精査によ

るコスト縮減のほか，国や東京都等の補助金の最大限の確保や，進捗調整

（令和４年度補正予算前倒し等）により，令和５年度の総事業費，市負担

額を抑制すること。  

(12) 既存事業の見直し，改革，改善や創意工夫により財源確保を図った取組

については，「事業の見直し，財源確保・経費縮減の取組一覧表」を提出

すること。  

(13) 新規・拡充事業については，次期基本計画の対象事業を含め，優先度を

精査し，厳選すること。  

なお，新規・拡充事業については，「新規・拡充事業一覧表」を提出する

こととし，必ず部内で優先順位を明確に付けること（複数事業と同一順位
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にしないこと）。  

(14) 補助金等制度については，予算見積の段階から，補助金等の交付基準及

び評価・見直し基準に掲げる６つの視点からの精査・検証を行うこと。  

(15) 各部における予算の総合調整については，これまで培ってきたコスト意

識を最大限発揮する中で，最少の経費で最大の効果を挙げるべく，各部の

自主的・自立的な取組により実施していくこと。  

財政状況の先行きが不透明な中，各部において，全ての経費の精査，検

証をはじめ「選択と集中」の視点から，事業の優先度を厳しく精査するな

ど，部次長の統括による各部のマネジメント機能をより一層発揮すること。 

・  具体的項目  

(16) 経常的に市が単独で実施している事業については，厳しく精査し，最少

の経費に縮減するとともに，新たな歳入の確保（特定財源の適用）や受益

者負担の適正化等に努めること。  

同様に，国及び東京都の補助制度に上乗せしている事務事業についても，

他団体事例等も参考に，その効果，負担割合等を再検証のうえ，最小限の

経費を見積もること。   

併せて，スクラップ・アンド・ビルドの視点から，市民生活への影響も

考慮しながら，制度の改廃についても検討すること。  

(17) 公金の適正執行及び経費縮減の観点から，これまで特命随意契約として

きた業務委託等については，契約制度の原則である競争性の導入に努める

こと。また，長期継続契約の対象となる契約は，その活用を検討すること。

 併せて，業務委託等の仕様内容（範囲，回数，グレード等）を改めて再

検証し，最適化を図ること。  

(18) 各種基金については，事業実施に当たっての一般財源の負担を軽減し，

年度間の平準化を図るための財源として有効な活用を図るとともに，寄附

者の意向を踏まえた活用方法を検討すること。  

併せて，基金の趣旨を踏まえた具体的な活用事業をＰＲするなど，市民

の一層の協力が得られるよう積極的かつ分かりやすく周知を図り，寄附の

促進につなげること。  

(19) 各特別会計が独立した会計であるとの再認識に立ち，会計間の均衡を失
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することがないよう，一般会計と同一基調での予算編成を行うこと。特に，

収納率の向上，収入未済額の縮減による歳入確保や，医療給付費等の縮減

方策（ジェネリック医薬品の利用促進やレセプト点検の強化）を講じて，

一般会計からの財源補塡的な繰入金の縮減を図ること。  

(20) 財政援助団体等に対して，今後の財政見通しについて十分説明し，所管

部課が予算の見積段階から市と同一基調の精査・検証を行う中で，収入確

保・経費節減等の経営改善を要請し，自主・独立の経営に向けた取組を求

めること。特に収入確保においては，団体等が直接交付を受ける補助金の

ほか，企業等からの協賛金や広告料収入などについて検討を促すこと。  

(21) 税，使用料，手数料，その他収入については，適切な債権管理の推進に

より，収入未済の防止を図り，安定的な収入の確保に努めること。  

(22) 地方消費税交付金のうち，地方消費税率の引上げによる社会保障財源分

については，社会保障の充実・安定化に活用し，市民福祉の増進を図る制

度としての趣旨を踏まえ，関係部署のマネジメントにおいても意を用いる

とともに，その活用状況を分かりやすく明示していく。  

(23) 会計年度任用職員の報酬額及び期末手当の支給等については，人事課作

成の予算入力時の注意事項を参照のうえ，適切に見積もること。なお，各

課における会計年度任用職員については，業務量等を踏まえた適切な配置

とすること。  

(24) 限られた人材で，効果的・効率的に事務を執行するためには，日常業務

の見直しが不可欠であることから，事務事業やシステムの整理・統合など

と併せ，他団体との事業の共同化や官民連携，民間活力，ＡＩ・ＲＰＡ等

の活用など，費用対効果を再検証し，改善につなげること。  

(25) 「調布市職員の意識改革・働き方改革推進に関する方針」に位置付けた

３つの視点に基づく取組（「意識改革・働き方改革の促進」，「マネジメ

ント力の強化」，「全庁推進体制の継続」）を踏まえ，ワーク・ライフ・バ

ランスをさらに推進すること。  

(26) 「調布市ゼロカーボンシティ宣言」や「地球温暖化対策実行計画」等に

基づく取組を推進するとともに，既存経費の内容について再点検し，環境

に配慮した予算を編成すること。  
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(27) 予算見積りに当たっては，歳入・歳出の計上節ごと，予算編成事務要領

に記載の「令和５年度見積指針」を踏まえた積算を行うこと（行政経営部

（財政課）と各部（課）の予算ヒアリングは見積指針を基準に実施する）。  

 

 

【参考】  

実質収支※1 

 歳入歳出差引額（形式収支）から，繰越事業に伴う翌年度へ繰り越すべき財源を控除した決算額 

 《参考》Ｈ30/38.2億円余  Ｒ１/30.1億円余  Ｒ２/53.4億円余  Ｒ３/67.2億円余 

 

単年度収支※2 

 実質収支から，前年度の実質収支を差し引いた額 

 《参考》Ｈ30/▲1.5億円余  Ｒ1/▲8.1億円余  Ｒ２/23.3 億円余  Ｒ３/13.7億円余 

 

実質単年度収支※3 

 単年度収支に，財政調整基金積立額と地方債繰上償還額を加え，財政調整基金取崩し額を差し引い

た額 

 《参考》Ｈ30/▲22.5億円余  Ｒ1/5.2億円余  Ｒ２/25.7 億円余  Ｒ３/22.7億円余 

 

経常収支比率※4 

市税など毎年度経常的に収入できる一般財源が同じく経常的に支出する経費にどのくらい充てられ

ているかを示す指標 

《参考》Ｈ30/95.8％  Ｒ1/89.7％  Ｒ２/91.3％  Ｒ３/89.8％ 

 

財政規律ガイドラインを見据えた取組※5 

令和５年度予算編成についても「財政規律ガイドライン」に基づく３つの視点から進行管理し，市独

自の財政規律を保持した自主・自立的な取組を推し進めます。 

１ 財政構造の見直しの視点 

・ 収納率向上に向けての取組（市税及び国民健康保険税） 

・ 未収金の縮減・解消に向けた取組（組織の横断的・適時な取組） 

・ 自主財源・特定財源の両面からの積極的な財源確保 

・ 監査委員からの決算審査の審査意見や例月出納検査の指摘事項等の改善 

・ 経常的な事務事業（物件費・補助費等）の総点検 

・ 歳入歳出両面からの不断の見直し・改革・改善の取組 

２ 財政基盤の強化の視点 

・ 公共建築物維持保全への対応や中心市街地をはじめとする街づくりなどの特定目的，年度間

調整としての基金の利活用のほか，財源確保と経費縮減の取組成果とも言える実質収支や財

政効果額の活用による財政基盤の強化等 

３ 連結ベースでの債務残高縮減の視点 

・ 後年度負担に留意した適切な市債の活用 

・ 国や東京都の特定財源確保による債務残高の解消等 
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令和 5年度予算編成過程のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 未調整課題の協議 

 
1月 11日～17日 市長査定 
懸案課題の整理・各部予算概要等の報告 

国・都等の補助金確保 

 

市長・副市長協議 

懸案課題の調整 

11/9・22 行政経営会議 

11/18企画会議 

各部見積内容・課題案件等の

情報共有 

事業の見直し，進捗調整， 
経費縮減の取組 

 

 

～11月中旬 

各課との 

個別ヒアリング 

昨年度に引き続き厳しい財政環境下の予算諸調整 

各部における令和 5年度予算見積期間 

～10/18一次見積終了 ・ 10/27最終見積終了 

10/27 令和 5年度歳入歳出予算見積額の状況 

歳入総額 941億円余 財源不足額▲113億円余 

歳出総額 1055億円余 ※新規拡充要望を含む 

今後調整余地のある歳出の減額精査 

10月下旬 

最終見積入力期間における 

各部との意見交換 

・見積状況の確認 

・各部の懸案課題等 

基金・市債活用の検討 

 

10/7 令和 5 年度市政経営及び予算編成の説明（動画配信） 

 

新規・拡充事業の調整 
基本計画事業の厳選 

 

12/23 一般会計歳入歳出予算見積額の状況 

歳入総額 955億円余  

歳出総額 982億円余 財源不足額 ▲約 27億円 

 

12/23 

行政経営部 予算案の内示 ※一部別途調整 
※財源不足（歳出超過）がある中での内示 

 

  

１月 5日・6日 予算案の各部との再協議 

各部・各課と組替等の調整 
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☑ 予算編成過程  

◇最終見積入力時点（10月27日時点）の予算見積状況 

 

令和5年度予算編成については，10月7日に動画配信した，令和5年度市政経営及び予算編成

の説明から本格的な予算編成作業に着手しました。市長通達「令和5年度における市政経営及び

予算編成に向けた基本的な考え方について」に基づき，令和5年度は，これまでのまちづくりの

成果を今後の市政に引き継ぐとともに，２０３０年代の中長期的な将来を見据え，更に発展さ

せていくことを目指す第６次総合計画の初年度として，次期基本計画に位置付ける各施策・事

業の着実な推進及び施策横断的な取組への適切な対応を図ることで，市民福祉の向上につなげ

ることとしています。 

厳しい財政見通しを踏まえ，財源不足に対処するため，各部のマネジメント機能をより一層

発揮しながら，全ての経費の精査，検証をはじめ，「選択と集中」の視点から，事業の優先度

を厳しく精査することとします。また，新規・拡充事業は，次期基本計画の対象事業を含め，

優先度を精査し，厳選するとともに，経常経費については，義務的な経費を除き，仕様の見直

しや事務の効率化等により，経費縮減を図ることとします。 

最終見積入力（10月27日時点）の予算見積額の状況では，前年度予算と比較して，歳入は 

10億円余の減，歳出は102億円余の増で，歳出超過（財源不足）は113億円余でした。 

※令和4年度予算編成での同時期：歳出超過(財源不足)68億円余 

財源不足を調整するため，各部課とのヒアリングを通じ，歳入確保と経費縮減の歳入歳出両

面での見直し，見積金額の時点修正，新規・拡充事業の厳選など，次期基本計画の策定及び財

政フレームの作成と併行しながら，全庁での予算の総合調整を実施しました。 

1 0 月 2 7 日 時 点 の 各 部 の 予 算 見 積 額 の 状 況         （ 単 位 ： 百 万 円 , ％ ）

  区     分 1 0 月 2 7 日 見 積 額 参 考 令 和 4 年 度 予 算 増 減 額 増 減 率 主 な 増 減 要 因 参 考 令 和 3 年 度 予 算

歳 　  入 9 4 ,1 9 3 9 5 ,2 7 0 ▲  1 ,0 7 7 ▲  1 .1 9 0 ,1 2 0

市 税 4 7 ,2 5 5 4 6 ,0 9 8 1 ,1 5 8 2 .5 個 人 市 民 税 の 増 4 3 ,6 7 1

譲 与 税 ・ 交 付 金 6 ,7 2 0 6 ,8 0 8 ▲  8 8 ▲  1 .3 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 の 減 6 ,0 7 1

国 庫 支 出 金 1 5 ,8 0 7 1 6 ,9 7 3 ▲  1 ,1 6 6 ▲  6 .9 ワ ク チ ン 接 種 費 負 担 金 の 減 1 6 ,1 1 0

都 支 出 金 1 4 ,3 9 9 1 4 ,0 0 2 3 9 6 2 .8 緊 急 輸 送 道 路 補 助 金 の 増 1 2 ,7 9 1

市 債 3 ,3 4 2 3 ,3 4 2 0 0 .0 3 ,6 7 0

そ の 他 6 ,6 7 1 8 ,0 4 6 ▲  1 ,3 7 6 ▲  1 7 .1 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 の 減 7 ,8 0 7

  区     分 1 0 月 2 7 日 見 積 額 参 考 令 和 4 年 度 予 算 増 減 額 増 減 率 主 な 増 減 要 因 参 考 令 和 3 年 度 予 算

歳 　   出 1 0 5 ,5 2 1 9 5 ,2 7 0 1 0 ,2 5 1 1 0 .8 9 0 ,1 2 0

総 務 費 1 1 ,9 3 1 1 0 ,4 0 1 1 ,5 3 0 1 4 .7 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト の 増 9 ,6 7 2

民 生 費 5 3 ,0 2 7 5 0 ,4 8 8 2 ,5 3 9 5 .0 障 害 者 福 祉 サ ー ビ ス 費 の 増 4 8 ,1 4 3

衛 生 費 7 ,3 0 0 6 ,7 2 4 5 7 6 8 .6 予 防 対 策 費 の 増 6 ,5 9 4

土 木 費 1 2 ,3 6 5 9 ,0 2 2 3 ,3 4 3 3 7 .1 都 市 計 画 道 路 整 備 費 の 増 7 ,7 6 9

消 防 費 2 ,8 5 2 2 ,8 8 5 ▲  3 2 ▲  1 .1 消 防 事 務 委 託 金 の 減 2 ,8 4 9

教 育 費 1 2 ,9 1 3 1 0 ,8 0 6 2 ,1 0 7 1 9 .5 小 ・ 中 学 校 施 設 整 備 費 の 増 1 0 ,3 2 9

そ の 他 5 ,1 3 4 4 ,9 4 5 1 8 9 3 .8 元 金 償 還 費 の 増 4 ,7 6 4

参 考 （ 単 位 ： 百 万 円 ）

区 　 分 1 0 月 2 7 日 見 積 額 参 考  前 年 同 時 期 差 引 増 減

歳  入  見  積  額 9 4 ,1 9 3 9 3 ,0 8 5 1 ,1 0 8

歳  出  見  積  額 1 0 5 ,5 2 1 9 9 ,8 8 9 5 ,6 3 2

歳 入 歳 出 差 引 額 ▲  1 1 ,3 2 8 ▲  6 ,8 0 4 ▲  4 ,5 2 4
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◇各部における再調整後，予算案内示時点（12月23日時点）の予算見積状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

各部再調整後，予算案内示時点（12月23日時点）の予算見積状況     （単位：百万円,％）

  区     分 1 2 月 2 3 日 見 積 額 参 考 令 和 4 年 度 予 算 増 減 額 構 成 比 増 減 率 1 0 月 2 7 日 見 積 額

歳 　  入 9 5 ,5 4 3 9 5 ,2 7 0 2 7 3 1 0 0 .0 0 .3 9 4 ,1 9 3

市 税 4 7 ,4 4 1 4 6 ,0 9 8 1 ,3 4 3 4 9 .6 2 .9 4 7 ,2 5 5

譲 与 税 ・ 交 付 金 7 ,5 2 0 6 ,8 0 8 7 1 2 7 .9 1 0 .5 6 ,7 2 0

国 庫 支 出 金 1 5 ,5 4 4 1 6 ,9 7 3 ▲  1 ,4 2 9 1 6 .3 ▲  8 .4 1 5 ,8 0 7

都 支 出 金 1 3 ,9 4 5 1 4 ,0 0 2 ▲  5 8 1 4 .6 ▲  0 .4 1 4 ,3 9 9

市 債 3 ,3 4 2 3 ,3 4 2 0 3 .5 0 .0 3 ,3 4 2

そ の 他 7 ,7 5 1 8 ,0 4 6 ▲  2 9 5 8 .1 ▲  3 .7 6 ,6 7 1

  区     分 1 2 月 2 3 日 見 積 額 参 考 令 和 4 年 度 予 算 増 減 額 構 成 比 増 減 率 1 0 月 2 7 日 見 積 額

歳 　   出 9 8 ,2 5 8 9 5 ,2 7 0 2 ,9 8 8 1 0 0 .0 3 .1 1 0 5 ,5 2 1

総 務 費 1 1 ,1 8 2 1 0 ,4 0 1 7 8 1 1 1 .4 7 .5 1 1 ,9 3 1

民 生 費 5 1 ,6 7 4 5 0 ,4 8 8 1 ,1 8 6 5 2 .6 2 .3 5 3 ,0 2 7

衛 生 費 5 ,9 8 7 6 ,7 2 4 ▲  7 3 6 6 .1 ▲  1 0 .9 7 ,3 0 0

土 木 費 9 ,9 4 3 9 ,0 2 2 9 2 1 1 0 .1 1 0 .2 1 2 ,3 6 5

消 防 費 2 ,7 2 7 2 ,8 8 5 ▲  1 5 7 2 .8 ▲  5 .4 2 ,8 5 2

教 育 費 1 1 ,6 8 4 1 0 ,8 0 6 8 7 8 1 1 .9 8 .1 1 2 ,9 1 3

そ の 他 5 ,0 6 0 4 ,9 4 5 1 1 4 5 .1 2 .3 5 ,1 3 4

  歳 入 歳 出 差 引 額 ▲  2 ,7 1 6 ▲  2 ,7 1 6 ▲  1 1 ,3 2 8

参 考

区 　 分 1 2 月 2 3 日 見 積 額 1 0 月 2 7 日 見 積 額 差 引 増 減

歳  入  見  積  額 9 5 ,5 4 3 9 4 ,1 9 3 1 ,3 5 0

歳  出  見  積  額 9 8 ,2 5 8 1 0 5 ,5 2 1 ▲  7 ,2 6 3

歳 入 歳 出 差 引 額 ▲  2 ,7 1 6 ▲  1 1 ,3 2 8 8 ,6 1 2  

 

 

最終見積入力後においても，各部とのヒアリング等を通じ，厳しい財政環境を共有する

中で，予算編成方針を踏まえた経常的経費の縮減や，直近の決算・令和4年度執行状況等

を勘案した経費縮減の視点のほか，緊急度，優先度等を踏まえた選択と集中の視点から予

算の調整を図りました。 

歳入では，市税の時点修正による増や，歳出と連動する国・都支出金等の確保を見込み

ました。 

一方，歳出では，全ての経費の精査，検証による事業費精査のほか，次期基本計画の

対象事業をはじめとする各種事業の進捗調整，新規・拡充事業の厳選など，各部との調整

を行いました。 

この結果，歳入予算見積額955億円余，歳出予算見積額982億円余となり，歳出超過

（財源不足）は27億円余あるものの，その後の歳入確保の取組や調整余地のある歳出減を

想定する中で，12月23日に各部に予算案の内示を行いました。 

１月5日，6日に各部との総合調整を実施するとともに，懸案課題については，1月11日

～17日に市長査定（ブリーフィング）を行い，総合調整を実施しました。 
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◇総合調整後（1月23日時点）の予算見積状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合調整後（１月23日時点）の予算見積状況                   （単位：百万円,％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

収支均衡に向けた諸調整           （単位：百万円） 

１月23日現在の歳出超過額（財源不足） 188

◇収支均衡に向けた歳入歳出両面からの総合調整

 

 

 

収 支 均 衡 

予算案内示以降，歳入では，さらなる市税収入の時点修正による増や各種交付金の増額

のほか，引き続き，国や都の特定財源等の最大限の確保に取り組むとともに，市債の精査

や各種基金繰入金の増額等を見込みました。 

一方，歳出では，未確定であった事項の確定に伴う増減を見込むとともに，未調整事項

となっていた案件の減額精査を行いました。 

また，これまで計上していなかった新型コロナワクチン接種費及び出産・子育て交付金

事業について，歳入・歳出同額で追加計上しました。 

現在も，引き続き，収支均衡に向け，歳入歳出両面からの総合調整を実施しています。 

現時点（１月 23 日時点）での予算見積額の状況は，歳入総額 997 億 9000 万円余，歳

出総額 999 億 8000 万円余となり，現時点での歳出超過（財源不足額）は 1 億 8000 万

円余となっています。 

  区    分 １月23日見積額 参考令和4年度予算 増減額 構成比 増減率 12月23日見積額

歳　 入 99,793 95,270 4,523 100.0 4.7 95,543

市 税 47,723 46,098 1,625 47.8 3.5 47,441

譲 与 税 ・ 交 付 金 7,908 6,808 1,100 8.0 16.2 7,520

国 庫 支 出 金 16,913 16,973 ▲ 61 17.0 ▲ 0.4 15,544

都 支 出 金 14,403 14,002 400 14.4 2.9 13,945

市 債 3,742 3,342 400 3.7 12.0 3,342

そ の 他 9,105 8,046 1,058 9.1 13.2 7,751

  区    分 １月23日見積額 参考令和4年度予算 増減額 構成比 増減率 12月23日見積額

歳　  出 99,981 95,270 4,711 100.0 4.9 98,258

総 務 費 11,553 10,401 1,152 11.6 11.1 11,182

民 生 費 51,938 50,488 1,450 51.9 2.9 51,674

衛 生 費 7,506 6,724 782 7.5 11.6 5,987

土 木 費 9,984 9,022 962 10.0 10.7 9,943

消 防 費 2,728 2,885 ▲ 156 2.7 ▲ 5.4 2,727

教 育 費 11,206 10,806 399 11.2 3.7 11,684

そ の 他 5,067 4,945 121 5.1 2.5 5,060

  歳入歳出差引額 ▲ 188 ▲ 188 ▲ 2,716

参考
区　分 １月23日見積額 12月23日見積額 差引増減

歳 入 見 積 額 99,793 95,543 4,250

歳 出 見 積 額 99,981 98,258 1,723

歳入歳出差引額 ▲ 188 ▲ 2,716 2,527
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◇予算編成過程の一覧表 

                          (単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要説明（1 月 24 日）以降の収支均衡までの主な調整内容 

収支均衡に向けた諸調整 

 

◆歳 入 

 譲与税・交付金  利子割交付金，法人事業税交付金の増 など 

 都支出金     帯状疱疹ワクチン接種費補助金の増 など 

その他      財政調整基金繰入金の減 など 

 

◆歳 出 

 共 通      職員人件費の精査 

 総務費      事務補助員報酬の精査 

 衛生費      ふじみ衛生組合負担金の減，帯状疱疹ワクチン接種費の増 など 

  区    分
各部調整後

10/27見積額
Ａ

予算案内示時点
12/23見積額

Ｂ

差引
Ｂ-Ａ

1/23
見積額

Ｃ

差引
Ｃ-Ｂ

最終予算案
D

差引
D-C

参考
4年度予算

歳　 入 94,193 95,543 1,350 99,793 4,250 99,770 ▲ 23 95,270

市 税 47,255 47,441 185 47,723 282 47,723 0 46,098

譲与税 ・交 付金 6,720 7,520 800 7,908 389 7,934 25 6,808

国 庫 支 出 金 15,807 15,544 ▲ 263 16,913 1,369 16,919 6 16,973

都 支 出 金 14,399 13,945 ▲ 454 14,403 458 14,454 52 14,002

市 債 3,342 3,342 0 3,742 400 3,742 0 3,342

そ の 他 6,671 7,751 1,081 9,105 1,353 8,999 ▲ 106 8,046

  区    分
各部調整後

10/27見積額
Ａ

予算案内示時点
12/23見積額

Ｂ

差引
Ｂ-Ａ

1/23
見積額

Ｃ

差引
Ｃ-Ｂ

最終予算案
D

差引
D-C

参考
4年度予算

歳　  出 105,521 98,258 ▲ 7,263 99,981 1,723 99,770 ▲ 211 95,270

総 務 費 11,931 11,182 ▲ 749 11,553 371 11,404 ▲ 149 10,401

民 生 費 53,027 51,674 ▲ 1,353 51,938 264 51,929 ▲ 9 50,488

衛 生 費 7,300 5,987 ▲ 1,312 7,506 1,518 7,440 ▲ 66 6,724

土 木 費 12,365 9,943 ▲ 2,421 9,984 41 9,984 0 9,022

消 防 費 2,852 2,727 ▲ 125 2,728 0 2,725 ▲ 2 2,885

教 育 費 12,913 11,684 ▲ 1,229 11,206 ▲ 478 11,192 ▲ 14 10,806

そ の 他 5,134 5,060 ▲ 74 5,067 7 5,096 28 4,945

歳入歳出差引額 ▲ 11,328 ▲ 2,716 8,612 ▲ 188 2,527 0 188
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◆行革プラン２０１９に基づく経常経費縮減の取組  
  

１ 取組の背景 
  市政を取り巻く状況として，今後も，多様化・複雑化する市民ニーズへの対応や，社会保障関
係経費をはじめ，様々な財政需要の増加が見込まれる一方で，市税収入などの大幅な伸びは期待
できないものと捉えています。市は，普通交付税による財源補完がない不交付団体であることな
どを踏まえ，持続可能な市政経営の実現に向け，引き続き，不断の行財政改革に取り組み，自主
自立的な経営努力を継続していくことが不可欠です。 

  このような市を取り巻く厳しい環境の中においても，後期基本計画に位置付けた各施策・事業
の着実な推進を図るとともに，質の高いサービスを将来にわたり持続的に提供していくため，あ
らゆる角度からの財源確保と，創意工夫に基づく経費縮減による見直し・改善に継続的に取り組
む必要があります。 

 

２ 行革プラン２０１９において「経常経費縮減の取組」を個別プラン化（プラン２９） 
  令和元年度からの行革プラン２０１９において，新たな個別プランとして「プラン２９ 事務
事業等の見直し・改善による経常経費の縮減」を位置付け，各部と連携しながら，全庁的な経常
経費縮減に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ プラン２９の取組の概要 
各部と連携を図りながら，予算編成作業と並行した経常経費縮減の取組を推進しました。 

 

項目【所管部】 プラン２９の取組の概要 
見直し・改善 
に伴う縮減等 

市政情報の提供 
【行政経営部】 

イラスト等使用（オフィス満タン）の見直し 約８７万円 

備蓄品の充実 
【総務部】 

アルファ米の利活用の工夫によるリサイクル費用の削
減 

約１２０万円 

ＭＣＡ無線の維持管理 
【総務部】 

「MCA無線」の設置を見直し 
「防災行政無線移動系」を必要な施設へ配備 約２０３万円 

犯罪抑止対策の推進 
【総務部】 

夜間パトロール委託の見直し 約１６１８万円 

児童館の運営業務 
【子ども生活部】 

児童館の運営委託（１館）及び児童館併設学童クラブの先
行委託（１施設）のほか，既に委託化した児童館（２施設）
による効率化・財源確保 

 
約３１６９万円 

 

地域福祉センター管理運
営【生活文化スポーツ部】 

地域福祉センターの清掃委託の見直し 約３６万円 

合 計 約５２３３万円 
 
（参考）令和元年度取組実績（約 5510万円） 

取組項目：税総合システムの運用，ごみ対策課事務室移転，児童館の運営業務 
令和２年度取組実績（約 1億 880万円） 
取組項目：市政情報の提供，市庁舎立体駐車場の運用，保育園運営に係る市独自補助，児童館   

の運営業務，市税及び国民健康保険税の収納事務一元化 
令和３年度取組実績（約６９６０万円） 
取組項目：行政評価支援システムの運用，市政情報の提供，ＭＣＡ無線の維持管理，児童館 

の運営業務，公金輸送業務，議会対応等におけるペーパーレス化 
 

 
  ＜複数年次の視点での取組＞ 
   「ＭＣＡ無線維持管理」，「委託料（保守点検委託料など）」については，引き続き，事業の取組経  

緯等を確認しながら，検討を継続することとしました。 
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（参考：「プラン１１ 公立保育園における民間活力の活用」の取組） 

 

 

 

 
  

プラン１１の取組の概要 財源確保 取組年度 

公立保育園の公私連携型保育所※１への移行（１園）に向けた取組の推進 約8200万円 令和元年度 

公立保育園の公私連携型保育所への移行（２園，累計３園）に向けた取組
の推進（※カッコ内の金額は，令和３年度から移行した２園分の金額） 

約2億2500万円 
(約1億4600万円) 

令和２年度 

公立保育園の公私連携型保育所への移行（１園，累計４園）に向けた取組
の推進（※カッコ内の金額は，令和４年度から移行した１園分の金額） 

約2億7700万円 
(約5700万円) 

令和３年度 

※１：児童福祉法に基づいて調布市と協定を締結した公私連携法人が，協定に基づく市の関与を受けながら 
運営を行う私立保育園のこと。 

 
 
 
 

４ 令和５年度の取組（予定） 
  令和５年度から令和８年度までの４年間を計画期間とする行革プラン２０２３においても，
「プラン２６」として「事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮減」，「プラン１３」とし
て「公立保育園における民間活力の活用」，また「プラン１４」として「児童館における民間活力
の活用」を位置付けます。令和５年度も全庁的な取組として，「プラン２６」では，引き続き各部
と協議し，連携しながら対象事業を設定し，経費縮減の検討に取り組みます。また，「プラン 
１３」についても引き続き，公設公営保育園における公私連携型保育所制度の活用に向けた準備
を進め，「プラン１４」についても児童館における民間活力の推進に取り組みます。 

 
 行革プラン２０２３（案） 

プラン11

◆公立保育園における公私
　連携型保育所制度の活用

◆継続 ◆継続年度別計画

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

子ども政策課，保育課公立保育園における民間活力の活用 担当課

（抜粋）
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参  考 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な見直し・改革・改善の事例 

単 位 ： 百 万 円

歳 入 予 算 (案 ) 歳 出 予 算 (案 )

令 和 3 年 度 決 算 振 返 り に よ る 見 直 し

令 和 4 年 度 契 約 実 績 等 に よ る 見 直 し

随 意 契 約 の 委 託 仕 様 等 の 見 直 し

事 務 事 業 評 価 を 踏 ま え た 見 直 し

監 査 委 員 か ら の 指 摘 事 項 の 見 直 し

各 種 事 業 の 進 捗 調 整 に よ る 縮 減

行 革 プ ラ ン の 取 組

公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト 計 画 の 取 組

財 政 規 律 ガ イ ド ラ イ ン に 基 づ く 総 合 調 整

新 規 ･拡 充 事 業 の 厳 選

金 額 確 定 に 伴 う 調 整

※ 各 部 調 整 時 点 (1 0 /2 7 時 点 )の 予 算 見 積 額 と 最 終 予 算 案 と の 比 較 。

委 託 金 額 の 妥 当 性 ， 仕 様 の 再 検 証 に よ る 見 直 し な ど

収 入 未 済 の 縮 減 ・ 事 務 事 業 見 直 し 等 に よ る 経 費 の 縮 減 な ど

収 入 見 込 み ・ 契 約 実 績 等 の 執 行 見 込 み を 踏 ま え た 見 直 し な ど

歳 入 歳 出 両 面 （ 財 源 確 保 ・ 経 費 縮 減 ） で の 調 整 の 取 組

大 　 分 　 類
歳 入 歳 出 両 面 で の 調 整 額

主 な 取 組 内 容

決 算 分 析 に よ る 収 入 率 ・ 執 行 率 の 再 検 証 に よ る 見 直 し な ど

決 算 振 返 り 等 に よ る 有 効 性 ･効 率 性 評 価 等 に よ る 見 直 し な ど

公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト 計 画 の 策 定 と 並 行 し て ， 優 先 度 等 を 勘 案

調 整 額  1 1 ,3 2 8

市 民 の 安 全 安 心 ， 市 民 生 活 支 援 の 観 点 で 緊 急 性 の 高 い 事 業

経 常 経 費 の 縮 減 ・ 民 間 活 力 活 用 な ど

複 数 年 次 を 見 据 え た 事 業 の 進 捗 調 整 な ど

負 担 金 等 ， 金 額 確 定 に 伴 う 調 整

＋ 5 ,5 7 7

の 調 整 増

▲ 5 ,7 5 1

の 調 整 減

財 政 構 造 見 直 し ・ 財 政 基 盤 強 化 ・ 債 務 残 高 縮 減 へ の 留 意 な ど

単位：百万円

縮減効果額

イラスト等使用（オフィス満タン）の見直し 1
アルファ米の利活用の工夫によるリサイクル費用の削減 1
MCA無線，防災行政無線設置場所精査による経費縮減 2
夜間パトロール委託の見直し 16
防災備蓄倉庫の見直し 2
児童館及び学童クラブの民間活力の活用による経費縮減 10

33

財源確保額

市税収納率向上による財源確保 141
各種助成金の活用（一般財団法人自治総合センター，東京都市長会など） 53
返礼付ふるさと納税による寄附金の確保 20
クラウドファンディングによる寄附金の確保 5
広告料収入の確保 13

233

265
※縮減効果額と財源確保額を合計して，財政効果額を算出。

　このほか，決算振返り等による全事務事業を見直し・改革・改善の視点で検証

合　計　ｂ

合　計　a+b

歳出面からの主な見直し・改革・改善

合　計　a

歳入面からの主な見直し・改革・改善
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令和５年度予算額 令和４年度予算額 増 減 額 増 減 率

99,770,000 95,270,000 4,500,000 4.7

45,995,724 45,378,280 617,444 1.4

22,355,961 21,840,159 515,802 2.4

1,038,454 1,138,041 ▲ 99,587 ▲ 8.8

16,584,122 16,711,367 ▲ 127,245 ▲ 0.8

6,017,187 5,688,713 328,474 5.8

145,765,724 140,648,280 5,117,444 3.6

令和５年度予算額 令和４年度予算額 増 減 額 増 減 率

収 入 4,538,778 4,428,708 110,070 2.5

支 出 4,428,107 4,353,950 74,157 1.7

収 入 2,087,302 1,582,716 504,586 31.9

支 出 2,458,478 1,968,606 489,872 24.9

下　水　道　事　業　会　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

特　　　別　　　会　　　計

国 民 健 康 保 険 事 業

用 地

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

合　　　　　　　計

令和５年度会計別予算の状況

（単位：千円，％）

会　　　　　　　　　　計

一　　　般　　　会　　　計
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歳　入

５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

A B A－B

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 市 税 47,722,566 46,097,736 1,624,830

5 市 民 税 25,394,639 24,276,317 1,118,322

10 固 定 資 産 税 17,534,254 17,141,088 393,166

15 軽 自 動 車 税 150,554 143,635 6,919

20 市 た ば こ 税 1,261,749 1,203,027 58,722

28 入 湯 税 1 1 0

30 都 市 計 画 税 3,381,369 3,333,668 47,701

10 地 方 譲 与 税 366,500 384,053 ▲ 17,553

7 地 方 揮 発 油 譲 与 税 90,000 95,000 ▲ 5,000

10 自 動 車 重 量 譲 与 税 250,000 263,000 ▲ 13,000

20 航 空 機 燃 料 譲 与 税 1,000 753 247

25 森 林 環 境 譲 与 税 25,500 25,300 200

15 利 子 割 交 付 金 70,000 57,000 13,000

5 利 子 割 交 付 金 70,000 57,000 13,000

16 配 当 割 交 付 金 400,000 330,000 70,000

5 配 当 割 交 付 金 400,000 330,000 70,000

17 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 390,000 360,000 30,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 390,000 360,000 30,000

18 法 人 事 業 税 交 付 金 700,000 470,000 230,000

5 法 人 事 業 税 交 付 金 700,000 470,000 230,000

19 地 方 消 費 税 交 付 金 5,600,000 4,800,000 800,000

5 地 方 消 費 税 交 付 金 5,600,000 4,800,000 800,000

20 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,000 7,000 0

5 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,000 7,000 0

31 環 境 性 能 割 交 付 金 77,000 77,000 0

5 環 境 性 能 割 交 付 金 77,000 77,000 0

33 地 方 特 例 交 付 金 249,000 249,000 0

5 地 方 特 例 交 付 金 249,000 249,000 0

35 地 方 交 付 税 50,000 50,000 0

5 地 方 交 付 税 50,000 50,000 0

40 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 24,000 24,000 0

5 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 24,000 24,000 0

令和５年度一般会計歳入歳出予算

款 項
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５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

A B A－B

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

45 分 担 金 及 び 負 担 金 1,875,111 1,788,922 86,189

10 負 担 金 1,875,111 1,788,922 86,189

50 使 用 料 及 び 手 数 料 2,448,822 2,368,210 80,612

5 使 用 料 1,748,843 1,670,647 78,196

10 手 数 料 699,979 697,563 2,416

55 国 庫 支 出 金 16,918,870 16,973,320 ▲ 54,450

5 国 庫 負 担 金 14,156,369 13,989,954 166,415

10 国 庫 補 助 金 2,696,103 2,918,127 ▲ 222,024

15 委 託 金 66,398 65,239 1,159

60 都 支 出 金 14,454,145 14,002,453 451,692

5 都 負 担 金 5,404,497 5,264,032 140,465

10 都 補 助 金 8,562,907 8,167,613 395,294

15 委 託 金 486,741 570,808 ▲ 84,067

65 財 産 収 入 138,888 138,575 313

5 財 産 運 用 収 入 38,886 38,573 313

10 財 産 売 払 収 入 100,002 100,002 0

70 寄 附 金 25,002 5,002 20,000

5 寄 附 金 25,002 5,002 20,000

75 繰 入 金 3,458,790 2,687,169 771,621

5 特 別 会 計 繰 入 金 80,001 2,404 77,597

10 基 金 繰 入 金 3,378,789 2,684,765 694,024

80 繰 越 金 500,000 500,000 0

5 繰 越 金 500,000 500,000 0

85 諸 収 入 552,306 558,560 ▲ 6,254

5 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 34,001 39,001 ▲ 5,000

10 市 預 金 利 子 71 71 0

20 貸 付 金 元 利 収 入 28,686 28,276 410

25 受 託 事 業 収 入 3,260 421 2,839

30 収 益 事 業 収 入 2 2 0

35 雑 入 486,286 490,789 ▲ 4,503

90 市 債 3,742,000 3,342,000 400,000

5 市 債 3,742,000 3,342,000 400,000

99,770,000 95,270,000 4,500,000歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

款 項
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歳　出

５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

A B A－B

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 議 会 費 515,292 505,399 9,893

5 議 会 費 515,292 505,399 9,893

10 総 務 費 11,404,052 10,400,957 1,003,095

5 総 務 管 理 費 7,244,274 5,743,788 1,500,486

10 徴 税 費 925,905 977,736 ▲ 51,831

15 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 591,635 552,204 39,431

20 選 挙 費 164,484 250,986 ▲ 86,502

25 統 計 調 査 費 19,721 11,447 8,274

30 監 査 委 員 費 62,785 61,225 1,560

35 生 活 文 化 費 2,395,248 2,803,571 ▲ 408,323

15 民 生 費 51,928,948 50,487,903 1,441,045

5 社 会 福 祉 費 22,580,912 21,242,704 1,338,208

10 児 童 福 祉 費 22,466,205 22,322,988 143,217

15 生 活 保 護 費 6,826,321 6,870,305 ▲ 43,984

20 国 民 年 金 費 55,510 51,906 3,604

20 衛 生 費 7,439,597 6,723,503 716,094

5 保 健 衛 生 費 4,312,772 3,637,060 675,712

10 清 掃 費 3,126,825 3,086,443 40,382

25 労 働 費 55,111 55,230 ▲ 119

5 労 働 諸 費 55,111 55,230 ▲ 119

30 農 業 費 143,906 116,429 27,477

5 農 業 費 143,906 116,429 27,477

35 商 工 費 449,733 444,103 5,630

5 商 工 費 449,733 444,103 5,630

40 土 木 費 9,984,247 9,021,693 962,554

5 土 木 管 理 費 609,007 634,126 ▲ 25,119

10 道 路 橋 り ょ う 費 2,230,209 2,113,148 117,061

15 都 市 計 画 費 6,878,996 6,010,939 868,057

20 住 宅 費 266,035 263,480 2,555

令和５年度一般会計歳入歳出予算

款 項
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５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

A B A－B

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

45 消 防 費 2,725,462 2,884,576 ▲ 159,114

5 消 防 費 2,725,462 2,884,576 ▲ 159,114

50 教 育 費 11,191,957 10,806,109 385,848

5 教 育 総 務 費 2,005,031 1,881,480 123,551

10 小 学 校 費 3,900,702 3,967,710 ▲ 67,008

15 中 学 校 費 1,109,549 725,712 383,837

20 幼 稚 園 費 1,249,970 1,183,702 66,268

25 社 会 教 育 費 2,179,912 2,332,802 ▲ 152,890

30 保 健 体 育 費 746,793 714,703 32,090

60 公 債 費 3,831,532 3,723,935 107,597

5 公 債 費 3,831,532 3,723,935 107,597

65 諸 支 出 金 163 163 0

5 美 術 作 品 等 取 得 基 金 費 163 163 0

90 予 備 費 100,000 100,000 0

5 予 備 費 100,000 100,000 0

99,770,000 95,270,000 4,500,000歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

款 項
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歳　入
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 国 民 健 康 保 険 税 4,498,517 4,279,012 219,505

5 国 民 健 康 保 険 税 4,498,517 4,279,012 219,505

10 使 用 料 及 び 手 数 料 0 0

5 手 数 料 0 0

15 国 庫 支 出 金 691 1 690

10 国 庫 補 助 金 691 1 690

25 都 支 出 金 14,278,171 14,158,931 119,240

5 都 補 助 金 14,278,171 14,158,931 119,240

40 繰 入 金 3,557,046 3,380,678 176,368

5 一 般 会 計 繰 入 金 3,557,046 3,380,678 176,368

45 繰 越 金 1 1 0

5 繰 越 金 1 1 0

50 諸 収 入 21,535 21,536 ▲ 1

5 延 滞 金 , 加 算 金 及 び 過 料 10,023 10,023 0

10 市 預 金 利 子 1 1 0

12 受 託 事 業 収 入 0 1 ▲ 1

15 雑 入 11,511 11,511 0

22,355,961 21,840,159 515,802

令和５年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出予算

款 項

歳　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計　　
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歳　出
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 総 務 費 284,620 254,475 30,145

5 総 務 管 理 費 248,487 218,211 30,276

10 徴 税 費 36,133 36,264 ▲ 131

10 保 険 給 付 費 14,105,397 14,084,499 20,898

5 療 養 諸 費 12,219,718 12,233,796 ▲ 14,078

10 高 額 療 養 費 1,774,100 1,744,600 29,500

13 移 送 費 550 550 0

18 出 産 育 児 諸 費 69,029 65,553 3,476

25 葬 祭 費 14,000 13,000 1,000

27 傷 病 手 当 金 3,000 2,000 1,000

29 結 核 ・ 精 神 医 療 給 付 金 25,000 25,000 0

19 国民健康 保険 事業 費納 付金 7,673,479 7,210,327 463,152

5 医 療 給 付 費 分 5,273,005 4,978,410 294,595

10 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 1,698,980 1,530,573 168,407

15 介 護 納 付 金 分 701,494 701,344 150

25 保 健 事 業 費 251,328 249,721 1,607

3 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 212,335 221,342 ▲ 9,007

5 保 健 事 業 費 38,993 28,379 10,614

35 公 債 費 83 83 0

5 公 債 費 83 83 0

40 諸 支 出 金 36,054 36,054 0

5 償 還 金 及 び 還 付 金 36,053 36,053 0

10 繰 出 金 1 1 0

90 予 備 費 5,000 5,000 0

5 予 備 費 5,000 5,000 0

22,355,961 21,840,159 515,802

款 項

歳　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計　　
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歳　入
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 財 産 収 入 1,028,081 1,118,239 ▲ 90,158

5 財 産 運 用 収 入 50 82 ▲ 32

10 財 産 売 払 収 入 1,028,031 1,118,157 ▲ 90,126

10 繰 入 金 10,372 19,801 ▲ 9,429

5 一 般 会 計 繰 入 金 10,372 19,801 ▲ 9,429

15 繰 越 金 1 1 0

5 繰 越 金 1 1 0

1,038,454 1,138,041 ▲ 99,587

歳　出

５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 用 地 費 1,038,403 1,137,958 ▲ 99,555

5 用 地 買 収 費 1,038,403 1,137,958 ▲ 99,555

10 繰 出 金 51 83 ▲ 32

5 一 般 会 計 繰 出 金 1 1 0

10 基 金 繰 出 金 50 82 ▲ 32

1,038,454 1,138,041 ▲ 99,587

令和５年度用地特別会計歳入歳出予算

項

歳　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計　　

歳　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計　　

款

款

項
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歳　入
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 保 険 料 3,650,315 3,622,867 27,448

5 介 護 保 険 料 3,650,315 3,622,867 27,448

15 国 庫 支 出 金 3,689,483 3,770,548 ▲ 81,065

5 国 庫 負 担 金 2,771,246 2,733,666 37,580

10 国 庫 補 助 金 918,237 1,036,882 ▲ 118,645

20 支 払 基 金 交 付 金 4,331,038 4,291,320 39,718

5 支 払 基 金 交 付 金 4,331,038 4,291,320 39,718

25 都 支 出 金 2,343,625 2,396,786 ▲ 53,161

5 都 負 担 金 2,276,006 2,255,086 20,920

7 都 補 助 金 67,619 141,700 ▲ 74,081

30 財 産 収 入 604 604 0

5 財 産 運 用 収 入 604 604 0

35 繰 入 金 2,569,017 2,629,172 ▲ 60,155

5 一 般 会 計 繰 入 金 2,569,017 2,629,172 ▲ 60,155

40 繰 越 金 1 1 0

5 繰 越 金 1 1 0

45 諸 収 入 39 69 ▲ 30

5 延 滞 金 , 加 算 金 及 び 過 料 3 3 0

10 市 預 金 利 子 1 1 0

15 雑 入 35 65 ▲ 30

16,584,122 16,711,367 ▲ 127,245

令和５年度介護保険事業特別会計歳入歳出予算

款 項

歳　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計　　
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歳　出
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 総 務 費 379,146 382,750 ▲ 3,604

5 総 務 管 理 費 213,098 216,201 ▲ 3,103

10 徴 収 費 11,652 11,603 49

15 介 護 認 定 審 査 会 費 97,339 90,082 7,257

20 認 定 調 査 費 57,057 64,864 ▲ 7,807

10 保 険 給 付 費 15,530,000 15,350,000 180,000

5 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 13,961,800 13,853,300 108,500

10 介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 535,700 559,600 ▲ 23,900

15 そ の 他 諸 費 19,000 19,000 0

20 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 554,900 554,900 0

23 高額医療合算介護サービス等費 86,700 86,700 0

30 特定入所者介護サービス等費 371,900 276,500 95,400

12 地 域 支 援 事 業 費 528,495 926,770 ▲ 398,275

2
介護予防・生活支援サービス
事 業 費

504,090 536,640 ▲ 32,550

7 一 般 介 護 予 防 事 業 費 0 5,811 ▲ 5,811

10 包括的支援事業・任意事業費 23,065 382,999 ▲ 359,934

15 そ の 他 諸 費 1,340 1,320 20

25 基 金 積 立 金 59,430 42,393 17,037

5 基 金 積 立 金 59,430 42,393 17,037

30 諸 支 出 金 86,051 8,454 77,597

5 償 還 金 及 び 還 付 金 6,053 6,053 0

10 繰 出 金 79,998 2,401 77,597

90 予 備 費 1,000 1,000 0

5 予 備 費 1,000 1,000 0

16,584,122 16,711,367 ▲ 127,245歳　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計

項款
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歳　入
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3,170,392 2,929,207 241,185

5 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 3,170,392 2,929,207 241,185

10 使 用 料 及 び 手 数 料 1 1 0

5 手 数 料 1 1 0

15 繰 入 金 2,672,696 2,590,591 82,105

5 一 般 会 計 繰 入 金 2,672,696 2,590,591 82,105

20 繰 越 金 1 1 0

5 繰 越 金 1 1 0

25 諸 収 入 174,097 168,913 5,184

5 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 452 452 0

7 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 650 650 0

10 市 預 金 利 子 1 1 0

15 受 託 事 業 収 入 172,796 154,732 18,064

20 雑 入 198 13,078 ▲ 12,880

6,017,187 5,688,713 328,474

歳　出

５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

5 総 務 費 79,164 95,878 ▲ 16,714

5 総 務 管 理 費 71,429 88,843 ▲ 17,414

10 徴 収 費 7,735 7,035 700

7 保 険 給 付 費 82,182 68,648 13,534

5 葬 祭 費 82,182 68,648 13,534

10 広 域 連 合 納 付 金 5,637,769 5,312,613 325,156

5 広 域 連 合 納 付 金 5,637,769 5,312,613 325,156

15 保 健 事 業 費 210,885 205,253 5,632

5 保 健 事 業 費 210,885 205,253 5,632

20 諸 支 出 金 6,687 5,821 866

5 償 還 金 及 び 還 付 金 6,686 5,820 866

10 繰 出 金 1 1 0

90 予 備 費 500 500 0

5 予 備 費 500 500 0

6,017,187 5,688,713 328,474

令和５年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出予算

歳　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計　　

款 項

款 項

歳　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計　　
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収　入
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

1 下水道事業収益 4,538,778 4,428,708 110,070

1 営 業 収 益 3,159,221 3,061,670 97,551

1 下 水 道 使 用 料 2,013,029 2,022,110 ▲ 9,081

2 雨 水 処 理 負 担 金 1,120,863 1,033,211 87,652

90 そ の 他 営 業 収 益 25,329 6,349 18,980

2 営 業 外 収 益 1,379,556 1,367,037 12,519

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 13 7 6

2 他 会 計 負 担 金 44,788 31,156 13,632

5 長 期 前 受 金 戻 入 1,230,347 1,275,821 ▲ 45,474

7
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

101,133 56,796 44,337

8 雑 収 益 3,275 3,257 18

3 特 別 利 益 1 1 0

3 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0

4,538,778 4,428,708 110,070

支　出
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

1 下水道事業費用 4,428,107 4,353,950 74,157

1 営 業 費 用 4,312,039 4,246,703 65,336

1 管 渠 費 491,924 399,098 92,826

2 ポ ン プ 場 費 54,874 57,390 ▲ 2,516

3 流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 1,475,365 1,465,006 10,359

4 総 係 費 468,339 444,459 23,880

5 減 価 償 却 費 1,805,669 1,854,364 ▲ 48,695

6 資 産 減 耗 費 15,868 26,386 ▲ 10,518

2 営 業 外 費 用 111,067 102,246 8,821

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

110,948 102,144 8,804

4 雑 支 出 119 102 17

3 特 別 損 失 1 1 0

4 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0

4 予 備 費 5,000 5,000 0

1 予 備 費 5,000 5,000 0

4,428,107 4,353,950 74,157

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計　　

令和５年度下水道事業会計予算

款 項

款 項

目

目

収　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計　　
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収　入
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

1 資 本 的 収 入 2,087,302 1,582,716 504,586

1 企 業 債 1,929,200 1,460,100 469,100

1 企 業 債 1,929,200 1,460,100 469,100

2 国 庫 補 助 金 100,000 50,000 50,000

1 国 庫 補 助 金 100,000 50,000 50,000

3 都 補 助 金 5,000 2,500 2,500

1 都 補 助 金 5,000 2,500 2,500

6 他 会 計 負 担 金 53,102 70,116 ▲ 17,014

1 他 会 計 負 担 金 53,102 70,116 ▲ 17,014

8 分担金及び負担金 0 0 0

1 分 担 金 及 び 負 担 金 0 0 0

2,087,302 1,582,716 504,586

支　出
５ 年 度 ４ 年 度 増 減 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

1 資 本 的 支 出 2,458,478 1,968,606 489,872

1 建 設 改 良 費 2,111,439 1,639,027 472,412

1 管 渠 建 設 改 良 費 1,895,603 1,440,436 455,167

3 建 設 改 良 事 務 費 40,418 38,131 2,287

4 流 域 下 水 道 費 175,418 160,460 14,958

2 固定資産購入費 344 142 202

1 固 定 資 産 購 入 費 344 142 202

3 企 業 債 償 還 金 341,695 324,437 17,258

1 企 業 債 償 還 金 341,695 324,437 17,258

6 予 備 費 5,000 5,000 0

1 予 備 費 5,000 5,000 0

2,458,478 1,968,606 489,872

款 項 目

支　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計　　

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

収　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計　　
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人口１人当たり １世帯当たり

年度 人　　　口 世　帯　数 上段：予算額 上段：予算額 上段：予算額

指　数 指　数 下段：うち市税 指　数 下段：うち市税 下段：うち市税

（人） （世帯） （千円） （％） （円） （円）
 

19 213,800 100 104,155 100 72,410,000 100 4.3 338,681 695,214
43,028,679 100 7.9 201,257 413,122

 

20 215,757 101 105,774 102 74,140,000 102 2.4 343,627 700,928
43,355,420 101 0.8 200,946 409,887

 

21 218,817 102 107,535 103 73,930,000 102 ▲ 0.3 337,862 687,497
42,811,346 99 ▲ 1.3 195,649 398,115

 

22 220,757 103 108,660 104 76,630,000 106 3.7 347,124 705,227
41,960,869 98 ▲ 2.0 190,077 386,167

 

23 221,445 104 108,991 105 77,150,000 107 0.7 348,394 707,857
42,474,609 99 1.2 191,807 389,707

 

24 222,132 104 109,468 105 76,130,000 105 ▲ 1.3 342,724 695,454
42,229,161 98 ▲ 0.6 190,108 385,767

 

25 223,163 104 109,904 106 77,110,000 106 1.3 345,532 701,612
42,311,482 98 0.2 189,599 384,986

 

26 223,691 105 110,610 106 80,736,335 111 4.7 360,928 729,919
42,985,652 100 1.6 192,165 388,624

 

27 224,191 105 111,273 107 84,970,000 117 5.2 379,007 763,617
43,775,906 102 1.8 195,262 393,410

 

28 226,413 106 112,992 108 85,360,000 118 0.5 377,010 755,452
43,559,232 101 ▲ 0.5 192,388 385,507

 

29 229,886 108 115,223 111 88,650,000 122 3.9 385,626 769,378
44,474,801 103 2.1 193,465 385,989

 

30 232,473 109 117,099 112 92,540,000 128 4.4 398,068 790,271
45,208,120 105 1.6 194,466 386,068

 

元 235,169 110 118,804 114 91,810,000 127 ▲ 0.8 390,400 772,785
46,777,764 109 3.5 198,911 393,739

 

2 237,054 111 120,286 115 92,990,000 128 1.3 392,273 773,074
45,170,209 105 ▲ 3.4 190,548 375,523

 

3 237,815 111 121,296 116 90,120,000 124 ▲ 3.1 378,950 742,976
43,670,756 101 ▲ 3.3 183,633 360,035

 

4 237,939 111 121,783 117 95,270,000 132 5.7 400,397 782,293
46,097,736 107 5.6 193,738 378,524

 

5 238,505 112 122,585 118 99,770,000 138 4.7 418,314 813,884
47,722,566 111 3.5 200,090 389,302

※　人口及び世帯数は，毎年１月１日現在で，外国人を含む。

左のグラフの作成方法
別シート【グラフ表（折れ線）】に
数字を入力する必要があるので
一行足して入力する
※毎年，指標の基準が変わるので，別シートの数値もこのシートの指標を計算している関数も
全て変更する必要がある。注意。

前年度対比
増減率

人 口(世帯) と 一 般 会 計 予 算 の 推 移

指数：平成19年（度）＝１００

人　　　　　口 世　　　　　帯 当　　　初　　　予　　　算
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【指数】

【年度】

市税（世帯)と一般会計予算の推移

人 口

世帯数

予算額

うち市税
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予算に対する 備　　考

予 算 額 増 減 率 市       税 構 成 比 増 減 率 歳 入 決 算 額 増 減 率 市       税 構 成 比 増 減 率
市税の増収額

昭 和

30 255,396 ― 147,662 57.8 ― 226,033 ― 135,275 59.8 ― ▲ 12,387 市制施行

31 238,995 ▲ 6.4 162,193 67.9 9.8 235,632 4.2 152,552 64.7 12.8 ▲ 9,641

32 276,958 15.9 177,379 64.0 9.4 291,280 23.9 195,256 67.0 28.0 17,877

33 306,702 10.7 188,383 61.4 6.2 416,432 43.0 208,090 50.0 6.6 19,707

34 389,717 27.1 214,837 55.1 14.0 478,467 14.9 245,076 51.2 17.8 30,239

35 453,431 16.3 248,605 54.8 15.7 566,017 18.3 292,689 51.7 19.4 44,084 市制施行5年

36 594,949 31.2 317,844 53.4 27.9 691,718 22.2 385,421 55.7 31.7 67,577

37 575,105 ▲ 3.3 408,992 71.1 28.7 877,193 26.8 525,421 59.9 36.3 116,429

38 808,911 40.7 547,818 67.7 33.9 1,208,337 37.8 648,051 53.6 23.3 100,233

39 1,328,103 64.2 738,018 55.6 34.7 1,539,130 27.4 832,222 54.1 28.4 94,204 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ

40 1,586,826 19.5 961,040 60.6 30.2 1,823,946 18.5 1,064,661 58.4 27.9 103,621 市制施行10年

41 1,928,667 21.5 1,208,897 62.7 25.8 2,335,087 28.0 1,264,864 54.2 18.8 55,967

42 2,134,227 10.7 1,425,399 66.8 17.9 2,494,398 6.8 1,573,441 63.1 24.4 148,042

43 2,657,729 24.5 1,698,549 63.9 19.2 3,335,551 33.7 1,851,854 55.5 17.7 153,305

44 3,364,993 26.6 2,001,597 59.5 17.8 4,123,094 23.6 2,178,294 52.8 17.6 176,697

45 4,872,201 44.8 2,483,546 51.0 24.1 6,313,837 53.1 2,669,164 42.3 22.5 185,618 市制施行15年

46 5,706,505 17.1 3,060,951 53.6 23.2 7,879,701 24.8 3,348,266 42.5 25.4 287,315 現市役所庁舎

47 7,281,417 27.6 3,779,895 51.9 23.5 8,629,075 9.5 4,173,847 48.4 24.7 393,952

48 10,091,268 38.6 4,758,655 47.2 25.9 13,049,182 51.2 5,478,578 42.0 31.3 719,923

49 13,076,721 29.6 6,461,150 49.4 35.8 14,778,196 13.2 7,330,674 49.6 33.8 869,524 郷土博物館

50 16,110,775 23.2 8,267,127 51.3 28.0 16,559,637 12.1 7,848,210 47.4 7.1 ▲ 418,917 市制施行20年

51 16,363,078 1.6 8,279,008 50.6 0.1 18,412,865 11.2 9,341,279 50.7 19.0 1,062,271

52 19,500,808 19.2 10,189,508 52.2 23.1 21,225,482 15.3 10,597,379 49.9 13.4 407,871 グリーンホール

53 19,168,508 ▲ 1.7 11,533,026 60.2 13.2 22,158,084 4.4 12,179,558 55.0 14.9 646,532

54 21,436,938 11.8 13,031,300 60.8 13.0 24,865,817 12.2 14,042,026 56.5 15.3 1,010,726

55 25,268,108 17.9 15,002,007 59.4 15.1 27,266,257 9.7 15,521,853 56.9 10.5 519,846 市制施行25年

56 28,463,800 12.7 16,971,110 59.6 13.1 30,702,006 12.6 17,120,338 55.8 10.3 149,228

57 31,058,258 9.1 18,519,030 59.6 9.1 32,712,317 6.5 18,877,298 57.7 10.3 358,268

58 30,494,350 ▲ 1.8 19,823,103 65.0 7.0 33,240,614 1.6 20,686,889 62.2 9.6 863,786

59 31,919,550 4.7 21,112,541 66.1 6.5 35,631,466 7.2 22,213,218 62.3 7.4 1,100,677

60 33,704,150 5.6 22,922,160 68.0 8.6 37,910,818 6.4 24,672,116 65.1 11.1 1,749,956 市制施行30年

61 34,252,560 1.6 25,191,150 73.5 9.9 38,824,524 2.4 26,935,659 69.4 9.2 1,744,509

62 37,655,431 9.9 27,532,000 73.1 9.3 43,321,408 11.6 30,177,289 70.0 12.0 2,645,289 特養ﾎｰﾑ八雲苑

63 42,889,143 13.9 30,307,000 70.7 10.1 48,422,327 11.8 32,683,901 67.5 8.3 2,376,901

平 成

元 47,289,243 10.2 32,578,000 68.9 7.5 53,715,732 10.9 34,021,123 63.3 4.1 1,443,123

2 53,327,443 12.8 35,524,000 66.6 9.0 57,398,838 6.9 36,291,472 63.2 6.7 767,472 市制施行35年

3 57,737,481 8.3 37,016,000 64.1 4.2 62,135,285 8.3 37,597,722 60.5 3.6 581,722

一　般　会　計　予　算　及　び　決　算　の　推　移

（単位；千円・％）

年度

当        初        予        算 決                                      算
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予算に対する 備　　考

予 算 額 増 減 率 市       税 構 成 比 増 減 率 歳 入 決 算 額 増 減 率 市       税 構 成 比 増 減 率
市税の増収額

一　般　会　計　予　算　及　び　決　算　の　推　移

（単位；千円・％）

年度

当        初        予        算 決                                      算

4 67,731,443 17.3 39,873,900 58.9 7.7 71,059,542 14.4 39,895,506 56.1 6.1 21,606 文化会館
たづくり

5 69,505,430 2.6 41,109,060 59.2 3.1 70,931,464 ▲ 0.2 39,180,629 55.2 ▲ 1.8 ▲ 1,928,431

6 79,238,468 14.0 39,330,524 49.6 ▲ 4.3 80,976,262 14.2 36,863,125 45.5 ▲ 5.9 ▲ 2,467,399 文化会館
たづくり

7 68,402,080 ▲ 13.7 37,733,452 55.2 ▲ 4.1 70,910,987 ▲ 12.4 39,458,762 55.6 7.0 1,725,310 市制施行40年

8 67,810,795 ▲ 0.9 38,917,020 57.4 3.1 70,761,158 ▲ 0.2 40,886,364 57.8 3.6 1,969,344 ちょうふの里

9 70,388,810 3.8 41,301,182 58.7 6.1 72,558,680 2.5 42,689,037 58.8 4.4 1,387,855 ホームページ

10 69,730,000 ▲ 0.9 43,094,328 61.8 4.3 71,295,132 ▲ 1.7 41,090,411 57.6 ▲ 3.7 ▲ 2,003,917

11 70,630,000 1.3 40,701,346 57.6 ▲ 5.6 75,910,008 6.5 40,306,518 53.1 ▲ 1.9 ▲ 394,828 知的障害者
援護施設

12 65,758,600 ▲ 6.9 39,609,830 60.2 ▲ 2.7 68,607,338 ▲ 9.6 38,953,940 56.8 ▲ 3.4 ▲ 655,890 市制施行45年

13 61,950,000 ▲ 5.8 38,701,023 62.5 ▲ 2.3 66,895,099 ▲ 2.5 39,789,457 60.9 2.1 1,088,434 東京スタジアム

14 64,140,000 3.5 39,271,135 61.2 1.5 67,072,620 0.3 39,377,403 58.7 ▲ 1.0 106,268 調和小(PFI)
日韓共催W杯

15 64,930,000 1.2 37,833,267 58.3 ▲ 3.7 66,978,145 ▲ 0.1 38,121,893 56.9 ▲ 3.2 288,626

70,720,000 8.9 37,842,766 53.5 0.0 72,792,392 8.7 37,830,159 52.0 ▲ 0.8 ▲ 12,607

65,220,000 0.4 37,842,766 58.0 0.0 67,292,392 0.5 37,830,159 56.2 ▲ 0.8 ▲ 12,607

67,080,000 ▲ 5.1 38,535,389 57.4 1.8 70,804,471 ▲ 2.7 40,368,788 57.0 6.7 1,833,399

67,080,000 2.9 38,535,389 57.4 1.8 70,804,471 5.2 40,368,788 57.0 6.7 1,833,399

18 69,450,000 3.5 39,885,131 57.4 3.5 75,166,251 6.2 41,474,545 55.2 2.7 1,589,414

19 72,410,000 4.3 43,028,679 59.4 7.9 76,324,588 1.5 43,043,780 56.4 3.8 15,101 仙川保育園
せんがわ劇場

20 74,140,000 2.4 43,355,420 58.5 0.8 79,988,829 4.8 43,379,250 54.2 0.8 23,830 後期高齢者医療制度
教育会館(教育ｾﾝﾀｰ)

21 73,930,000 ▲ 0.3 42,811,346 57.9 ▲ 1.3 81,349,372 1.7 43,736,440 53.8 0.8 925,094 子ども発達センター

22 76,630,000 3.7 41,960,869 54.8 ▲ 2.0 80,955,733 ▲ 0.5 42,568,093 52.6 ▲ 2.7 607,224 ゲゲゲの女房

23 77,150,000 0.7 42,474,609 55.1 1.2 79,765,277 ▲ 1.5 41,605,738 52.2 ▲ 2.3 ▲ 868,871

24 76,130,000 ▲ 1.3 42,229,161 55.5 ▲ 0.6 79,284,887 ▲ 0.6 41,994,165 53.0 0.9 ▲ 234,996 京王線地下化

25 77,110,000 1.3 42,311,482 54.9 0.2 80,899,119 2.0 44,349,477 54.8 5.6 2,037,995 スポーツ祭東京2013
（東京国体）

26 80,736,335 4.7 42,985,652 53.2 1.6 88,258,315 9.1 46,567,552 52.8 5.0 3,581,900

27 84,970,000 5.2 43,775,906 51.5 1.8 92,643,627 5.0 46,203,353 49.9 ▲ 0.8 2,427,447 市制施行60年

28 85,360,000 0.5 43,559,232 51.0 ▲ 0.5 91,116,310 ▲ 1.6 44,734,759 49.1 ▲ 3.2 1,175,527

29 88,650,000 3.9 44,474,801 50.2 2.1 92,688,561 1.7 45,747,560 49.4 2.3 1,272,759 調布駅周辺
民間商業ビル開業

30 92,540,000 4.4 45,208,120 48.8 1.6 96,576,898 4.2 44,352,156 45.9 ▲ 3.1 ▲ 855,964 クリーンセンター
移転

令和

元 91,810,000 ▲ 0.8 46,777,764 51.0 3.5 97,770,890 1.2 48,605,950 49.7 9.6 1,828,186 ラグビーW杯

2 92,990,000 1.3 45,170,209 48.6 ▲ 3.4 126,482,529 29.4 47,291,445 37.4 ▲ 2.7 2,121,236 市制施行65年

3 90,120,000 ▲ 3.1 43,670,756 48.5 ▲ 3.3 109,457,115 ▲ 13.5 46,881,032 42.8 ▲ 0.9 3,210,276 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ

4 95,270,000 5.7 46,097,736 48.4 5.6 - - - - - -

5 99,770,000 4.7 47,722,566 47.8 3.5 - - - - - -

※　平成16年度は，住民税等減税補てん債の一括借換え55億円があり，それを控除したものを参考値で下段に表記⇒平成17年度は下段との比較を追加表記

17

16 市民プラザあくろす

市制施行50年

市税が予算総額の約48％を構成し，各種交付
金等を加えた一般財源が市政経営を支えてい
ます。
引き続き，安定的な市政経営を継続していく
ため，財政構造の見直し，財政基盤の強化，
連結ベースの債務残高縮減の３つの視点から
引き続き取り組んでいきます。

ちょうくんしらべちゃん
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データ集① 　市税の推移（過去10年間）
１.課税目的別

26年度 27年度 28年度 29年度

市税計 42,985,652 43,775,906 43,559,232 44,474,801

増　減 674,170 790,254 ▲ 216,674 915,569

増減率 ％ 1.6 1.8 ▲ 0.5 2.1

現年課税分 42,528,855 43,392,754 43,202,124 44,085,531

市民税 22,126,346 22,643,680 22,338,666 23,104,016

個人 18,196,232 18,632,109 18,986,789 19,370,160

普通徴収 4,936,445 5,064,586 4,234,542 4,217,946

特別徴収 13,259,787 13,567,523 14,752,247 15,152,214

法人 3,930,114 4,011,571 3,351,877 3,733,856

固定資産税 15,865,468 16,141,619 16,233,208 16,331,519

純固定資産 14,895,121 15,210,808 15,266,452 15,380,477

土地 7,738,261 7,974,137 7,904,628 7,881,985

家屋 5,806,140 5,876,423 6,000,350 6,146,942

償却資産 1,350,720 1,360,248 1,361,474 1,351,550

970,347 930,811 966,756 951,042

都市計画税 3,129,808 3,175,061 3,216,917 3,253,589

土地 2,054,866 2,076,294 2,087,374 2,085,087

家屋 1,074,942 1,098,767 1,129,543 1,168,502

特別土地保有税 1 1 0 0

軽自動車税 84,106 104,782 104,447 115,846

市たばこ税 1,320,683 1,327,610 1,308,885 1,280,560

入湯税 2,443 1 1 1

滞納繰越分 456,797 383,152 357,108 389,270

２.課税性質別

26年度 27年度 28年度 29年度

市税計 42,985,652 43,775,906 43,559,232 44,474,801

増　減 674,170 790,254 ▲ 216,674 915,569

増減率 ％ 1.6 1.8 ▲ 0.5 2.1

所得課税分 22,438,590 22,896,134 22,576,472 23,353,628

増　減 491,870 457,544 ▲ 319,662 777,156

増減率　％ 2.2 2.0 ▲ 1.4 3.4

構成比　％ 52.2 52.3 51.8 52.5

市民税 22,438,590 22,896,134 22,576,472 23,353,628

資産課税分 19,137,830 19,445,618 19,567,775 19,722,659

増　減 300,053 307,788 122,157 154,884

増減率　％ 1.6 1.6 0.6 0.8

構成比　％ 44.5 44.4 44.9 44.4

固定資産税 15,982,380 16,243,497 16,330,420 16,442,256

都市計画税 3,155,449 3,202,120 3,237,355 3,280,403

特別土地保有税 1 1 0 0

その他課税分 1,409,232 1,434,154 1,414,985 1,398,514

増　減 ▲ 117,753 24,922 ▲ 19,169 ▲ 16,471

増減率　％ ▲ 7.7 1.8 ▲ 1.3 ▲ 1.2

構成比　％ 3.3 3.3 3.3 3.1

軽自動車税 86,106 106,543 106,099 117,953

市たばこ税 1,320,683 1,327,610 1,308,885 1,280,560

入湯税 2,443 1 1 1

・法人税割の税率改正
　（▲2.6ポイント）

・法人税率（国税）の引き下げ

区　　　分

交付金・納付金

区　　　分

備　　　　　考
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（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

45,208,120 46,777,764 45,170,209 43,670,756 46,097,736 47,722,566

733,319 1,569,644 ▲ 1,607,555 ▲ 1,499,453 2,426,980 1,624,830

1.6 3.5 ▲ 3.4 ▲ 3.3 5.6 3.5

44,857,244 46,494,347 44,947,876 43,438,453 45,862,172 47,496,566

23,667,280 25,123,909 23,516,610 22,031,867 24,125,161 25,245,460

19,787,603 20,091,403 20,371,558 18,920,397 20,929,123 21,734,553

4,569,074 4,463,832 4,445,060 4,156,419 4,435,818 4,902,303

15,218,529 15,627,571 15,926,498 14,763,978 16,493,305 16,832,250

3,879,677 5,032,506 3,145,052 3,111,470 3,196,038 3,510,907

16,714,189 16,896,002 16,937,786 16,817,215 17,073,826 17,473,135

15,775,496 15,927,472 15,990,693 15,895,510 16,166,219 16,599,179

8,140,697 8,068,040 8,025,711 8,031,128 8,166,304 8,153,634

6,247,578 6,400,182 6,571,260 6,533,378 6,731,456 7,060,654

1,387,221 1,459,250 1,393,722 1,331,004 1,268,459 1,384,891

938,693 968,530 947,093 921,705 907,607 873,956

3,194,579 3,222,118 3,239,763 3,235,087 3,318,511 3,367,828

2,059,402 2,056,456 2,050,996 2,056,793 2,106,320 2,107,001

1,135,177 1,165,662 1,188,767 1,178,294 1,212,191 1,260,827

0 0 0 0 0 0

119,396 124,392 129,005 135,504 141,646 148,393

1,161,799 1,127,925 1,124,711 1,218,779 1,203,027 1,261,749

1 1 1 1 1 1

350,876 283,417 222,333 232,303 235,564 226,000

（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

45,208,120 46,777,764 45,170,209 43,670,756 46,097,736 47,722,566

733,319 1,569,644 ▲ 1,607,555 ▲ 1,499,453 2,426,980 1,624,830

1.6 3.5 ▲ 3.4 ▲ 3.3 5.6 3.5

23,888,078 25,289,384 23,650,254 22,182,109 24,276,317 25,394,639

534,450 1,401,306 ▲ 1,639,130 ▲ 1,468,145 2,094,208 1,118,322

2.3 5.9 ▲ 6.5 ▲ 6.2 9.4 4.6

52.9 54.1 52.3 50.8 52.7 53.2

23,888,078 25,289,384 23,650,254 22,182,109 24,276,317 25,394,639

20,036,678 20,233,915 20,264,283 20,132,405 20,474,756 20,915,623

314,019 197,237 30,368 ▲ 131,878 342,351 440,867

1.6 1.0 0.2 ▲ 0.7 1.7 2.2

44.3 43.2 44.9 46.1 44.4 43.8

16,818,185 16,992,603 17,007,860 16,881,160 17,141,088 17,534,254

3,218,493 3,241,312 3,256,423 3,251,245 3,333,668 3,381,369

0 0 0 0 0 0

1,283,364 1,254,465 1,255,672 1,356,242 1,346,663 1,412,304

▲ 115,150 ▲ 28,899 1,207 100,570 ▲ 9,579 65,641

▲ 8.2 ▲ 2.3 0.1 8.0 ▲ 0.7 4.9

2.8 2.7 2.8 3.1 2.9 3.0

121,564 126,539 130,960 137,462 143,635 150,554

1,161,799 1,127,925 1,124,711 1,218,779 1,203,027 1,261,749

1 1 1 1 1 1

・法人税割の税率改正
　（▲3.7ポイント）
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データ集② 　譲与税・交付金の推移（過去10年間）

26年度 27年度 28年度 29年度

譲与税・交付金計 4,329,100 5,528,720 6,149,720 6,065,852

増　減 869,000 1,199,620 621,000 ▲ 83,868

増減率 ％ 25.1 27.7 11.2 ▲ 1.4

318,600 309,520 327,520 327,520

地方揮発油譲与税 93,000 99,000 87,000 107,000

自動車重量譲与税 225,000 210,000 240,000 220,000

航空機燃料譲与税 600 520 520 520

森林環境譲与税 0 0 0 0

277,000 251,000 110,000 110,000

291,000 510,000 610,000 440,000

239,000 310,000 360,000 335,000

0 0 0 0

2,886,000 3,843,000 4,370,000 4,470,000

7,500 8,200 8,200 8,200

103,000 106,000 143,000 143,000

0 0 0 0

150,000 134,000 134,000 143,132

30,000 30,000 60,000 62,000

27,000 27,000 27,000 27,000

・消費税率引上げ
　（５％→８％）

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

備　　　　　考

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

区　　　分

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
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（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

5,513,953 5,903,053 7,134,633 6,071,233 6,808,053 7,933,500

▲ 551,899 389,100 1,231,580 ▲ 1,063,400 736,820 1,125,447

▲ 9.1 7.1 20.9 ▲ 14.9 12.1 16.5

344,753 337,653 377,233 377,233 384,053 366,500

92,000 95,000 95,000 95,000 95,000 90,000

252,000 233,000 263,000 263,000 263,000 250,000

753 753 753 753 753 1,000

0 8,900 18,480 18,480 25,300 25,500

82,000 100,000 90,000 57,000 57,000 70,000

346,000 346,000 366,000 330,000 330,000 400,000

300,000 320,000 300,000 320,000 360,000 390,000

0 0 302,000 370,000 470,000 700,000

3,963,000 4,310,000 5,230,000 4,200,000 4,800,000 5,600,000

8,200 9,400 9,400 7,000 7,000 7,000

192,000 108,000 0 0 0 0

0 39,000 127,000 77,000 77,000 77,000

189,000 249,000 249,000 249,000 249,000 249,000

62,000 60,000 60,000 60,000 50,000 50,000

27,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000

地方消費税の都道府県間にお
ける清算基準の見直し

・森林環境譲与税の創設
・環境性能割交付金の創設
・消費税率引上げ
　（８％→10％）

・法人事業税交付金の創設
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データ集③ 　民生費予算の推移（過去10年間）

26年度 27年度 28年度 29年度

民生費計 38,449,335 40,894,499 41,968,742 45,153,014

増　減 1,699,230 2,445,164 1,074,243 3,184,272

増減率　％ 4.6 6.4 2.6 7.6

社会福祉費 17,231,162 17,490,586 18,099,729 18,646,855

社会福祉施策等 8,623,627 8,519,581 9,161,586 9,446,192

3,640,978 3,789,410 3,525,400 3,692,271

高齢者福祉費 990,365 981,980 1,020,894 1,014,092

介護保険繰出金 1,941,591 2,093,290 2,239,717 2,248,751

後期高齢者医療繰出金 2,034,601 2,106,325 2,152,132 2,245,549

児童福祉費 14,910,338 16,998,449 17,566,391 19,894,209

児童福祉施策費 7,851,223 8,220,257 8,068,043 8,467,847

保育所関係費 7,059,115 8,778,192 9,498,348 11,426,362

生活保護費 6,267,490 6,362,368 6,259,331 6,563,924

国民年金費 40,345 43,096 43,291 48,026

高齢者人口（人） 45,556 47,026 48,237 49,112

データ集④ 　土木費予算の推移（過去10年間）

26年度 27年度 28年度 29年度

土木費計 11,626,497 11,855,337 10,220,657 10,589,879

増　減 1,941,624 228,840 ▲ 1,634,680 369,222

増減率　％ 20.0 2.0 ▲ 13.8 3.6

土木管理費 562,713 1,118,536 1,529,364 1,142,236

道路橋りょう費 1,998,784 2,219,757 2,611,934 2,584,297

都市計画費 8,340,652 7,753,488 5,617,092 6,511,364

都市計画総務費 3,057,082 3,167,180 2,305,476 2,185,569

2,449,575 1,120,030 14,660 500,419

街路事業 1,471,289 1,124,740 1,584,441 1,445,274

公共下水道費 413,960 477,751 626,577 702,362

公遊園費 732,916 726,445 730,446 1,324,535

その他 215,830 1,137,342 355,492 353,205

住宅費 724,348 763,556 462,267 351,982

※都市計画費の「その他」は，市営駐車場事業費，緑化推進費及び都市基盤整備事業基金費となります。

データ集⑤ 　教育費予算の推移（過去10年間）
26年度 27年度 28年度 29年度

教育費計 8,627,575 9,775,984 10,221,740 10,053,420

増　減 ▲ 73,691 1,148,409 445,756 ▲ 168,320

増減率 ％ ▲ 0.8 13.3 4.6 ▲ 1.6

教育総務費 1,271,145 1,382,295 1,398,048 1,397,752

小学校費 3,036,337 3,925,566 3,858,747 3,360,288

学校管理費等 2,099,452 2,132,028 2,166,199 2,249,515

936,885 1,793,538 1,692,548 1,110,773

中学校費 978,110 1,182,466 1,608,915 2,128,379

学校管理費等 532,105 550,511 561,197 550,777

446,005 631,955 1,047,718 1,577,602

幼稚園費 639,976 690,590 653,093 684,231

社会教育費 1,821,924 1,956,207 2,015,923 1,842,817

保健体育費 880,083 638,860 687,014 639,953

区　　　分

学校整備費

学校整備費

再開発・区画整理

区　　　分

国民健康保険繰出金

区　　　分
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（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

46,004,180 47,005,397 48,544,116 48,142,940 50,487,903 51,928,948

851,166 1,001,217 1,538,719 ▲ 401,176 2,344,963 1,441,045

1.9 2.2 3.3 ▲ 0.8 4.9 2.9

18,802,697 19,015,765 19,695,105 19,940,375 21,242,704 22,580,912

9,941,465 9,862,350 10,452,077 10,513,973 11,282,442 12,130,080

3,282,724 3,316,787 3,119,292 3,255,908 3,380,678 3,557,046

979,176 1,005,605 1,066,148 1,042,078 1,359,821 1,652,073

2,271,305 2,418,888 2,618,924 2,636,233 2,629,172 2,569,017

2,328,027 2,412,135 2,438,664 2,492,183 2,590,591 2,672,696

20,413,242 21,297,780 22,203,518 21,446,695 22,322,988 22,466,205

8,656,571 8,890,632 9,051,026 8,992,521 9,218,631 9,501,503

11,756,671 12,407,148 13,152,492 12,454,174 13,104,357 12,964,702

6,737,960 6,640,408 6,591,383 6,702,461 6,870,305 6,826,321

50,281 51,444 54,110 53,409 51,906 55,510

49,843 50,334 50,885 51,334 51,549 51,802

（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

13,134,827 10,617,325 9,534,605 7,769,171 9,021,693 9,984,247

2,544,948 ▲ 2,517,502 ▲ 1,082,720 ▲ 1,765,434 1,252,522 962,554

24.0 ▲ 19.2 ▲ 10.2 ▲ 18.5 16.1 10.7

901,559 873,101 642,473 592,935 634,126 609,007

2,449,462 2,238,871 2,034,935 1,997,834 2,113,148 2,230,209

9,349,072 7,250,444 6,527,512 4,917,201 6,010,939 6,878,996

5,366,671 2,079,598 1,614,643 1,387,114 2,004,907 3,195,162

602,310 840,684 15,384 9,824 7,582 2,500

1,588,076 1,813,824 2,089,600 1,468,822 1,429,035 1,317,037

771,004 936,386 1,166,745 1,129,734 1,134,483 1,218,753

617,924 1,141,997 1,249,973 618,980 1,109,316 732,846

403,087 437,955 391,167 302,727 325,616 412,698

434,734 254,909 329,685 261,201 263,480 266,035

（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

9,723,322 9,319,506 10,464,912 10,328,824 10,806,109 11,191,957

▲ 330,098 ▲ 403,816 1,145,406 ▲ 136,088 477,285 385,848

▲ 3.3 ▲ 4.2 12.3 ▲ 1.3 4.6 3.6

1,447,709 1,738,981 1,708,591 1,799,440 1,881,480 2,005,031

3,363,141 3,215,753 3,642,909 4,096,712 3,967,710 3,900,702

2,247,941 2,300,266 2,343,214 2,507,143 2,508,263 2,645,340

1,115,200 915,487 1,299,695 1,589,569 1,459,447 1,255,362

1,615,823 1,286,019 1,106,336 724,134 725,712 1,109,549

544,233 536,089 532,994 615,992 611,564 666,361

1,071,590 749,930 573,342 108,142 114,148 443,188

706,593 711,222 1,366,598 1,210,534 1,183,702 1,249,970

1,974,423 1,751,815 1,822,937 1,750,518 2,332,802 2,179,912

615,633 615,716 817,541 747,486 714,703 746,793
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データ集⑥ 　公債費の推移（過去10年間）

26年度 27年度 28年度 29年度

公債費計 4,406,175 3,706,234 3,612,986 3,660,963

増　減 29,481 ▲ 699,941 ▲ 93,248 47,977

増減率　％ 0.7 ▲ 15.9 ▲ 2.5 1.3

元金償還額 3,874,635 3,236,485 3,202,520 3,309,337

通常分 3,874,635 3,236,485 3,202,520 3,309,337

0 0 0 0

利子償還額 531,540 469,749 410,466 351,626

通常分 531,376 469,634 410,454 351,622

164 115 12 4

公債諸費 0 0 0 0

データ集⑦ 　職員人件費の推移（過去10年間）

26年度 27年度 28年度 29年度

職員人件費計 10,418,912 10,193,531 10,048,021 10,393,450

増　減 96,324 ▲ 225,381 ▲ 145,510 345,429

増減率　％ 0.9 ▲ 2.2 ▲ 1.4 3.4

退職手当を除く額 9,396,282 9,555,150 9,624,323 9,746,272

増　減 ▲ 171,934 158,868 69,173 121,949

給与費 8,743,183 8,464,584 8,275,680 8,621,625

退職手当を除く額 7,720,553 7,826,203 7,851,982 7,974,447

給料 4,561,717 4,538,415 4,478,791 4,478,363

4,181,466 3,926,169 3,796,889 4,143,262

期末勤勉手当 1,767,681 1,865,944 1,920,650 1,995,496

時間外勤務手当 391,151 421,557 410,877 396,310

1,000,004 1,000,287 1,041,664 1,104,278

退職手当 1,022,630 638,381 423,698 647,178

共済費 1,675,729 1,728,947 1,772,341 1,771,825

参考）職員数 1,162 1,159 1,162 1,165

データ集⑧ 　特別会計繰出金の推移（過去10年間）

26年度 27年度 28年度 29年度

繰出金計 8,107,503 8,534,872 8,551,965 8,902,214

増　減 500,737 427,369 17,093 350,249

増減率　％ 6.6 5.3 0.2 4.1

国民健康保険会計 3,640,978 3,789,410 3,525,400 3,692,271

その他繰出金分 2,804,168 2,753,799 2,435,480 2,625,489

用地会計 76,373 68,096 8,139 13,281

下水道会計 413,960 477,751 626,577 702,362

介護保険会計 1,941,591 2,093,290 2,239,717 2,248,751

2,034,601 2,106,325 2,152,132 2,245,549後期高齢者医療会計

区　　　分

繰上償還分

一時借入金分

区　　　分

職員手当

扶養・地域手当等

区　　　分
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（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

3,594,603 3,427,845 3,567,814 3,559,851 3,723,935 3,831,532

▲ 66,360 ▲ 166,758 139,969 ▲ 7,963 164,084 107,597

▲ 1.8 ▲ 4.6 4.1 ▲ 0.2 4.6 2.9

3,282,036 3,141,846 3,322,075 3,350,084 3,528,749 3,645,191

3,282,036 3,141,846 3,322,075 3,350,084 3,528,749 3,645,191

0 0 0 0 0 0

312,567 285,999 245,739 209,767 195,186 186,341

312,566 285,995 245,731 209,765 195,180 186,340

1 4 8 2 6 1

0 0 0 0 0 0

（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

10,468,004 10,589,922 10,519,453 10,478,273 10,720,879 10,440,286

74,554 121,918 ▲ 70,469 ▲ 41,180 242,606 ▲ 280,593

0.7 1.2 ▲ 0.7 ▲ 0.4 2.3 ▲ 2.6

9,857,355 9,921,118 9,990,057 10,039,520 10,111,440 10,260,924

111,083 63,763 68,939 49,463 71,920 149,484

8,611,856 8,707,289 8,609,881 8,571,830 8,788,542 8,481,818

8,001,207 8,038,485 8,080,485 8,133,077 8,179,103 8,302,456

4,456,937 4,439,196 4,453,578 4,513,632 4,555,608 4,626,142

4,154,919 4,268,093 4,156,303 4,058,198 4,232,934 3,855,676

2,039,234 2,078,815 2,105,914 2,084,531 2,067,223 2,141,374

379,093 403,678 405,744 414,774 425,572 376,535

1,125,943 1,116,796 1,115,249 1,120,140 1,130,700 1,158,405

610,649 668,804 529,396 438,753 609,439 179,362

1,856,148 1,882,633 1,909,572 1,906,443 1,932,337 1,958,468

1,194 1,182 1,197 1,215 1,237 1,230

（単位：千円）

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

8,669,088 9,102,294 9,367,784 9,534,887 9,754,725 10,027,884

▲ 233,126 433,206 265,490 167,103 219,838 273,159

▲ 2.6 5.0 2.9 1.8 2.3 2.8

3,282,724 3,316,787 3,119,292 3,255,908 3,380,678 3,557,046

2,245,000 2,286,217 2,113,772 2,210,581 2,386,920 2,497,101

16,028 18,098 24,159 20,829 19,801 10,372

771,004 936,386 1,166,745 1,129,734 1,134,483 1,218,753

2,271,305 2,418,888 2,618,924 2,636,233 2,629,172 2,569,017

2,328,027 2,412,135 2,438,664 2,492,183 2,590,591 2,672,696
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令和5年度一般会計予算款別節別集計表

　
節

　
                       款 05　議会費 10　総務費 15　民生費 20　衛生費 25　労働費 30　農業費 35　商工費 40　土木費

01 報酬 186,244 653,682 629,116 75,610 0 11,022 5,078 24,475

02 給料 53,794 1,303,232 1,451,530 328,651 18,044 25,084 54,905 576,490

03 職員手当等 130,832 1,430,377 1,235,122 276,126 13,330 22,748 56,517 481,978

04 共済費 77,282 827,635 488,968 111,927 5,474 9,285 20,223 201,021

05 災害補償費 0 335 0 0 0 0 0 0

07 報償費 150 27,824 53,894 11,992 30 235 1,058 4,333

08 旅費 6,095 25,480 15,331 2,724 22 120 426 3,084

09 交際費 700 825 0 0 0 20 0 0

10-1 一般需用費 1,794 206,167 291,585 425,005 80 690 827 148,479

10-2 食糧費 150 403 326 35 0 29 3 55

11 役務費 9,106 216,286 55,063 51,738 0 658 385 7,420

12 委託料 27,749 2,605,331 13,528,038 5,000,744 996 19,028 49,544 2,249,040

13 使用料及び賃借料 11,443 1,276,278 352,985 34,103 0 123 10,429 172,254

14 工事請負費 0 210,237 340,573 46,035 0 981 1,781 2,303,663

15 原材料費 0 20 255 0 0 16 0 1,838

16 公有財産購入費 0 673,000 0 0 0 0 0 2,022,646

17 備品購入費 0 6,791 17,019 6,155 0 0 101 3,337

18 負担金，補助及び交付金 9,953 710,609 7,340,662 1,046,590 17,135 53,827 248,396 1,510,302

19 扶助費 0 0 17,229,452 14,964 0 1 0 0

20 貸付金 0 0 8,400 0 0 0 0 0

21 補償，補塡及び賠償金 0 670 12,780 6,797 0 30 60 140,473

22 償還金，利子及び割引料 0 125,000 135 302 0 0 0 143

23 投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 0

24 積立金 0 1,103,759 78,863 0 0 0 0 122,441

26 公課費 0 111 92 99 0 9 0 403

27 繰出金 0 0 8,798,759 0 0 0 0 10,372

28 予備費 0 0 0 0 0 0 0 0

515,292 11,404,052 51,928,948 7,439,597 55,111 143,906 449,733 9,984,247款　　合　　計
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45　消防費 50　教育費 60　公債費 65 諸支出金 90  予備費 ５年度予算合計(A) ４年度予算合計(B) 比較(Ａ－Ｂ) 増減率

60,761 941,544 0 0 0 2,587,208 2,457,834 129,374 5.3 報酬

0 858,272 0 0 0 4,670,002 4,599,468 70,534 1.5 給料

1,127 812,555 0 0 0 4,460,712 4,808,795 ▲ 348,083 ▲ 7.2 職員

0 285,203 0 0 0 2,027,018 2,000,125 26,893 1.3 共済

0 50 0 0 0 385 385 0 0.0 災害

1,203 109,151 0 0 0 210,194 217,106 ▲ 6,912 ▲ 3.2 報償

822 33,721 0 0 0 87,825 90,645 ▲ 2,820 ▲ 3.1 旅費

200 1,340 0 0 0 3,085 3,085 0 0.0 交際

61,548 1,178,374 0 0 0 2,314,549 2,018,314 296,235 14.7 一般

495 362 0 0 0 1,858 1,991 ▲ 133 ▲ 6.7 食糧

7,199 203,598 0 0 0 551,453 547,672 3,781 0.7 役務

66,350 2,502,970 0 0 0 26,049,790 24,478,992 1,570,798 6.4 委託

22,607 665,286 0 0 0 2,545,508 2,466,790 78,718 3.2 使用

32,327 1,606,810 0 0 0 4,542,407 4,338,132 204,275 4.7 工事

533 3,208 0 0 0 5,870 6,316 ▲ 446 ▲ 7.1 原材

0 39,523 0 0 0 2,735,169 1,920,229 814,940 42.4 公有

36,952 132,221 0 0 0 202,576 216,113 ▲ 13,537 ▲ 6.3 備品

2,431,624 745,208 0 0 0 14,114,306 13,566,088 548,218 4.0 負担

598 1,072,132 0 0 0 18,317,147 18,338,655 ▲ 21,508 ▲ 0.1 扶助

0 0 0 0 0 8,400 8,500 ▲ 100 ▲ 1.2 貸付

630 362 0 0 0 161,802 351,550 ▲ 189,748 ▲ 54.0 補償

0 0 3,831,532 0 0 3,957,112 3,849,557 107,555 2.8 償還

0 0 0 0 0 0 0 0 － 投資

0 0 0 0 0 1,305,063 261,817 1,043,246 398.5 積立

486 67 0 0 0 1,267 1,436 ▲ 169 ▲ 11.8 公課

0 0 0 163 0 8,809,294 8,620,405 188,889 2.2 繰出

0 0 0 0 100,000 100,000 100,000 0 0.0 予備

2,725,462 11,191,957 3,831,532 163 100,000 99,770,000 95,270,000 4,500,000 4.7

（単位：千円）
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※入湯税については，税額が少ないため，積上げグラフに表示されていません。
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単位：千円

年度

データ集① 市税の推移（過去10年間）

滞納繰越分（合計）

入湯税

市たばこ税

軽自動車税

都市計画税

固定資産税

市民税
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単位：千円

年度

データ集② 譲与税・主要な交付金の推移（過去１０年間）

交通安全対策特別交付金

地方交付税

地方特例交付金

環境性能割交付金

自動車取得税交付金

地方消費税交付金

法人事業税交付金

株式等譲渡所得割交付金

配当割交付金

利子割交付金

地方譲与税
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単位：千円

年度

データ集③ 主要な民生費予算の推移（過去１０年間）

後期高齢者医療繰出金

生活保護費

児童福祉費

介護保険繰出金

高齢者福祉費

国民健康保険繰出金

社会福祉施策等
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データ集⑦ 職員人件費の推移（過去１０年間）
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退職手当
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期末勤勉手当

給料
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データ集⑧ 特別会計繰出金の推移（過去１０年間）

後期高齢者医療会計

介護保険事業会計

下水道事業会計

用地会計

国民健康保険事業会計

-210-



  

 

「予算と決算のしくみ」 
  

◎ 調布市の予算と決算のしくみは？ 
 予算のしくみ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度（4 月～翌年 3 月）            

 

 

 

 

 

 

 

 
第 1 回議会定例会での審議          通常は議会定例会で審議 

          （3 月議会）           （6 月・9 月・12 月・3 月議会） 

⇒議決を経てはじめて使用可能 

 

 

 

 

 

 

                決算の収支差を 

          繰越金として 

       翌年度の財源に活用 
 

              決算振返り 
            改革・改善・見直し     第 3 回議会定例会で決算審議・ 

              を行い，次年度予算に連動   健全化判断比率等の報告     （9 月議会） 

決算のしくみ                          

 

 

 

 

 

 

19 年度一般会計予算から決算までの事例 

 地方公共団体の予算は，一定期間における収入と支出の見積りのことをいいます。この予算の

内容としては，歳入歳出予算（収入支出の見積り）・継続費（複数年度にわたる大規模な施設等の

事業費総額・年割額）・繰越明許費（年度をまたがる事業費）・債務負担行為（後年度の財政負担

額等）・地方債（借入額の限度額等）・一時借入金（一時運用できる額）・歳出予算の流用（目的外

の活用）に関する総括したものをいいます。 

 予算の編成権者である市長は，年度開始（年度は 4 月～翌年 3 月まで）の 20 日前までに当初予算を

編成して，議会に提出しなければなりません。この当初予算の議案を議会で審議いただき，議決

を経ることとなっています。この当初予算が予算編成時点での見通しによる予算であることから，

年度の途中における経費や収入の増減が見込まれる場合があり，既定予算の金額の補正によって

対応せざるを得ない場合に補正予算を編成します。 

当初予算 
 

１年間の 

収入支出の見積り 

補正予算 
 

収入支出の見積りに

過不足が生じた場合 

予算 

の執行 

 

 

予算執行 

(収入支出

の実績) 

決 算 
予算執行の結果 

 地方公共団体の決算は，一会計年度の収入と支出の実績について作成される確定的な計算表の

ことをいいます。会計年度が終了後に作成される決算は，監査委員の審査を付して，議会の認定

を経て確定することになります。5 月 31 日の出納整理期間を終了して収支が確定した決算につ

いて，調布市では 9 月議会で決算内容の認定審査をしています。  

 決算の収入と支出の差額（収支差）による余剰額は，翌年度に活用可能な財源となります。 

この繰越金については，活用計画を策定し，効果・効率的な予算執行に努めるほか，基金（貯

金）への積立て等につなげています。 

PP  

CC  

DD  

AA  

ｽｸﾗｯﾌﾟ 

＆ﾋﾞﾙﾄﾞ 

PP  
DD  

DD  

CC  AA  

 

 

Ｐ（Ｐlan ：計画） 

Ｄ（Do  ：実施） 

Ｃ（Ｃheck：評価） 

A（Action：見直し） 

ｃ 
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 調布市の予算（決算）の種類や収入・支出の内容などは，一般では 

使われない用語や表現などが数多くあります。 

 予算（決算）の主な用語解説を加えていますので，ご活用ください。 

※主な財政用語の解説は，後段のページに 50音順で別途掲載しています。 

 

当初予算 前年度開始３月議会の議決を経て定められる翌年度全体の基本的な予算を

いいます。 

一会計年度を通じて定められ，一年間の歳入歳出のすべてを計上すること

が原則となっています。 

〔関連語〕補正予算，暫定予算，骨格予算 

補正予算 当初予算策定後の事情によって，予算の追加や減額を行うことを補正予算

といいます。年度途中における災害発生や法律の改正などに対応するため，

年４回，定例会として開かれる市議会（6・9・12・3 月）のほか，緊急

の場合の臨時議会に提出され，議決を経て定められます。 

一般会計 一般会計は，調布市を含む地方公共団体の行政運営の基本的な経費を計上

する会計のことをいいます。国民健康保険事業などの特定の目的を経理す

る特別会計等以外の全ての経費が一般会計に属し，調布市では，一般会計

のほか，４つの特別会計（国民健康保険・用地・介護保険・後期高齢者医

療）と企業会計（下水道）があります。 

〔関連語〕特別会計，企業会計，普通会計 

特別会計 特別会計は，一般会計に対し，特定の目的の歳入歳出について経理するた

めに設置された会計をいいます。調布市では， ４つの特別会計のほか，一

般会計と企業会計（下水道）があります。 

１ 国民健康保険事業特別会計  

２ 用地特別会計  

３ 介護保険事業特別会計 

４ 後期高齢者医療特別会計  

※ 下水道事業特別会計は，令和 2年度より企業会計に移行 

企業会計 地方公共団体が行う事業のうち，地方公営企業法に基づき，独立採算を基

本とする企業的経営を行う事業の会計のことをいいます。 

【調布市の企業会計】 下水道事業（令和 2年度から移行） 

普通会計 各地方公共団体では，独自に特別会計を設置するなど，会計の範囲が異な

ります。そこで全国的に比較を行う統計処理のために，一定のルールで作

り上げる仮想の会計で，一般会計と，一定の条件の下にある特別会計を合

算し算出します。 

【調布市の普通会計】 １ 一般会計 ・ ２ 用地特別会計  

歳入予算 一定期間における収入の見積もりを示すもので，性質に従って，款・項に

区分されます。 
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歳出予算 一定期間における支出の見積もりを示すもので，目的に従って，款・項に

区分されます。 

継続費 事業を実施する際に何年もかかる場合に，その事業費の総額とそれぞれの

年度に必要な経費を予算で定めたものです。 

債務負担行

為 

予算は，単一年度で完結するのが原則ですが，複数年で将来にわたる支払

義務に対応するため，あらかじめ後年度の債務を約束することを債務負担

行為といいます。  

複数年にわたる大規模な施設整備や PFI 事業などにおいて，債務負担行為

が設定されます。 

繰越明許費 何らかの事由により，当該年度に支出が終わらない見込があるものについ

て，議会の議決を得て翌年度に限り使用できるようにする予算をいいます。 

一時借入金 地方公共団体が，一会計年度内において支払準備金に不足が生じた場合に，

その不足を補うために一時的に借り入れる資金をいいます。一時借入金の

限度額は予算で定めることとされています。同じ借入金でも特定の事業に

充当し，後年度に，長期に償還をする地方債とは異なります。 

〔関連語〕地方債 

款・項・目・

節 

予算を区分するときに使う名称のことをいい，「款」は最も大きな区分，次

に「項」「目」「節」と続きます。  

款と項二つの上位区分は議会で議決されるもので，各款及び各項の間では

原則流用することはできません。歳出においては，款・項・目は目的別（土

木費・民生費など）に分類され，節は性質別（委託料・扶助費など）に区

分されます。 

流用 年度途中において，緊急を要する支出が発生したが，その予算が足りない

場合などに，補正予算を編成することなく，他の予算を減額して当該予算

を増額することをいいます。 

各款及び各項の間では，流用することはできず，原則的に補正予算で対応

します。 

ただし，各項間においては，あらかじめ議会の議決を経て予算で定めてお

けば，流用が可能となります。 

◆歳入（収入） 

市税 地方税法，条例により市民や市内の企業から徴収する税です。歳入総額の

およそ 5 割を占め，主要な収入源となっています。  

税収入のうち使途が特定されていない普通税と，特定されている目的税が

あります。 

【調布市の普通税】 

１ 市民税（個人・法人）   

２ 固定資産税   

３ 軽自動車税   

４ 市たばこ税   

【調布市の目的税】  

１ 都市計画税   

地方譲与税 法によって国が国税として徴収し，一定の基準によって地方公共団体に譲

与されている税です。 
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【調布市の地方譲与税】  

１ 自動車重量譲与税   

２ 地方揮発油譲与税   

３ 航空機燃料譲与税 

４ 森林環境譲与税 

税連動交付

金 

都が徴収した税の一部が交付されるものです。 

【調布市の税交付金】  

１ 利子割交付金   

２ 配当割交付金   

３ 株式等譲渡所得割交付金   

４ 法人事業税交付金 

５ 地方消費税交付金  

６ ゴルフ場利用税交付金   

７ 環境性能割交付金 

地方特例交

付金 

特例交付金は，普通交付税の交付・不交付にかかわらず，全団体が交付対

象となるものです。平成 18 年度の税制改正による住宅借入金等特別税額

控除や，令和元年度創設の環境性能割（市税及び交付金）における臨時的

軽減に伴い，地方公共団体に生じる減収を補塡するために交付されます。 

交通安全対

策特別交付

金 

交通安全施設の設置等に充てるため，道路交通法により納付される交通反

則金の一部が交付されるものです。 

分担金及び

負担金 

市が特定の事業に要する経費に充てるために，その事業によって利益を受

けるものに対し，その受益を限度として徴収するもので，保育園に入園し

ている場合の費用の一部を負担する保育料などがあります。 

使用料及び

手数料 

使用料は公共建築物などの利用の対価として収納するもので，市営住宅家

賃，各施設の使用料などがあります。手数料は市が特定の者に提供するサ

ービスの対価として収納するもので，住民票の写しや印鑑登録証明書の発

行手数料，一般廃棄物処理手数料などがあります。 

国庫支出金 国が行うべき事業を市へ委託する場合や，市が行う事業に対して一定の割

合で国が補助する場合に交付されるものです。 

① 法により国に負担する義務のある国庫負担金（生活保護費負担金など）   

② 奨励的，財政援助的な国庫補助金（学校施設環境改善交付金など）  

③ 国が行うべき事務を地方公共団体へ委託する場合の国庫委託金（国勢調

査委託金など） 

都支出金 都が行うべき事業を市へ委託する場合や，市が行う事業に対して一定の割

合で都が補助する場合に交付されるもので，国庫支出金と同様，その目的，

性格により都負担金，都補助金，都委託金に分類されます。 

財産収入 財産運用収入は市が所有する土地や建物を貸し付けることによる財産貸付

収入と，基金の運用による収入である利子及び配当金があります。 

財産売払収入は市が所有する土地や物品の売払いに伴う収入です。 

寄附金 市民などから受ける金銭による寄附です。使途を特定されない一般寄附金

と使途が指定される指定寄附金があります。 

繰入金 市の他会計や基金（貯金）からの繰入金で，主なものに特別会計における
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決算剰余金を一般会計に繰り入れる特別会計繰入金や，財政調整基金など

各種基金の取崩しによる基金繰入金などがあります。 

繰越金 市の決算剰余金（歳入決算から歳出決算を差し引き，そこから翌年度に繰

り越すべき繰越明許費などの財源を控除したもの＝実質収支）を翌年度に

繰り越して使用するものです。 

諸収入 他に区分することができない収入を計上する科目で，市預金利子，貸付金

元利収入，雑入などがあります。 

地方債 

（市債） 

地方公共団体が大規模な公共建築物の整備などで単年度に多額な資金を要

する場合の財源調達として，国や東京都などから長期で返済することを条

件で借り入れる資金（市の借金）のことをいいます。世代間負担の公平化

や将来負担を見据えた借入れをすることで，負担の平準化につながります。 

◆歳出（支出） 

目的別分類 予算の款・項の区分を基準とし，市の経費を行政の目的（議会・民生・土

木・教育費など）によって分類するものです。 

議会費 議会費は，市議会の活動，運営に要する経費のことをいいます。 

 

総務費 総務費は，主に市役所や文化会館などの施設や職員の管理費・市税の徴収

事務・住民基本台帳などの管理費・監査事務・選挙事務などに要する経費

のことをいいます。 

民生費 民生費は，主に生活保護・高齢者・障害者・保育園・児童館・学童クラブ

など経費のほか，国民健康保険事業・介護保険事業・後期高齢者医療特別

会計への繰出金などに要する経費のことをいいます。 

主に社会保障関係経費が含まれていることから，少子高齢化の進行や経済

状況の変動によって，著しい増加傾向にあります。 

調布市の歳出予算の約 5割が民生費となっています。 

衛生費 衛生費は，主に市民の健康診断などの保健衛生，駅周辺の都市美化やゆう

水保全などの環境対策，家庭や事業所から排出されるゴミ処理などに要す

る経費のことをいいます。 

労働費 労働費は，雇用推進，勤労者互助会などに要する経費のことをいいます。 

 

農業費 農業費は，農業委員会の運営，農業振興などに要する経費のことをいいま

す。 

商工費 商工費は，市内の商工業振興及び地域資源を活用した観光振興などの事業

に要する経費です。 

土木費 土木費は，主に道路・自転車駐車場・市営住宅・公遊園の整備や管理など

のほか，駅前広場整備などの中心市街地まちづくりなどの事業に要する経

費のことをいいます。 

消防費 消防費は，主に東京都に委託している消防事務費や地域防災対策などの事

業に要する経費のことをいいます。 

教育費 教育費は，小・中学校の学校教育，公民館・図書館などの生涯学習，スポ

ーツ振興などの事業に要する経費のことをいいます。 

公債費 公債費は，市債（市の借金）を返済する元利償還金と一時的な借入金に要

する経費のことをいいます。 
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予備費 予備費は，緊急を要する場合などに，予算外の支出又は予算超過の支出に

充てるための経費のことをいいます。ただし，議会が否決した使途に充て

ることは禁止されています。 

性質別分類 予算の節の区分を基準とし，市の経費を性質（人件費，物件費など）によ

って分類するものです。 

人件費 人件費は，市議会議員や市長等特別職の人件費のほか，市の職員の給与や

退職金などの経費のことをいいます。 

扶助費 扶助費は，社会保障制度の一環として生活保護・児童福祉・高齢福祉・障

害福祉などの現金給付や物品の提供に要する経費のことをいいます。法令

に基づいて支給する生活保護費などが代表的な事例で，性質別分類では義

務的経費に属します。 

物件費 物件費は，公共建築物の光熱水費や管理業務委託料などの消費的な経費の

ことをいいます。人件費・維持補修費・扶助費・補助費等などに分類され

ない消費的な経費をいい，施設管理やシステム開発などの委託料や会議

室・土地の賃借料などが物件費に区分されます。 

維持補修費 維持補修費は，市民が利用する公共建築物の機能を維持・保全するための

補修工事などの支出のことをいいます。 

補助費等 補助費等は，公益上必要である場合に支出する市民団体に対する補助金や

東京都への消防事務費の委託金などの消費的な経費のことをいいます。人

件費・維持補修費・扶助費・物件費などに分類されない消費的な経費をい

い，講演会の講師謝礼や市税の過誤納還付金なども補助費等に区分されま

す。 

積立金 基金（年度間調整の財源や各種特定の目的のための預金）に積み立てるた

めの費用です。 

投資及び出

資金・貸付金 

国の機構への出資金や，緊急援護資金などのことをいいます。 

繰出金 各会計相互間において支出される経費をいいます。例としては，一般会計

から国民健康保険事業特別会計などの事務費等へ充当するために繰り出す

ものや，各特別会計における決算剰余金を一般会計へ繰り出すものがあり

ます。 

普通建設事

業費（投資的

経費） 

道路，橋りょうなどの公共土木施設や，学校，文化施設などの公共建築物

の新設や改良に要する経費で，投資的な事業費をいいます。また，そのう

ちで国の補助を受けて行う事業を補助事業といい，それ以外を単独事業と

いいます。 

経常的経費 歳出のうち，毎年恒常的に支出される経費をいい，主なものとしては，人

件費，物件費，維持補修費などがあります。  

〔関連語〕臨時的経費 

臨時的経費 一時的な財政需要により支出する経費で，経常的経費に対応しています。

代表的なものとしては，選挙に要する事務費や単年度限りの行事経費，普

通建設事業費などのことをいいます。 

〔関連語〕経常的経費 

義務的経費 支出が義務付けられ，削減が極めて困難な経費で，人件費，扶助費，公債

費がこれにあたります。 
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投資的経費 支出の効果が資本形成に向けられ，学校や文化会館などの公共建築物のほ

か，道路や下水道など，将来の資産となる支出（資産形成につながる支出）

のことをいいます。性質別分類では，普通建設事業費に区分されます。 

◆その他参考 

会計年度 会計年度は，収入・支出を区分整理して，その関係を明らかにするために

設けられている期間のことをいいます。地方公共団体の会計年度は，毎年

4 月 1 日に始まり，翌年 3 月 31日に終了するものとされています。 

※ 翌年3月31日までに確定している債権債務の所定の手続きを終了し

た現金の収入・支出を 5月 31 日まで経理する期間として，出納整理期

間が設けられています。 

決算 一会計年度の歳入歳出予算の執行実績を決算といいます。地方公共団体の

決算は，会計年度の終了後において作成し，監査委員の審査に付した後，

議会の認定を経ることで確定します。 

※ 決算は，一会計年度の収入と支出の実績について作成される確定的な

計算表のことをいいます。会計年度の終了後に作成される決算は，監査委

員の審査を付して，議会の認定を経て確定することになります。5 月 31

日の出納整理期間を終了して収支が確定した決算について，調布市では 9

月議会で決算内容の認定審査をしています。逆に，予算は一定期間におけ

る収入と支出の見積りのことをいいます。 

決算剰余金 決算は，歳入（収入）予算を上回って収入した額や，歳出（支出）予算の

不用となった額（未執行額）が生じるため，収入済額が支出済額を上回る

ことが通常です。この差額のことを決算剰余金といいます。この決算剰余

金は，次年度の財政運営に活用される財源となります。また，年度内に終

了しなかった事業の財源として活用を予定する額を除き，実質的な収支差

を純剰余金といいます。⇔繰越金 
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財政用語には，一般では使われない用語や表現のほか，財政指標 

などが数多くあります。代表的な財政用語について，50 音順で 

用語解説を加えていますので，ご活用ください。 

 

 

 

（ア行） 

依存財源 歳入のうち，国庫支出金や都支出金，地方債などのように国，都などの意思

決定に基づいて収入される財源をいいます。  〔関連語〕自主財源 

＊依存財源…… 地方譲与税，地方交付税，国庫支出金，都支出金，地方債 

＊自主財源…… 地方税，分担金及び負担金，使用料及び手数料，財産収入，

寄附金，繰入金，繰越金，諸収入 

一時借入金 地方公共団体が，一会計年度内において支払準備金に不足が生じた場合に，

その不足を補うために一時的に借り入れる資金で，その限度額は予算で定め

ることとされています。同じ借入金でも特定の事業に充当し，後年度に，長

期に償還をする地方債とは異なります。 

〔関連語〕地方債 

一般会計 一般会計は，調布市を含む地方公共団体の行政運営の基本的な経費を計上す

る会計のことをいいます。国民健康保険事業などの特定の目的を経理する特

別会計等以外の全ての経費が一般会計に属し，調布市では，一般会計のほか，

４つの特別会計（国民健康保険・用地・介護保険・後期高齢者医療）と企業

会計（下水道）があります。 

〔関連語〕特別会計，企業会計，普通会計 

一般財源 一般財源は，使途が特定されない収入のことをいい，どのような支出にも活

用することができる収入です。市民の皆さんから納めていただく市税や国や

東京都から納付される譲与税・交付金などのことをいいます。 

〔関連語〕特定財源 

縁故債 地方債のうち，銀行や農協など，普段地方公共団体と取引関係にある金融機

関から借入れる資金をいいます。 

〔関連語〕政府資金 

（カ行） 

会計年度 地方公共団体の収入及び支出を区分整理して，その関係を明らかにするため

に設けられている一定の期間をいいます。普通地方公共団体の会計年度は，

毎年 4月 1日に始まり，翌年 3月 31日に終わるものとされています。 

企業会計 地方公共団体が行う事業のうち，地方公営企業法に基づく病院事業や下水道

事業，水道事業など独立採算を基本とする企業的経営を行う事業の会計のこ

とをいいます。 

基金 基金とは，特定の目的のために財産を維持し，資金を積み立てまたは定額の

資金を運用するために設けられる資金または財産をいいます。 
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基準財政収

入額 

地方交付税のうち，普通交付税の算定に用いる標準的な税収入を基準財政収

入額といい，市町村分にあっては，税収見込額の 75％と各譲与税収入見込

額が算入されます。 

基準財政需

要額 

普通交付税の算定に用いる数値で，各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準

における行政を行う場合の財政的な需要額を算定したものをいいます。 

義務的経費 歳出のうち，その支出が義務づけられ任意に削減することが困難な経費で，

人件費，扶助費，公債費の三つをいいます。 

繰上充用 会計年度の終了後，歳入が歳出に不足する場合に，翌年度の歳入を不足が生

じた年度に繰り上げて不足額に充てることをいいます。 

繰越明許費 歳出予算のうち，予算成立後の事由によって，その年度中に支出の終わらな

い見込みのものについて，翌年度に繰り越して使用することをいいます。繰

越明許費は予算の内容として，議会の議決が必要です。 

繰出金 各会計相互間において支出される経費をいいます。一般会計から国民健康保

険事業特別会計などの事務費等へ充当するために繰り出すものや，各特別会

計における決算剰余金を一般会計へ繰り出すものがあります。 

形式収支 決算において，歳入総額から歳出総額を単純に差し引いた額を形式収支とい

います。 

〔関連語〕実質収支，実質単年度収支，単年度収支 

＊形式収支＝歳入決算額－歳出決算額 

経常一般財

源 

毎年恒常的に収入される財源のうち，使途が特定されない一般財源をいいま

す。具体的には，地方税のうちの普通税や，普通交付税などをいいます。 

経常一般財

源比率 

標準財政規模に対する経常一般財源の割合をいいます。この比率が高いほ

ど，経常一般財源に余裕があり，歳入構造に弾力性があることとなります。 

経常収支比

率 

財政構造の弾力性を示す指標で，経常的な経費に充てた一般財源の，経常一

般財源に対する割合のことをいいます。 

＊経常収支比率（％）＝経常経費に充当される経常一般財源÷経常一般財源

の額 

経常的経費 歳出のうち，毎年恒常的に支出される経費をいい，主なものとしては，人件

費，物件費，維持補修費などがあります。  

〔関連語〕臨時的経費 

継続費 特定の事業において，2か年以上にわたり支出すべき予算を定め，あらかじ

め予算の内容として，その総額及び年割額について議決を経るもので，単年

度予算の例外をなすものです。 

決算 一会計年度の歳入歳出予算の執行実績を決算といいます。地方公共団体の決

算は，会計年度の終了後において作成し，監査委員の審査に付した後，議会

の認定を経ることで確定します。 

※ 決算は，一会計年度の収入と支出の実績について作成される確定的な計

算表のことをいいます。会計年度の終了後に作成される決算は，監査委員

の審査を付して，議会の認定を経て確定することになります。5 月 31日

の出納整理期間を終了して収支が確定した決算について，調布市では 9

月議会で決算内容の認定審査をしています。逆に，予算は一定期間におけ

る収入と支出の見積りのことをいいます。 
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決算剰余金 決算は，歳入（収入）予算を上回って収入した額や，歳出（支出）予算の不

用となった額（未執行額）が生じるため，収入済額が支出済額を上回ること

が通常です。この差額のことを決算剰余金といいます。 

この決算剰余金は，次年度の財政運営に活用される財源となります。また，

年度内に終了しなかった事業の財源として活用を予定する額を除き，実質的

な収支差を純剰余金といいます。⇔繰越金 

決算統計 「地方財政状況調査」の通称で，総務省が毎年度実施している各地方公共団

体の普通会計を基本に実施する決算分析調査のことをいいます。 

この調査によって算出される経常収支比率や人件費比率などの指標によっ

て，類似団体や都内団体との比較を加え，財政構造の見直し等につなげます。 

減債基金 将来の地方債の償還及びその信用維持のために設置される基金をいいます。 

 

減収補塡債 地方税の収入が，普通交付税における標準税収入額を下回った場合，その減

収を補うために借入れの同意がなされる特例の地方債をいいます。 

減税補塡債 住民税減税などによって市税収入が減収となることに対して，その減収を補

うために借入れの同意がなされる特例の地方債をいいます。 

公共事業 国や地方公共団体が行う工事や用地買収などのことをいいます。代表的なも

のとしては，道路や公園などの土木工事や，各種公共建築物（公営住宅や社

会福祉施設）の整備などをいいます。 

公債費 公債費は，市債（市の借金）を返済する元利償還金と一時的な借入金に要す

る経費のことをいいます。 

公債費負担

比率 

公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい，この率が

高いほど財政の硬直性の高いことを示しています。一般的に，15％が警戒

ライン，20％が危険ラインとされます。 

骨格予算 予算は１年間の全ての歳入歳出を計上することが原則ですが，首長の選挙が

予定され政策的な予算は選挙後に計上することとして，人件費などの義務的

な経費等最小限度の予算を計上することを，骨格予算といいます。 

（サ行） 

歳出 会計年度におけるいっさいの支出をいいます。 

財政調整基

金 

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設置してい

る基金で，経済事情の変動等で財源が不足する場合や，大規模な建設事業，

災害などの財源として活用します。 

財政力指数 普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を，基準財政需要額で除した数値

の過去３か年の平均値をいい，各地方公共団体の財政力を示す指数です。こ

の指数は１に近く，あるいは１を超えるほど財政的に余裕がある団体といわ

れています。 

歳入 会計年度におけるいっさいの収入をいいます。 

債務負担行

為 

予算は，単一年度で完結するのが原則ですが，複数年で将来にわたる支払義

務に対応するため，あらかじめ後年度の債務を約束することを債務負担行為

といいます。  

複数年にわたる大規模な施設整備や PFI 事業などにおいて，債務負担行為が

設定されます。 
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債務保証 総務大臣が指定する法人が，金融機関等から資金を借り入れる場合に，地方

公共団体がその債務の弁済を保証することをいいます。これは，債務負担行

為の一種として予算で定める必要があります。 

暫定予算 予算は，会計年度開始前に成立する必要がありますが，何らかの理由で成立

しない場合に，一定期間分の必要最小限の予算について定める予算のことを

いいます。 

事故繰越し 歳出予算のうち，年度内に支出負担行為をしたもので，避けがたい事故のた

めに年度内に支出を終わらないものについて，翌年度に支出することをいい

ます。 

市債 

（地方債） 

地方公共団体が大規模な公共建築物の整備などで単年度に多額な資金を要

する場合の財源調達として，国や東京都などから長期で返済することを条件

で借り入れる資金（市の借金）のことをいいます。 

世代間負担の公平化や将来負担を見据えた借入れをすることで，負担の平準

化につながります。 

自主財源 地方公共団体が自主的に収入しうる財源を自主財源といい，地方税，使用料，

財産収入などがあります。 〔関連語〕依存財源 

＊自主財源…… 地方税，分担金及び負担金，使用料及び手数料，財産収入，寄

附金，繰入金，繰越金，諸収入  

＊依存財源…… 地方譲与税，地方交付税，国庫支出金，都支出金，地方債 

市場公募地

方債 

地方公共団体が，起債市場において公募し，発行する地方債をいい，単に市

場公募債ともいいます。 

実質収支 決算において，歳入歳出差引額（形式収支）から，繰越事業に伴って繰り越

すべき財源を控除した決算額をいいます。 

＊実質収支＝形式収支－翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支比

率 

 

標準財政規模に対する実質収支額の割合をいいます。平成 20 年度決算から

本格施行となっている地方財政健全化法に基づく健全化判断比率等のうち

実質赤字比率の算定が赤字要素であるのに対し，実質収支比率は黒字要素で

の把握となります。 

＊実質収支比率（％）＝実質収支額÷標準財政規模（臨時財政対策債の発行

可能額含む） 

実質単年度

収支 

単年度収支には，基金への積立金や取崩しによる繰入金などの要素が含まれ

ているため，これらの黒字や赤字に関わる特別な要素を取り除いた単年度収

支を，実質単年度収支といいます。 

＊実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額－財政調

整基金取崩し額 

人件費 人件費は，市議会議員や市長等特別職の人件費のほか，市の職員の給与や退

職金などの経費のことをいいます。 

出納整理期

間 

会計年度末までに，確定した債権債務について，未収未払いの整理を行うた

めの期間で，会計年度終了の翌日（4 月 1 日）から，5 月 31 日までの 2

か月間をいいます。 
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性質別分類 地方公共団体の経費を，経済的性質で分類したものを性質別分類といいま

す。 

人件費，物件費，維持補修費，補助費等，普通建設事業費などに分けられ，

それらの分類はさらに「義務的経費」，「投資的経費」，「その他の経費」の３

つに分類されます。  

〔関連語〕目的別分類 

政府資金 地方債のうち，政府機関から借り入れる資金のことをいいます。代表的な資

金としては，財政融資資金があります。 

総計予算主

義 

地方公共団体の予算の原則のひとつで，歳入歳出は混交または相殺すること

なく，収入のすべてを歳入予算に，支払のすべてを歳出予算に計上すること

をいいます。 

その他の経

費 

性質別分類のなかで，「義務的経費（人件費，扶助費，公債費）」「投資的経

費（普通建設事業費）」以外の経費のことをいいます。 

施設管理費などの物件費，施設の維持保全などの維持補修費，各種団体への

補助金をはじめとする補助費等，特別会計への繰出しなどの繰出金のことを

いいます。 

（タ行） 

単独事業 地方公共団体が行う事業のうち，国の補助を受けないものをいいます。 

〔関連語〕補助事業 

単年度収支 実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額をいいます。これは，実質収

支中には前年度以前からの収支残が累積されているため，これを控除し，当

該年度だけの収支を算出します。 

＊単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度の実質収支 

地方交付税 地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう，一定

の基準により国が交付する税をいいます。 

地方債 

（市債） 

地方公共団体が大規模な公共建築物の整備などで単年度に多額な資金を要

する場合の財源調達として，国や東京都などから長期で返済することを条件

に借り入れる資金（市の借金）のことをいいます。世代間負担の公平化や将

来負担を見据えた借入れをすることで，負担の平準化につながります。 

地方債計画 毎年度，総務省が策定する地方債の年度計画で，事業別あるいは資金別の予

定額を示した全体計画をいいます。 

地方債現在

高 

地方公共団体が地方債を借入れした後，元金と利子を返済していきます。地

方債の各年度末おける未償還（未返済）元金を地方債現在高といいます。 

地方財政 地方財政は，単一の国家財政とは異なり，都道府県，市町村など地方公共団

体の財政を総称したもので，団体の規模，行政範囲・予算等は各団体によっ

て大幅に異なります。 

地方財政計

画 

内閣は，毎年度，翌年度の地方公共団体の歳入歳出の見込額に関する書類を

作成し，国会に提出します。これを地方財政計画といい，国はその中で地方

交付税により地方財源の保障を行っています。 

地方譲与税 国税として徴収した税を地方公共団体に譲与するもので，「自動車重量譲与

税」，「地方揮発油譲与税」，「航空機燃料譲与税」などがあります。 
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地方税 租税のうち，国が課税権の主体となるものが国税で，地方公共団体が課税権

の主体であるものを地方税といいます。また，地方税のうち，市町村が課税

するものを市町村税といい，主なものとしては，市町村民税，固定資産税，

軽自動車税，市町村たばこ税，都市計画税などがあります。 

地方特例交

付金 

特例交付金は，普通交付税の交付・不交付にかかわらず，全団体が交付対象

となるものです。平成 18 年度の税制改正による住宅借入金等特別税額控除

や，令和元年度創設の環境性能割（市税及び交付金）における臨時的軽減に

伴い，地方公共団体に生じる減収を補塡するために交付されます。 

超過負担 経費の負担について，国と地方の間でルールが定められているものについ

て，その負担割合以上に地方が負担している場合をいいます。その原因とし

ては，国において十分な措置がされていない場合と，地方が国の基準以上に

経費をかけている場合があります。 

積立金 計画的に財政を運営するため，または，財源的に余裕がある場合に積み立て

るものをいい，積み立てたものは，基金として管理されます。 

逓次繰越 継続費の毎年度の年割り額の執行残額を翌年度へ繰り越すことをいいます。 

 

投資的経費 支出の効果が資本形成に向けられ，学校や文化会館などの公共建築物のほ

か，道路や下水道など，将来の資産となる支出（資産形成につながる支出）

のことをいいます。性質別分類では，普通建設事業費に区分されます。 

当初予算 年度開始前の３月議会の議決を経て定められる翌年度全体の基本的な予算

をいいます。 

一会計年度を通じて定められ，一年間の歳入歳出のすべてを計上することが

原則となっています。 〔関連語〕補正予算，暫定予算，骨格予算 

道路関連財

源 

道路関連の財源で，市町村（政令市）にあっては，自動車重量譲与税，地方

揮発油譲与税，自動車取得税交付金などがあります。 

 

特定財源 財源のうち，使途が特定されているものをいい，主なものとしては，国庫支

出金，都支出金，地方債などがあります。 〔関連語〕一般財源 

特別会計 特別会計は，一般会計に対し，特定の目的の歳入歳出について経理するため

に設置された会計をいいます。 

特別交付税 地方交付税の総額のうち，94％は普通交付税として財政力に応じ各地方公

共団体へ交付されますが，残りの 6％は特別交付税として，災害などの特別

な事情に対して配分されています。 

※ 地方交付税とは，国税のうち所得税・法人税・酒税・消費税・たばこ税

の一定割合の額を財源として，全国の地方公共団体がほぼ均等に行政水準

を維持し，事務を遂行できるように一定の基準により国が交付する税のこ

とをいいます。普通交付税と特別交付税の2種類に区分され，総額の94％

が普通交付税・6％が特別交付税の割合となっています。 

調布市では昭和 58 年度から現在まで，全国でも数少ない普通交付税の不交

付団体となっています。 

〔関連語〕普通交付税 
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（ナ行） 

肉付予算 骨格予算に対して，政策的な経費や新規事業を補正予算にて加えることをい

います。 

※ 骨格予算：選挙等の事由によって，人件費等義務的な経費などの最小限

の経費を計上した予算 

（ハ行） 

バランスシ

ート 

貸借対照表の呼称で，一定の時点における財政状態を明らかにするために，

資産，負債，資本を一覧表にした報告書をいいます。 

標準税収入

額 

地方公共団体の標準的な税収入額を示すもので，次の算式によって算定され

ます（市町村の場合）。 

＊標準税収入額＝基準財政収入額－（所得割における税源移譲相当額の 25％ 

＋ 地方消費税交付金税率引上分の 25％ ＋ 地方譲与税 ＋ 交通安全対策特別

交付金）× 100÷75 

標準財政規

模 

地方公共団体の一般財源における標準規模を示すもので，次の算式によって

算定されます（市町村の場合）。 

＊標準財政規模＝標準税収入額 ＋ 地方譲与税 ＋ 交通安全対策特別交付金 

＋ 普通交付税 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 

扶助費 扶助費は，社会保障制度の一環として生活保護・児童福祉・高齢福祉・障害

福祉などの現金給付や物品の提供に要する経費のことをいいます。法令に基

づいて支給する生活保護費などが代表的な事例で，性質別分類では義務的経

費に属します。 

普通会計 各地方公共団体では，独自に特別会計を設置するなど，会計の範囲が異なり

ます。そこで全国的に比較を行う統計処理のために，一定のルールで作り上

げる仮想の会計で，一般会計と，一定の条件の下にある特別会計を合算し算

出します。 

【調布市の普通会計】 １ 一般会計 ・ ２ 用地特別会計 

普通建設事

業費 

道路，橋りょうなどの公共土木施設や，学校，文化施設などの公共建築物な

どの新設や改良に要する経費で，投資的な事業費をいいます。また，そのう

ちで国の補助を受けて行う事業を補助事業といい，それ以外を単独事業とい

います。 

普通交付税 地方交付税の総額のうち，94％は普通交付税として財政力に応じ各地方公

共団体へ交付されますが，残りの 6％は特別交付税として，災害などの特別

な事情に対して配分されています。 

※ 地方交付税とは，国税のうち所得税・法人税・酒税・消費税・たばこ税

の一定割合の額を財源として，全国の地方公共団体がほぼ均等に行政水準

を維持し，事務を遂行できるように一定の基準により国が交付する税のこ

とをいいます。普通交付税と特別交付税の2種類に区分され，総額の94％

が普通交付税・6％が特別交付税の割合となっています。 

調布市では昭和 58 年度から現在まで，全国でも数少ない普通交付税の不交

付団体となっています。 

〔関連語〕特別交付税 
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普通税 税のうち一般的な財政需要を賄うための税目で，特定の目的のために課税さ

れる目的税と区分されます。市町村税のうち普通税の主なものとしては，市

町村民税，固定資産税，軽自動車税，市町村たばこ税，特別土地保有税など

で，目的税の主なものとしては，事業所税，都市計画税などがあり，これら

は，使途が定められています。 

補助金 補助金には，国や都が予算などの定めにより特定の目的実現のために，市町

村へ現金を給付する場合と，市町村が公益上の必要により，財政的支援とし

て市民等へ現金を給付する場合があります。 

補助事業 地方公共団体が行う事業のうち，国の補助を受けて行うものをいいます。 

〔関連語〕単独事業 

補正予算 当初予算策定後の事情によって，予算の追加や減額を行うことを補正予算と

いいます。年度途中における災害発生や法律の改正などに対応するため，年

４回，定例会として開かれる市議会（6・9・12・3 月）のほか，緊急の場

合の臨時議会に提出され，議決を経て定められます。 

（マ行） 

目的税 税のうち，特定の目的のために賦課するもので，市町村税では，事業所税，

都市計画税などがあります。 

目的別分類 地方公共団体の経費を，行政目的によって分類することで議会費，総務費，

民生費，土木費などに分類しています。 

（ヤ行） 

予算 一会計年度の歳入歳出予算の収入支出の見積りのことを予算といいます。地

方公共団体の予算は歳入歳出予算，継続費，繰越明許費，債務負担行為，地

方債，一時借入金などを定め，議会の議決により承認を得ます。 

逆に，決算は一定期間における収入と支出の執行実績のことをいいます。 

当初予算 

前年度開始３月議会の議決を経て定められる翌年度全体の基本的な予算を

いいます。 

一会計年度を通じて定められ，一年間の歳入歳出のすべてを計上することが

原則となっています。〔関連語〕補正予算，暫定予算，骨格予算 

補正予算 

当初予算策定後の事情によって，予算の追加や減額を行うことを補正予算と

いいます。年度途中における災害発生や法律の改正などに対応するため，年

４回，定例会として開かれる市議会（6・9・12・3 月）のほか，緊急の場

合の臨時議会に提出され，議決を経て定められます。 

予算繰越 予算繰越とは，予算の会計年度独立の例外として，経費を翌年度以降におい

て執行することをいいます。種類としては，継続費の逓次繰越，繰越明許費，

事故繰越の 3 つがあります。 

（ラ行） 

ラスパイレ

ス指数 

地方公務員と国家公務員の平均給料月額を，国家公務員の職員構成を基準と

して，一般行政職における学歴別・経験年数別に比較し，国家公務員の給料

水準を 100とした場合の地方公務員の給料水準を示した指数のことをいい

ます。 

-225-



臨時財政対

策債 

地方公共団体の財源不足に対する財政対策としての借入金（地方債）のこと

をいいます。 

地方交付税制度においては，従来，国が全額負担していた地方交付税のうち

地方負担相当額を地方が地方債によって賄う場合に発行する特例的な地方

債をいいます。 

（平成 13 年度から制度創設） 

臨時的経費 一時的な財政需要により支出する経費で，経常的経費に対応しています。代

表的なものとしては，選挙に要する事務費や単年度限りの行事経費，建設事

業費などのことをいいます。 

〔関連語〕経常的経費 
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「地方財政健全化法（地方公共団体の財政の健全化に関する法律）」は，平成 19 年 3 月

の閣議決定後，同年 6 月に制定しました。 

 

 この地方財政健全化法では，｢地方公共団体は，毎年度，実質赤字比率・連結実質赤字比率・

実質公債費比率・将来負担比率の４指標（健全化判断比率）を監査委員の審査に付したうえ

で，議会に報告し，市民に公表しなければならない。｣と規定しています。この背景として，

北海道夕張市における財政破綻など，地方財政の悪化を早期改善（健全化）につなげること

を目的としています。これにより，「財政状況の悪化が一定の基準を超過した場合には健全化

又は再生計画を定めなければならない。」との義務付けがなされました。 

 

 この公表の対象となる４指標（健全化判断比率）とは，普通会計の収支に関する「実質赤

字比率」・公営事業会計も合わせた「連結実質赤字比率」・公営企業債なども含め一般財源規

模に対する公債費の割合を示す「実質公債費比率」・公社，第３セクターなども加えた実質的

負債に関する「将来負担比率」のことをいいます。これら４指標については，毎年度の決算

審査において，監査委員の審査に付したうえで，議会に報告し，市民への公表が義務付けら

れています。 

 

  総務省では，平成 20年度（2008）年度に全ての地方自治体に４種類の財政指標の公表

を求め，そのうちいずれかの指標が基準を超えて悪化した場合には，財政健全化計画を策定

しなければなりません。これに加え，公認会計士などによる外部監査が義務付けられること

になります。さらに財政状況の悪化が進行した場合には，第２段階として，財政再生団体へ

移行し，国の管理下での再生計画を策定することになります。  

 

 今回の「健全化判断比率」は，フロー指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率及び実質公

債費比率）だけでなく，ストック指標（将来負担比率）についても取り入れており，これま

での普通会計（主には一般会計）での財政指標に連結ベースでの財務状況を加えている点が

特徴点と言えます。 

 

★調布市では，この地方財政健全化法の施行を踏まえ，経常収支比率等の従来の財政指

標に加え，これまで以上に連結ベースでの財政構造の改善に取り組んでいきます。また，

世代間負担の公平化と将来負担の在り方を検討しながら，債務残高の縮減とともに透明

性の向上にも努めていきます。 
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律関連 

 

（カ行） 

健全化判断

比率等 

健全化法第 3 条第 1 項及び第 22条第 1項の規定に基づき，毎年度の決算

後，速やかに，実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率及び将来

負担比率の４指標及び公営企業にかかる資金不足比率とともに，各指標の算

定において基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し，その意

見を付けて議会報告することが義務付けられました。 

なお，健全化判断比率は，議会への報告後，公表しなければならないとされ

ています。 ※ 各資料の説明については別掲載 

（サ行） 

財政再生基

準 

従来の地方財政再建制度は，地方公共団体の普通会計を主な対象とする「地

方財政再建促進特別措置法（財政再建法）」を中心として組み立てられてき

ましたが，早期健全化の枠組（早期健全化基準）を設け，なお改善しない場

合に再生の枠組（財政再生基準）に移行するという２段階の新たな手続きを

構築するための基準です。 

各指標の財政再生基準は，実質赤字比率 20％・連結実質赤字比率 30％・

実質公債費比率 35％の各健全化判断比率のうちのいずれかが財政再生基準

以上の場合には，財政再生計画を定めることが義務化されました。 

資金不足比

率 

公営企業会計ごとに算定するもので，一般会計での実質赤字に相当する資金

不足額を，営業収益の額などから算定する事業規模で除して得た指標です。 

地方公共団体の全会計を通じた連結実質赤字比率の算定において，個別の会

計ごとに公営企業会計の資金不足額を求め，算入するとともに，個別資金の

不足比率を算定することとなります。 

調布市では下水道事業特別会計が該当し，黒字決算の場合は，マイナスとな

り，表示は「-」となります。 

実質赤字比

率 

地方公共団体の一般会計や一部の特別会計について，歳出に対する歳入の不

足額がある場合に，その赤字額を地方公共団体の一般財源の標準規模を表わ

す標準財政規模の額で除して得た指標です。 

調布市では一般会計・用地特別会計（一般会計等といいます。）の実質収支

額の合計額が黒字か赤字かを比率化するもので，黒字決算の場合はマイナス

となり，表示は「-」となります。 

※黒字決算の場合は実質収支比率のマイナス表示となります。 

実質公債費

比率 

実質公債費比率は，普通会計以外の公営企業会計や一部事務組合なども含め

た義務的な公債費等が何にでも活用可能な財源（一般財源）に占める割合の

ことをいいます。公債費比率が普通会計単独であるのに対し，連結ベースで

の公債費比率を算定することで，企業会計における連結決算の考え方の財政

指標となります。⇔公債費比率 

※ この比率は 3 か年平均値で算出し，18％以上の場合は地方債の許可・

25％以上は地方債制限団体となります。 

※ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率（４

指標）となりました。また，都市計画税収を特定財源として扱うことにな

っています。《再掲》 
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将来負担比

率 

地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することになる実質的な負債額

を把握し，この将来負担額からその償還に充てることが可能な基金等の額を

控除した上で，標準財政規模を基本とする額で除して得た指標です。 

一般会計等の地方債残高に加え，債務負担行為に基づく支出予定額，一般会

計等以外の会計の公債費に充てるため一般会計等が負担することになる見

込額，退職手当支給予定額等の一般会計等の負担見込額，連結実質赤字額な

どが含まれることとされています。 

実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率がフロー指標で，当該年

度における現金の流れを示したものであることに対し，将来負担比率は地方

公共団体の負債の状況や将来の収支見通しを把握するために新たに導入さ

れたストック指標となります。 

早期健全化

基準 

従来の地方財政再建制度は，地方公共団体の普通会計を主な対象とする「地

方財政再建促進特別措置法（財政再建法）」を中心として組み立てられてき

ましたが，より早期に是正を図るための基準となるものです。 

各指標の早期健全化基準は，実質赤字比率 11.25％～15％・連結実質赤字

比率 16.25％～20％・実質公債費比率 25％・将来負担比率 350％を基準

とし，各健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合に

は，財政健全化計画を定めることが義務化されました。 

（タ行） 

退職手当負

担見込額 

新たに導入された将来負担比率の算出において，一般会計等の地方債残高，

債務負担行為に基づく支出予定額，一般会計等以外の会計の公債費に充てる

ため一般会計等が負担することになる見込額に加え，職員の退職給与引当金

相当額についても負債の一部として将来負担額にカウントすることとなり

ました。 

連結ベースでの将来負担額を負債と資産のストック状況に義務的な将来負

担額である退職手当負担見込額として算出し，負債額に加算します。 

（ラ行） 

連結赤字比

率 

地方公共団体のすべての会計の赤字額と黒字額を合算して，地方公共団体全

体の歳出に対する歳入の資金不足額がある場合に，その赤字額を，標準財政

規模の額で除して得た指標です。 

調布市では実質赤字比率の対象となる一般会計等，国民健康保険事業・介護

保険事業・後期高齢者医療・下水道事業の実質収支額の合計額が黒字か赤字

かを比率化するもので，黒字決算の場合はマイナスとなり，表示は「-」と

なります。 
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